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［決算に関する詳細情報］

2021年度決算に関する詳細情報、財務情報をご覧ください。

［報告対象範囲等］

対象期間：2021年4月1日～2022年3月31日（一部に2022年4月以降の活動内容等を含みます）

対象組織：国立大学法人東京大学／会計基準：国立大学法人会計基準

財務数値及びグラフの表示に関する注意事項：記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

東京大学統合報告書に関するお問い合わせはIRデータ室まで

ir-data.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp

東京大学統合報告書に関するアンケートへのご協力をお願いいたします。

https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/about/public-info/b06.html

この冊子は、環境に配慮した紙、インクを使用しています。
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視覚がとらえた事象が、真実か。

聴覚がとらえた響きが、真実か。

見えない世界を想像し、

聞き取れない声に耳を傾け、

無意識のバイアスを自覚することが、

真理の探究への第一歩。

未来を創る公共の空間はその一歩から始まる。

2022年度東京大学大学院入学式　総長式辞はこちらからご覧になることができます
https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/about/president/b_message2022_05.html

　2022年4月、東京大学は、日本武道館で挙行された大学

院の入学式で、約2,300名の新入生を迎えました。

　式辞を通して、藤井輝夫総長は彼らに、「U To k y o 

Compass」の基本理念である「対話」が単なる話し合いや

情報交換ではなく、知ろうとする実践であること、知るためには

「相手の見ている世界を想像する能力」が不可欠だけれど、し

ばしば、誰もが持っている「無意識のバイアス（偏見）」により

阻害されてしまうことを丁寧に説明しました。そして、見えやす

いものに惑わされず、聞こえにくい声に耳を澄まし、自分の理

想をあきらめず、他者の思いとふれあう対話の能力を身につけ

ることが、社会の中核を担うためには必要であること、研究上

の未知の課題に直面したときにも役立つことを伝えました。

　そして、これからの社会を担う若者として、地球規模の課

題解決には、各々の専門知だけでなく、広い視野からの探求

も必要で、グローバルシチズン（地球市民）の一員としての視

点を忘れないで欲しいと激励しました。

 「無意識のバイアス」への気付きから始まる相互理解
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　会計情報では把握できない「大学が生み出す見えない価

値」をお届けする統合報告書。今回5回目の発行となります。

　昨年、4作目の統合報告書発行後、投資の専門家の方か

ら、「投資家が拾いたい情報がない。投資家が知りたいのは、

東京大学が本当に成長するのか、拡張して意味があるのかと

いう要素です」と厳しいご指摘をいただきました。投資家の関

心と、アカデミアの関心は矛盾しているのだろうか。私たちは

改めて原点に立ち返り、大学の存在意義、その大学に投資を

募る意味、そして、その大学が統合報告書を発行する意味に

ついて、時間をかけて話し合いました。

　結果、5作目となる統合報告書のテーマを「Public（公共）」

と決めました。ここでいう「Public（公共）」とは、政府や地方

自治体等の公的な機関そのものを指すわけではなく、「人びと」

「あらゆる人の集まり」「社会全体」の意味を持ちます。例え

ば、ドキュメンタリー映画にも取り上げられたニューヨーク公共

図書館（NYPL）が、自治体からの補助金だけではなく、人び

とから広く集められたお金で支えられているという状況における

「Public（公共）」。そこでは、「図書館はみんなのもの」という

使命に従い、単に図書を貸し出すだけでなく、起業支援や就

業支援等様々なサービスが、あらゆる人たちに開かれています。

サービスの恩恵を受けた人々は、後々成功した暁に、寄附とい

う形で図書館に還元します。そして、さらに充実した資料とサー

ビスが提供される。そのような資金の好循環が生み出されてい

るのです。「世界の公共性に奉仕する」（東京大学憲章）大学

として「世界の誰もが来たくなる大学」（UTokyo Compass）

を基本理念に、「公共を担う経営体」としての好循環を目指す

私たち東京大学の姿と重なります。

　私たちは、この5作目となる統合報告書で、東京大学が生

み出す公共的価値、投資により及ぼす社会的インパクトを、

東京大学が持つ2重構造と多様な時間軸とともに紹介してい

ます。また、「種資金」という造語を用いて、大学に投資をする

ことの意義についても説明しています。是非ともお目通しいた

だきたく存じます。

　なお、作成にあたりましては、今年も学内教職員による統

合報告書製作委員会を立ち上げ、執行部、学内構成員、学

外の有識者との「対話」を通して、一つ一つの活動への理解

を深め、作成いたしました。この統合報告書製作委員会はIR

データ室から本年4月に設置された財務経営本部に所掌が移

りました。財務経営本部ではステークホルダーとのリレーション

シップの構築・拡大をも目的に掲げています。この統合報告書

を「対話」の場として、是非みなさまからの忌憚のないご意見を

お待ちしております。

2022年11月

統合報告書製作委員会一同

サポーターのみなさまへ
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世界の公共性に奉仕する総合大学として
東京大学の基本方針「UTokyo Compass」では、

対話を重視する方針のもと、大学の経営力を基盤とした、

「知をきわめる」「人をはぐくむ」「場をつくる」という

多元的な3つの視点をもつ新しい大学モデルの構築を掲げました。

あれから1年経ちましたが、様々な人類史的な課題は、人びとの日常の暮らしのなかでさらに露わになっています。

この未曾有の地球規模の課題に対して、東京大学がどういう役割を果たすのか。

アカデミアだからこそできる創造的で挑戦的な航路をお示しします。

Ⅰ 総長メッセージ



アカデミアであることの強み

──本学の基本方針として「対話」の重要性を掲げた

「UTokyo Compass」を公表し、1年が経ちました。いまお

考えのところをお聞かせください。

　昨年9月、これからの数十年を見据え、東京大学が進むべき

方向性を示す「UTokyo Compass」を策定しました。その前

提には、われわれはごく限られた地域や空間では最適化を達

成できたかもしれないけれども、人類全体・地球全体としての

well-being（より良い生き方、幸福）の実現はむしろむずかしく

なってきているのではないかという問題意識がありました。

　例えば、COVID-19や気候危機（Climate Crisis）の克服も、

そうした問題のひとつです。また今年2月に始まったロシアによ

るウクライナへの軍事侵攻が生みだした悲惨や、世界の経済

的・政治的・社会的混乱も、いまだ解決の道筋が見出されてい

ません。グローバルにもローカルにも、社会の分断、格差、貧

困等の問題があらわになり、状況は深刻さを増しています。

　このように単純な解決の方法が見つけにくい時代だからこ

そ、対話を通じて「学知」や「叡智」を生み出す場である大学

が、解決に貢献すべく行動できるのではないかと考えています。

東京大学が掲げた「世界の公共性に奉仕する大学」というミッ

ションに照らし、その思いはさらに強くなっています。

──どのように地球規模の課題解決に貢献していこうとお考

えですか。

　東京大学の強みは、多様な学知の専門分野をはば広く包

摂し、さまざまな専門家が一堂に集まっていて、最先端の研究

が隣りあって共存していることです。だからこそ「対話」が、創

東京大学は、あらゆる分野の「知」を集結し、 

さまざまな地球規模の課題に
しっかりと取り組むことを約束します。

総長  藤井輝夫

造的革新（イノベーション）や創発（エマージェンス）を生みだし

うる。多様性を内包した組織の集合体であればこそ、社会とも

さまざまな回路で繋がる可能性をもっています。

　気候危機に象徴される「人類の共有財産としての地球環

境の保全」にせよ、「安全で開かれたサイバー環境の構築」に

せよ、「パンデミックを引き起こすヒト感染症や家畜伝染病へ

の対処」にせよ、いずれも地球規模の課題であって、多様な

学知の連携において、社会や経済、文化、生活のシステムを

通じて人類がどのように解決に向かっていくかをデザインし、取

り組むべき課題を共有していくことが大切です。

──立場が異なる人々との協働には、困難もあるのではない

でしょうか。

　もちろん世界には数多くの格差や分断があります。たとえば

気候変動の背景には、Global NorthとGlobal Southの格

差に関わる問題が横たわっています。産業革命以来、幾世紀

にもわたって二酸化炭素を大量に排出してきたNorthの国々

に対して、Southの国々の人たちはほとんど排出してこなかっ

た。それなのに、いま同じ土俵で議論をさせられていることを、

理不尽に感じているかもしれません。気候変動の影響の不公

平性の是正を、いわゆるClimate Justice（気候正義）の観点

からどのように論ずるか、アカデミアの立場から取り組む必要

があります。

　気候変動が引き起こす危機は、世代間倫理の問題でもあり

ます。すなわち、現在生きている人々が、まだ存在していない

未来世代の生存可能性に対してもつ責任を内に含む問題で

す。私は、今年6月にスウェーデン・ストックホルムで開催された

「ストックホルム＋50」という国際会議に参加しました。環境

問題について初めて議論した「国連人間環境会議」（1972）
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の50周年を記念し開催されたものです。そこで指摘された、50

年前と比較して私たちの地球環境は決してよくなっていないと

いう事実は、多くのことを考えさせます。この先50年後、すなわ

ち「ストックホルム＋100」の時の地球を考えると、いかに若い

人たちを巻き込み、彼らの意見を社会の意思決定に反映して

いくかが重要なのではないか。それは多数の学生や若手研究

者が学び、活動している大学が果たすべき、たいへんに大事

な役割でもあると思います。

　今年の6月に、「UTokyo Compass」の指針をさらに具体

的に推し進めるかたちで、「ダイバーシティ&インクルージョン

宣言」を制定し、東京大学として公表しました。学術における

卓越を達成し、グローバルに活躍する人材を輩出するために

も、また大学という場の「今ここ」が、多様な個性をもつすべて

のひとにとって望ましい空間であるためにも、ダイバーシティと

インクルージョンを、東京大学がさらに推進していくことは重要

であると考えたからです。ここで尊重している多様性（ダイバー

シティ）とは、性的指向や性自認の多様性はもちろん、さまざま

な属性や価値観の違いを含むものですし、ひいてはさきほど触

れたまだここにはいない未来世代との関係まで視野に入れた、

重要な基本理念だとも考えています。

　一方、現代におけるwell-being実現への貢献を考えていく

とき、デジタルテクノロジーの発展をより望ましい方向で活用す

るにはどうしたらよいのかは、大切な論点です。情報へのアク

セスが容易になることで利便性が大きく改善される一方で、危

険性もまた大きなものになっているからです。すなわち、機密

性・私秘性の侵害や、情報資産の改ざん・破壊、また利用可

能性の妨害などの情報セキュリティ問題も大規模なものとな

り、いわゆるフェイクニュースに代表されるような情報の信頼

性の揺らぎも深刻化しています。Global Southの国の人々に、

データへの公平なアクセス（equitable access）の権利が確

保されているかというと、充分ではありません。そうした問題に

対しても、大学はアカデミックなネットワークの充実を通じて、あ

るいは情報系の企業との連携や、スタートアップエコシステム

の強化を通じて取り組んでいくことができると考えています。デ

ジタル技術の発展や革新に伴って起こる新しい社会の環境を

よりよいものにしていくために、大学は社会や地域の方々との

リアルな対話を重視しています。

──なぜ、社会や地域の方々との対話を重視されるのでしょうか。

　私は、本学の工学部船舶工学科を卒業し、大学院生時代

は生産技術研究所で海中ロボットの研究を行っていました。自

分の研究室を持ってからは、マイクロ流体デバイスという新し

いタイプのデバイス技術を使ってセンサを作り、主に深海を

対象とする海洋の調査・観測に応用する研究を進めました。

2018年に提案した新しい発想の海洋観測プロジェクト「OMNI

（Ocean Monitoring Network Initiative）」は、深海を対

象とするものではありませんが、広大な海のデータを、無数の

みんなで集めて活用しようという完全オープンソース型プロジェ

クトです。100円ショップや秋葉原などで入手できる部品を組

み合わせて作り上げた観測装置で、皆が思い思いに観測でき、

技術的課題もその解決策も、収集した観測データもすべて一

般公開され、誰もが共有できます。観測装置も含め、プロジェ

クト全体が、まさにデザイナー、エンジニア、科学者という異質

な人々の間の「対話」による創造物です。

　地表の約7割を占める海洋には、気候変動や食物資源や

天然資源などさまざまな問題を解決する鍵が潜んでいますが、

たとえば詳しい海底地形が調査されているのは、全海域の

20%程度に過ぎません。低コストで構築、運用できる自由度

の高い観測機器の意義は、誰でも簡単に海のデータを取るこ

とができるという点にあります。OMNIはこれまで研究者や専

門家に限られていた海洋観測の担い手を、中高生や漁業者、

釣り人やサーファーなど多くの市民にも広げようとするもので

す。専門家以外の多様なステークホルダーとの「対話」を通

して、私たちの研究の質や視野も変わり、思いも寄らないイノ

ベーションが生まれることもあるわけで、そうしたプロセスをも含

めた活動を展開しています。市民や地域とともに社会を変え

ていく取組は、まさに大学が担うべき役割の一つだと考えてい

ます。

　東京大学は、文系と理系、基礎と応用などの間にできてし

まった垣根を超え、あらゆる分野の「知」を集結し、さまざまな

地球規模の課題にしっかりと取り組むことを約束します。その

ためにも、学問の「知」の地平を広げ、多様な専門の「知」を

深めておくことそのものが重要だと考えています。みなさんと共

有すべき財産としての「学知」をしっかり創り上げるのが、ゆる

がせにできない大学のミッションであり、そうした堅実な基盤の

上で、東京大学だからこそできる貢献をしていきたいと考えてい

ます。
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学問の場における機動性

──世の中の変化が激しい時代にあって、大学の役割もまた

大きく変化していると考えてよろしいでしょうか。

　たしかにいま、グローバルな諸問題の噴出と混迷のなかで、

大学が果たすべき役割が問われ、また一方で期待も大きくなっ

ていると思います。

　東京大学は1877（明治10）年に日本で最初の官立大学と

して設立され、創設当初から日本の近代国家の建設に貢献し、

戦後は新制国立大学として、日本の復興と成長とを支えてきま

した。ある意味で、果たすべき役割が国の組織として明確に

設定されていたともいえます。しかし、先進諸国の学問や科学

技術を追いかけて消化吸収し、新たな前進のエネルギーを生

みだしていくようなスタイルそのものが大きく変化し、先を行くモ

デル（理想形）がない時代に突入するなかで、研究教育の内

実という側面でも、また経営基盤・財政という側面でも、大学

の駆動力そのものが問われるようになります。

　もっとも大きな分かれ目は2004年の国立大学の法人化で

しょう。法人として主体化し、国の組織としてではない、独立し

た大学運営が求められました。国立大学の法人化は単なる組

織の民営化ではなく、知の蓄積を継承し学問の自由という基

本的な権利を、法人として自律的に担うとともに、世界の公共

に対する義務と責任を誠実に果たす明確な主体となることで

した。法人化に臨んで東京大学が制定した「東京大学憲章」

は、自らを主体として律するための宣言であり、大学として果た

すべき基本的な役割を明示しました。私の総長任期の最初の

年に出した「UTokyo Compass」も、憲章の精神を引き継ぎ、

研究・教育・社会連携・経営などのさまざまな課題に取り組む、

東京大学の基本姿勢を明確化したものです。

　経営基盤・財政という局面での大学の自律性についても

また、自ら新たなモデルを創りださなければならない時代にあ

る、と私は考えています。これまでの国立大学は、その活動の

原資を公的な資金に大きく依存してきましたが、今、東京大学

は、自らの資本を豊かにし、エクイティ（ステークホルダー資本）

を形成していくことを目指しています。それは「世界の公共性に

奉仕する大学」として自らの活動の範囲を広げていくことが求

められているからです。大学としてのこうした動きには、社会が

企業経営に求める社会的責任や、明治初期に「会社」という

新しいことばに人々が感じていたそれまでにない公共性などと、

繋がる要素があるのではないか、と感じています。

　企業についても、その多くはこれまで各社個々の利潤の最

大化を目的としたトップダウンの強いガバナンスにもとづく経営

を追求してきましたが、有限な地球環境や持続可能な社会へ

の転換がグローバルに注目されるなかで、さまざまな経済活動

が社会にそして地球に与える影響を深く考えざるをえなくなって

きています。一方の大学も学部の専門性が高く、これまでは自

律分散型の側面が強い組織でしたが、大学全体としての方向

性も同時に打ち出し、その総体としての調和と活力をデザイン

しなくてはならない段階に入っています。今や企業のあり方と

大学のあり方との両者が、その課題において接近してきたとも

いえるのではないでしょうか。

──いまのお話とも関連しますが、総長として大学経営をどの

ように考えておられますか。

　東京大学には、多様な学問の継承や先端的研究の開発、

社会の発展を担う高度な人材の教育など、国から負託された

事業を確実に遂行する国立大学法人としての従来からの役

割があります。一方で「学問の自由」と「公共への奉仕」の双

方から、大学が自ら追究し解明し開発したいと考えたさまざまな

プロジェクト（企図）をアカデミアの立場において実現していく、

そのためのしくみや場を整える役割も大切です。ここが、まさに

大学経営のポイントだと思います。

　獲得した自己資金を先行投資し、生み出した知を通じて社

会の課題解決のための手がかりを見出す。成果を社会にしっ

かりと示し、社会からの支持と支援を得ていく。その資金で研

究、教育にさらに投資をしていく。この好循環をいかにつくりだ

していくかが大学経営における最も重要な課題です。それは、

企業でいうエクイティ、つまり自由裁量のきく資金をどのように

獲得していくかに繋がります。大事なのはこのサイクルが、利

潤追求のためではなく、教育を通じた人材育成のより一層の

充実や、知の地平の拡張など、さらなる果実を生みだすためで

ある、ということです。

　既にお話ししましたように、研究や人材の多様性は東京大

学の資産であり、その基盤を活性化させる「対話」は可能性の

源泉です。そのためのリソースを充実させる上でもエクイティの

獲得が必要です。大学のプロジェクトにおける資金の在り方に

は短期的なものもありますが、大学が基本的に果たすべき役

割に知の地平の拡張や、継続的な人材育成があることを考え

ると、中長期的な視野をもって理財（ファイナンス）を考える必

要があります。

　国の財政制度はいまなお単年度予算が基本です。競争的

資金などの科学研究費助成事業でも数年単位の見通ししか

ありません。一般に国の予算は、その申請から実際に現場に

支給されるまでに1年半程度の時間が必要であることから、機

動的な対応も難しいのが現状です。またほとんどの公的資金

は使途が限定されています。こうした妨げを乗りこえて研究を

進めていくには、大学として自由裁量のきく資金、あらかじめ使

途が限定されていない、まさにエクイティとしてのリソースを充

実させることが重要になります。

──機動性が大学の学問や経営においても、重要になるので

しょうか。

　たとえば、英オックスフォード大学とアストラゼネカが共同開

発した新型コロナウイルスワクチンが、世界で初めて承認され

たのは2020年12月でした。これまで、新しい感染症のワクチ

ンの開発や実用化には数年におよぶ長い時間と、数百億円

の莫大な資金が必要とされてきました。そうしたなかで、1年未

満のごく短期間のうちに実用化にまでたどり着いたのは、なに

よりも既に集めていた7,000億円以上の大学基金がオックス

フォード大学の機動的な意思決定を可能にしたからだ、と聞い

ています。今の国立大学法人のように、国に概算要求をして1

年後に予算措置では間に合いません。

　大学とアストラゼネカとで、パンデミックが終わるまでワクチ

ンを原価で供給する内容の取り決めがなされたことも重要で

す。オックスフォード大学と製薬企業としてのアストラゼネカが、

それぞれの役割を果たしつつ、機動的・有機的に連携して、開

発から臨床試験、大量生産、世界への供給などを支えるコア・

ファシリティを構築することができたわけです。まさに人類が直

面する課題に対してひとつの解を見出す役割を企業と大学と

の連携が果たした好例であり、大学が社会的共通資本そのも
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ご質問の「市場」そのものの理解が、社会においても、また大

学においても、大きく変わってきたと考えています。

　かつて国立大学の法人化は「民営化」「市場化」として議論

され、組織形態の問題以上に「利潤」や「市場価値」などの強

いイメージが、仕組みの理解や新たなあり方の構想に偏りを生

みだしていました。ところが、その当時と比較しても、現在の市

場メカニズムは単純な需要と供給の図式だけではとらえきれな

い、時間的にも空間的にもじつに複雑で拡大したルールのな

かで、多くの人たちが参加するゲームのようなものと理解され

ています。

　教育・医療などのような領域で起こっている問題を、政府

などの公共的な主体が決めたルールだけで解決しようとして

も、むずかしいでしょう。気候危機はさらに大きくグローバルな

問題なので、多くの行為主体が関わり会う経済原理を深く掘

り下げ、市場の中でどう転換を生みだしていくのかが問題解

決に向けた大きなイシューになっています。そうした流れの中で

GX（グリーントランスフォーメーション）やDX（デジタルトランス

フォーメーション）などに対する大学の活動を捉え直すと、既存

の大学の枠組の中だけで活動をするのではなく、むしろ市場の

拡がりに私たちの大学が一歩踏み出して、その中でしっかり社

会を支えていく活動を展開していくことが必要ではないかと考

えています。

　東京大学は、これまで2度に渡ってソーシャルボンドとして大

学債を発行してきています。2020年12月には1号債、そして

2021年12月には2号債への投資を募集し、それぞれ200億円

と100億円の資金調達を行いました。いわゆるプロジェクトファ

イナンス型ではない、コーポレートファイナンス型の大学債の

発行を行った国立大学は東京大学が初めてでしたが、その後、

大阪大学、東京工業大学、さらには筑波大学などもサステイナ

ビリティボンド・フレームワークに基づく債券を発行するに至って

おり、ソーシャルボンド関連の市場において大学が発行する債

券は一定程度、受け入れられたのではないかと思います。

──市場での企業評価も人材のスキルや技術・ノウハウ、気

候変動への取組といった、貨幣価値では捉えられない、見え

ない資産が評価されるようになりました。

　それも、市場の変化の一つのあらわれだと思います。東京

大学はバランスシート（貸借対照表・財政状態計算書）上の総

資産の8割は土地や建物が占めていますが、実態は無形資産

の割合がたいへんに多い組織です。しかも企業に比べ、その

無形資産の幅は広く、高い公共性を持つと同時に、まさに「学

知」という価値創造の源泉となっています。人的資本の価値、

知的資本の価値、国内外に広がるネットワークの価値、これら

の価値はなかなか貨幣であらわせる金額に換算できるものでは

ありません。

　大学が発行する債券が市場に受け入れられ、広がりつつあ

ることは、こうした目に見えない「学知」に関わる価値について

も一定程度、市場から認知されてきていると考えて良いのかも

しれません。一方で、大学としては従来にも増して、そうした価

値をより広く理解していただくための努力をさらに拡大していく

必要があるとも感じています。

　企業が行う投資は、自社の売り上げに反映され、利益を形作

り、最終的には自社の資本に反映されます。一方、大学が行う

投資は、学知の増進に反映され、人材育成を通じて大学以外

をも含む人間資本・社会関係資本を豊かなものにします。企業

と大学の投資には大きな違いがあるようにも見えます。しかしな

がら、そうした活動を通じて得られた支持・支援が、大きな循環を

経て寄附金や産学連携収入などに姿を変え、一部にせよ大学

に戻ってきます。戻ってきた収入は金額として大学の利益を直

接的に形作るのではなく、未来に向けた大学独自基金に組み

入れられ、次の人材育成や研究へと繋がっていく。そのような新

しい資金の好循環を創っていきたいのです。「世界の公共性に

奉仕する大学」ならではの自律的で創造的な大学モデルです。

　東京大学は、これまで、貨幣価値では測りきれない「学知」や

「人材」という資本を生みだしてきたのであり、これからもその

営みを続け、さらに拡大していきたいと考えています。単純なバ

ランスシートの金額には換算できない私たちの資産の価値を

説明し、大学の存在意義を少しでも知っていただきたいと思い、

この統合報告書を作りました。

　ぜひ手にとって、ご一読いただきたいと思います。

藤井 輝夫（FUJII Teruo）

1993年東京大学大学院工学系研究科博士課程修了・博士（工学）、同
生産技術研究所や理化学研究所での勤務を経て、2007年東京大学生
産技術研究所教授、2015年同所長。2018年東京大学大学執行役・副
学長、2019年同理事・副学長（財務、社会連携・産学官協創担当）を務
め、2021年より同総長に就任。専門分野は応用マイクロ流体システム、
海中工学。

のであることを示すものだと思います。

　機動性の追求だけではありませんが、「UTokyo Compass」

では先行投資財源を確保し、より高い自由度を持った経営判

断のもとで活用していくため1,000億円程度の独自基金を創出

することを中期的な目標として掲げています。国立大学法人の

現行法制度では不可能なため、国に積極的な規制緩和を働き

かけているところです。この重要性を学外の皆さんに理解いた

だき、いただいたサポートには私たちの努力でしっかり応えていく。

そうした循環をつくっていきたいと考えています。

無形の価値が生み出す好循環

──東京大学はソーシャルボンドの市場をどう捉えていますか。

　ソーシャルボンドは、社会貢献債とも訳されていて、公共的・

社会的な課題に取り組むプロジェクトの資金を市場から調達

するものです。社会的責任をその企業の経営課題や戦略に

組み込むようになった近年、たいへん注目されています。私は
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大学 社会

東京大学の未来社会創造モデル

豊かで希望ある
未来社会へ

自律的で創造的な経営力

多様な資金調達 新たなガバナンス体制

活動※1

多様な時間軸での循環※2

市民との対話

創造する価値

世界に資する
多様で豊かな学知

専門の理知と
教養を備えた市民

世界の誰もが
来たくなる大学

社会に与える影響
～新しいパラダイムの提案～

世界の知の
多様性への貢献

複雑な地球規模の
課題の解決

人間社会の
新しいあり方の提案

経営資源
学問的蓄積と

真理への探究心

歴史

東アジア初の
近代的な大学

学知

学術論文、蔵書、
保有特許、総合知

人

学生・教職員、卒業生

場

キャンパス空間、
サイバー空間、産学協創、
寄付講座、地域連携、
ベンチャーエコシステム、

同窓会組織

信頼の創出と大学の機能拡張

大学
人との対話

知を
きわめる

人を
はぐくむ

場を
つくる
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0-1  「自律的で創造的な大学モデル」の

構築

0-2 持続可能な組織体としての経営

戦略の創出と大学の機能拡張

0-3 大学が果たす役割についての支

持と共感の増進

1-1 地球規模の課題解決への取組

1-2 多様な学術の振興

1-3 卓越した学知の構築

1-4 産学協創による価値創造

1-5 責任ある研究

2-1 包摂性への感受性と創造的な対

話力をはぐくむ教育

2-2 国際感覚をはぐくむ教育

2-3 学部教育:専門性に加えて幅広い教

養と高い倫理性を有する人材の育成

2-4 大学院教育:高い専門性と実践力

を備え次世代の課題に取り組む

人材の育成

2-5 若手研究者の育成

2-6 高度な専門性と創造性を有する職

員の育成

2-7 大学と社会をつなぐ双方向リカレン

ト教育の実施

3-1 安心して活動でき世界の誰もが来

たくなるキャンパス

3-2 教育研究活動の支援

3-3 サイバー空間に広がるキャンパス

3-4 社会への場の広がり

3-5 国際的な場の広がり

※1 「UTokyo Compass」20の目標 「東京大学の未来社会創造モデル」について

※2 「世界の公共性に奉仕する大学」として東京大学が持つ時間軸

　東京大学が何を「パーパス（存在意義）」にし、社会との関

係においてどのようなプロセスを経て、価値を生み出そうとして

いるのかを表した図です。全ての要素が関連し合い、短期、中

長期、超長期と多様な時間軸（左頁※2）のもと循環します。

以下4つの要素から成り立っています。それぞれの要素の関

係性も含めて解説します。

❶経営資源（具体的事例を28-33頁にて紹介）

「歴史」「学知」「人」「場」の4つのカテゴリーで整理される

経営資源は、東京大学の価値創出のための原動力です。

背景には、「学問的蓄積」と「真理への探究心」があります。

❷活動（具体的事例を56-89頁にて報告）

「UTokyo Compass」（左頁※1）の多元的な3つの視点

「知をきわめる」「人をはぐくむ」「場をつくる」による活動を通

して、価値を生み出します。活動において、東京大学は学

内構成員との、そして社会との「対話」を重視します。

❸社会へのインパクト（具体的事例を56-89頁にて報告）

大学が行う取組は、大学以外の社会・関係資本にインパク

トを与えます。東京大学の「パーパス（存在意義）」部分で

す。豊かで希望ある未来社会の実現に向けて、知の多様

性への貢献や複雑な地球規模の課題の解決以外にも、社

会の行動変容を促す提案を行います。

❹自律的で創造的な経営力（具体的事例を24-27頁、50-55

頁にて紹介）

 「世界の公共性に奉仕する大学」として、価値を生み出し、社

会に共感していただいたうえで、支援をいただき、また社会に返

していく。そのような好循環を支えるための基盤です。この大

きなサイクルは、短期、中長期、超長期と多様な時間軸（左頁

※2）で出現します。東京大学の「ゴーイングコンサーン（存続

能力）」部分です。

　東京大学の全体像を表す一枚ではあるものの、視点を変え

てみると、その中には複数のレイヤー（階層）が内在しています。

　例えば、この図では学生を経営資源として紹介しています。

これは、例えば、「オンキャンパスジョブ制度」のような、学生の

高度な知識や技能・技術を活用し大学運営に資する場合など

を想定しています。一方で、大学は教育機関として学生に教

育を施し、有為な人材を輩出します。この場合の学生は経営

資源ではなく、創造する価値と言えます。また、本来、学術は

知的好奇心の積み重ねであり、必ずしも社会的期待に応える

ために行われている研究ばかりではありません。

　さらに東京大学は、国立大学法人であるがゆえに、国の高

等教育政策を体現する役割と、社会との対話を通じて、大学

自身が機能を拡張していくための活動と二つの役割を果たす

ことが求められています（左頁※2）。企業と異なり、一枚のモ

デル図で大学の全てを表すことは困難なのです。

　56頁以降の成果報告では、この実態を表すため、「基盤」

「機能拡張」どちらの活動かが分かるよう各頁にインデックス

をつけております。

1

2

3

4

自律的で創造的な大学活動の

ための経営力の確立

Perspective 2

人をはぐくむ

Perspective 3

場をつくる

Perspective 1 

知をきわめる

国から負託された従来の役割を果たす活動＝基盤部分

社会との対話を通じて、大学自身が機能を拡張していくための活動＝機能拡張部分

● 高等教育の機会均等
  （卓越した大学教育・大学院教育、学位授与）

● 産学協創
● スタートアップ支援

● 学術研究の振興

● リカレント教育
● 日本全体の研究力強化、社会変革

● 国として維持すべき学術文化の発展
● 大規模基礎研究の実施

超長期
（概ね40年程度～）

中長期
（概ね40年程度）

短期
（概ね10年程度）

 　   https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/about/president/utokyo-compass.html

2120

Ⅰ  

総
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

Ⅱ  

未
来
社
会
創
造
を
加
速
す
る
戦
略

Ⅲ  

成
果
報
告

IR-Cubed IMPACT REPORT × INSTITUTIONAL RESEARCH × INVESTOR RELATIONS

https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/about/president/utokyo-compass.html


成長する公共セクターモデルの実現に向けて
社会からの期待に応えて機能を拡張しつつ、生み出している社会的価値を増大させていく。

日本の公共セクターの中でいまだ実現されていない、新しい成長モデルの構築を私たちは目指しています。

無から有を生み出すことは大学の得意とするところ。

世界の公共性に奉仕するため、

自律的で創造的な大学活動の基盤となる

経営力の確立に向けて走り続ける、私たちの成長戦略を紹介します。

Ⅱ 未来社会創造を加速する戦略



ハーバード

イェール

スタンフォード

プリンストン

MIT

ケンブリッジ

オックスフォード

東京大学

7.7兆円

6.1兆円

5.5兆円

5.4兆円

4.0兆円

3,500億円

2,600億円

110億円

図1  各大学基金規模

※海外大学については各大学WEBサイトより2021年の数値を円換算したもの
※1米国ドル=145円、1ポンド=170円にて計算

大学の経営に必要な「経営力」とは何か。私たちはそれを、「必要な方策を、大学自身が自らデザインし、実現していく力」と

定義し、その力を伸ばすことで、新たな「知／人／場」という資源を生み出し、さらに学術のもつ価値を高めていくことを宣言

しています。但し、その実現には大きく二つの要素が不可欠です。一つは、大学特有の時間的多様性にも堪えうるファイナ

ンスの仕組み。そしてもう一つが、大学が保有する知的アセットの適切な価値付けです。

「フロー」と「ストック」にまたがる統合型経営

　東京大学名誉教授である故宇沢弘文先生は、著書『社会

的共通資本』で大学を「他の実利的、実用的な目的からまっ

たく独立して、知識の探求のみを行う場」と記されました。この、

直接収益を生まない事業体であるはずの大学が、自律的で創

造的な大学活動の基盤となる経営モデルを作ろうとしたとき、

圧倒的に不足しているのは、自由度のある資金と、それを自由

な時間軸をもって組織内に確保できる仕組みです。

　国立大学法人の運営費交付金は、学生納付金収入、病

院収入等大学の自己収入の補填財源として、毎年国から措

置されます。2004年の法人化当初から、原則、その年に必要

な資金を必要な分だけ、国に予算として要求するため、常に

収支均衡。損益計算上も損益均衡※1が求められます。多少

はみ出した利益（収支差）は、文部科学大臣と財務大臣によ

る経営努力認定後、翌年に目的積立金として繰り越し、国が

認可した6年間の中期計画に沿ってのみ使用が認められます。

中期目標期間最終年度で残があれば国庫返納の対象にもな

りえます。これは、先行して法人化した独立行政法人が、法人

化前の公的部門にあった「年度末の予算の無駄遣い問題」

を背景に、経費の節減、収入の増加を奨励し、結果としての

予算残を翌年度への繰り越しを可能にするために構築した仕

組みを国立大学にも準用したことによります。会計制度に複

式簿記や発生主義を取り入れているとは言え、あくまで国の予

算制度上で成り立つ仕組みのため、単年度に偏った財務経

営とならざるを得ません。

　一方で大学は、大小様々な時間スケールと多角的視点を

持つ学術が共存し、脈 と々受け継がれ、展開されていく場です。

生み出される成果、社会的価値の発現の時間軸も多様なだ

けでなく曖昧で、決して6年間という一律の枠の中で収まるも

のではありません。現在の枠組みの中では唯一大学に裁量権

のある寄附金収入を収益計上せずに、会計上負債に計上す

ることで、年度を超えた資金の確保を可能にし、事業の継続

性を担保しています。東京大学の寄附金の長期運用額は現

在440億円。うち東京大学基金の残高に相当する110億円を

長期的な期待リターン3.5%での高度化ポートフォリオ運用を

しており、全体の運用益としては平均で年間6億円程度を想

定しています。が、海外大学のEndowment（大学基金）と比

較すると（図1）、まだまだ規模は小さく、経営力強化のための

投資財源にはなりきれていないのが現状です。

　そこで、東京大学では、大学の機能拡張をはかり、成長を支

える財務経営手法として、以下4つの性質を備えた大学独自

基金（法定基金）の創設を目指し、昨年度より国に法改正を働

きかけてきました（図2）。

1. 民間由来の資金に限定した収益を計画的に留保する

2. 留保した資金の運用益及び元本を、短期・中期・長期の視点

で、大学の社会的価値を高める投資に計画的に活用する

01. 財務経営改革

3. 民間から大学への投資の流れを拡大するため、これらの資

金を会計上、自己資本として整理し、可視化する

4. 大学の自律的な判断で基金へ機動的に組み入れる

　国も、東京大学の提案を受けて、経営的・財政的自律性を

高める観点から、国立大学法人法の改正も視野に、大学独自

基金への積立てを可能とする仕組みの検討を進めています。

　東京大学は、この仕組みにより、時間的多様性が担保さ

れた投資判断が可能になり、単年度に偏った財務経営から

中長期的な視野に基づく財務経営へと、転換することがで

きます。

　現在、運用型のモデルとして、「UTokyo  Endowed 

Professorships」や「UTokyo Endowed Students」の具

体化に向けた検討を進めています。国内外の世界トップレベ

ルの研究者や博士課程学生を惹きつけるために、世界的にも

遜色ない給与待遇で雇用する、また奨学費を支払う制度です

が、大学独自基金（法定基金）の活用により、長期にわたり継

続性を担保することが可能になります。また一方で、ウクライ

ナ侵攻を受けた学生・研究者の特別受入れプログラム（2週間

の準備期間で立ち上げ、4月に早速受入を開始）のような、素

早い経営判断が必要な活動にも、遺憾なくその効果を発揮す

ることもできます。

　大学が公共を担う組織としての役割を果たし、機能拡張し

続けるためにも、一定規模の自由裁量のある資金を持つこと

は、非常に重要なのです。

値決めは経営

　この大学独自基金（法定基金）の創設を前提に、東京大学

では、多様な手段を用いて、大学が持つ知的アセットを価値化

（≒収益化）し、機能拡張に向けた資金循環サイクルを回し

ていくことを目指しています。

　東京大学は、これまで、税財源による財政支援が厳しい状

況下でも、法人化当初と比べ、経常収益額は年平均2%の成

長率を維持しています。長年、産学連携収入や寄附金収入、

その他の自己収入等、多様な財源獲得に力を入れてきた結果

です。とはいえ、その成長が新たなチャレンジに向けた、先行

投資財源の確保に結びついていません。

　その要因の一つに、大学が提供するサービスの対価が、必

要経費（コスト）の積み上げに留まっており、大学の利益貢献

にまで及んでいないという実態があります。サービスや知を社

会全体がどのように価値付けするかの原則がない中で、一つ

のプロセスとして、まずは必要経費（コスト）を大学の代わりに

負担いただく、という考え方も妥当ではあります。が、それだけ

では、運営体から脱却できず、機能拡張に向けた資金循環サ

図2  東京大学が目指す新しい経営サイクル

1

費用（活動経費）

収益

費用

財政状態計算書 財務業績計算書

社会・経済

投
資

投資

積立

資金の流れ　     　     投資が与えるインパクト

投資が生むインパクトのほと
んどは、大学以外の「社会
関係資本」に影響を及ぼす

社会的インパクトを生み出す事業体として
規模を拡大し生産性を上げる

投資が与えるインパクトの一
部は、産学連携収入や寄附
金収入に影響を及ぼす

収益（活動財源）

法定基金（仮称）

純資産

    好循環サイクルの創出に向けた財務経営改革
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を拡大し、学知をもって成長していく姿をお示しします。そして

必ずや、豊かで持続可能な未来社会をみなさまとともに創り上

げていくことを、ここに宣言いたします。

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

過去の成長（2％）を上回る成長を

2004 2021 2048
病院収益を除く経常収益額でシミュレーション

年平均2％成長

イクルは永遠に回りません。「値決めは経営」とは先日亡くなら

れたカリスマ経営者の言葉ですが、東京大学が、運営体から

経営体へとシフトするのであれば、「公共を担う組織」として相

応しい「値決め」があるはず。その鍵となる知的アセットの適正

な価値付けへの取組事例を二つご紹介します。

　まずは、産学協創と呼ぶ企業との組織間連携です。2016

年から東京大学で始まったこの取組は、大学と企業のトップ同

士が、未来ビジョンを共有し、ともに問いを立てるところから始

まります。従来の企業内の課題解決に基づく部分的な連携で

はなく、起業支援から人材育成まで包括した大型連携のため、

双方の対話により契約額を合意します（総額方式）。例えば、

「空気の価値化」を軸にしたダイキン工業株式会社（2018年

11月）や、「100年後の地球にできること」を軸にした株式会社

クボタとの連携（2021年12月）は、ともに10年間で総額100

億円です。現在、10件の協創事業が進行しており、こうした組

織同士の連携は、米国IBM（量子）や台湾TSMC社（先端半

導体）との連携を核とするゲートウェイ構想等、国境を越えて

海外の重要企業にまで広がっています※2。

　もう一つの取組は、社会人向けの人材育成プログラム「東

京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラム（東大EMP）」

です。本学選りすぐりの教員を中心とした100名以上の講師

陣による分野横断的な講義を中心としたプログラムは、最先

端の研究成果を取り入れ、智慧や教養を身に付ける場として

2008年に創設され、今秋、修了生は603名になりました（詳細

は89頁参照）。週2日、半年間にわたるプログラムの受講料は

およそ600万円。なかなかのエグゼクティブな価格ではあります

が、修了後も続く教員へのアクセス権、産学官民ともに学び

続けられる場、高いポテンシャルを持つ修了生ネットワーク等

に対し、「結果として格安」との声も多く聞かれます。まさに、東

京大学そのものが持つ価値（知／人／場／ネットワーク）に対

する正しい「値決め」です。リカレント教育プログラムは、大学

と受講生、双方向の学びの場でもあります。東大EMPでは組

織の幹部として幅広く活躍する修了生も多いため、その知見

を生かし、例えば、経営協議会の学外委員として、大学経営

における社会との橋渡し的役割を果たす修了生もいます。

　このように、大学の教育・研究活動が、知的アセットへの適

切な価値付けに支えられることで、資金の好循環を促すだけで

なく、次なる創造的な活動へと繋がっていくのです。

公共財を支える「種」資金

　私たちは、今後の25年において過去の成長（2%）を上回る

ことを目指しています（図3）。そのためには、毎年かなりの収益

増が必要になります。前述した産学協創やリカレント教育の拡

大・強化はもちろんのこと、大学関連スタートアップ企業への

投資の投資ポートフォリオの多様化、本学150周年記念事業

に向けてのファンドレイジング等、新たな収益獲得に向けた施

策の実現が急がれます。

　大学関連スタートアップ企業への支援・育成活動は2004年

の法人化から積極的に進めてきましたが、社会課題解決を目

指して、スタートアップを創業したい、活動に加わりたいと起業

家教育プログラムに参加する学生や若い研究者もどんどん増

えています。現在、年間30-40社ほどの大学関連スタートアッ

プが生み出されており、2030年までに累積で700社創出するこ

とを目指しています。その支援強化のため、今、新たなファンド

の設立に向けて、検討を始めました。これまでも東京大学では

投資事業会社（東京大学協創プラットフォーム開発株式会社）

を通じて2つのファンドを運用し、東大スタートアップエコシステ

ムの形成に一定程度の成果を得ています。1号ファンドは、ファ

ンドオブファンズ（間接投資）や民間VCとの協調投資を特徴と

し、2号ファンドは、大企業とのカーブアウトベンチャー創出を目

指しました。ともに民間からの投資誘発効果は大きく※3、大学関

連スタートアップの資金調達の幅が広がっています。

　新たな3号ファンドの切り口はグローバル。卒業生が海外で

起業するときの道先案内役としての機能はもちろんのこと、有

望な投資案件によるリターンも含めて、海外投資家との連携

を視野に、600億円規模のファンドの設立を検討しています。

　東京大学では、こうした増収策により自己資本を拡大させ、

借入金や大学債などのデット型資金と組み合わせて戦略的に

教育、研究活動へ先行投資を行います。そして、学問の幅を

広げ、社会的な役割を大きく果たせるよう成長させ、得られる

支持・支援で次なる再投資に繋げていく…そのような好循環

の成長モデルを目指します。

　日本では、こうした成長のメカニズムを内包した公的機関で、

経済活動をも行う組織はまだ例がありません。ですが、SDGs

やESG投資など、社会全体の資金の流れが、経済的利益よ

りも公共的なものへの価値付けへと移行していくなかで、アメ

リカの「パブリック・ベネフィット・コーポレーション（PBC）」※4の

ような社会的な課題解決を事業目的とする新たな会社形態

に対し関心が高まっています。株式会社であるにもかかわらず、

株主のための短期的な利益だけに目を向けず、公益重視で、

社会に貢献することで長期的にも株主に報いると、投資家か

ら評価され、上場している企業が米国にもあるようです。

　大学への投資も同じです。56頁以降の成果報告で一部お

示ししているように、大学は、多様なスケールの時間軸の上に、

新たな知が生まれ、価値が創造されます。短期的で直接的な

リターンはお約束できませんが、世界の公共性に奉仕する大

学として、例えば、地球規模の課題解決への貢献という形で、

長期的に間接的な恩恵をみなさまへもたらします。したがって、

みなさまから様々な形で投資いただくお金は、いわば、東京大

学を育て、公益目的事業を支える「種」となる資金といえます。

東京大学は、これら「種」資金を元手に創り出す社会的価値

※1 2020年12月、「国立大学法人の戦略的経営実現に向けた検討会
議」において、現行の国立大学法人会計基準及びそれに基づいた
財務諸表は、多様なステークホルダーへの説明責任を果たすための
道具としては分かりにくいとの意見があり、2022事業年度より損益
均衡を図る会計処理の見直しがはかられた。

※2 産学協創事業の詳細については以下をご覧ください。
 https://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/ucr.html

※3 1号ファンド ： 協調投資先27社、投資実行額92.1億円、誘発された
民間投融資額539億円

 2号ファンド ： 投資先20社、投資実行額43.5億円、誘発された民間
投融資額132億円（2022年3月末時点）

※4 米国の企業形態の一つ。経済的利益だけでなく、社会や環境など
公共の利益を生み出す企業に適応される法人格。2010年のメリー
ランド州での法制化を皮切りに、40近い州で立法化されている。

図3  成長の中長期シミュレーション（イメージ）
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明の発掘や研究成果・知的財産の適切な保護・活用への意

識醸成に取り組んでいます。

　昨今では国立研究開発法人が募集する競争的資金に関し

ても、研究費の申請段階から成果の活用を見据える知的財

産戦略が求められるケースも多く、いまや大学の教職員にとっ

て知財関連知識の習得は必須です。東京大学では、2017年

度より毎年、特許制度の概要から具体的な手続きまで、そして

研究活動への影響などを講義内容とした「発明の届出・特許

出願に関するセミナー」を東京大学TLOと共催で実施していま

す。参加者は知財に対する関心の高まりとともに年々増加し

ており、2021年度には、学内の理系・文系32部局から161名

もの教職員の参加がありました（図3）。今後は、様々な分野で

卓越した研究を実施している総合大学としての強みを生かし、

新たな知財の創出に取り組むとともに、公正な工業・商業・農

業等の成立など社会全体に寄与するために知的財産権の保

護も進めていきます。

知的財産 IRの実施

　昨年6月、上場企業が守るべき企業統治の行動規範「コー

ポレートガバナンスコード」が改訂され、初めて知的財産に関

わる項目が盛り込まれました。人的資本や知的財産への投資

について分かりやすく具体的に情報を開示し、提供することが

義務化されたのです。背景には、グローバル競争のもと、企業

のイノベーションの源泉となる「知財・無形資産」が、経営資源

として重要度を増している現状があります。

　東京大学は、運営体からの脱皮をはかり、長い歴史の中で

育んできた多様で卓越した知を十二分に活かして、自律的で

創造的な大学活動の基盤となる経営力を確立することを目指

しています。であるならば、大学の無形資産としての知的財産

の情報を開示し、提供することは、企業に劣らず重要です。そこ

で、「UTokyo Compass」では、「経営に資する知的財産ポート

フォリオの構築による知的財産IRの実施」を計画に掲げていま

す。まずは、学内の知的財産活動を見える化しようと、このた

び、『東京大学知的財産報告書

2022』を作成しました。企業におけ

る知的財産に係る情報開示の流れ

を受けたこのような

取組は、国内大学

としては初めてです。

是非ご活用ください。

　東京大学が世界の公共性

に奉仕する。その方策は、世

界の知の多様性への貢献、地

球規模の課題解決、人類社

会の新しい在り方の提案など

様々で、研究成果の普及や社

会実装は、これらに至る具体

的なアプローチの一つです。例

えば、民間企業が大学の研究

成果を活用し、新たな商品やサービスとして販売する。企業の

努力で大学の基礎的な技術が実用化に耐えうるレベルまで発

展・進化し、そのことで、より多くの人たちのWell-beingに資す

ることができます。

　研究成果を論文発表するだけで、その研究成果が誰でも利

用可能になりえます。公共財として誰でも利用可能にすること

がよいように見えますが、それは研究成果の実用化に向けた

投資を行う企業側にはリスクになります。大学が、知的財産権

としてしっかりと確保、管理することで、企業活動を通して研究

成果の活用が促進され、公共性への奉仕も実現できるのです。

特許権はその知的財産権のうち、重要なものの一つです。

　東京大学は7,300件もの特許権（特許を受ける権利も含

む）を有し（図1）、その規模は国内大学ではトップクラスを誇

ります。もちろん、特許は使っていただいてこそ価値を発揮し

ます。東京大学では株式会社東京大学TLOをはじめ本学関
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図3  「発明セミナー」参加者数 https://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/ip/2022IR.html

    経営資源の拡充に向けた戦略
営利企業に比べ、大学は見えない資産の割合が非常に多い組織です。2027年に創設150周年を迎える東京大学がもつ

無形資産の幅は広く、高い公共性を持ち、社会的価値を生み出す源泉となりえます。その実態を顕在化し、いかに自律的

で創造的な大学活動を加速させる原動力に変え、適切な評価につなげるか。知、人、場の3つの視点から、その取組を紹

介します。

2

PERSPECTIVE 1

知
KNOWLEDGE

01. 財務経営改革
連技術移転機関と連携し、発明元である研究室から社会実

装の現場まで一貫して手厚くサポートすることで、多くの特許

権の実施許諾を実現しています。その数は年々増加しており、

2021年度は4,212件。新規の実施許諾件数は382件と過去

10年間で最高を記録しました。

　東京大学が、単独で保有する特許の活用先は、6割弱が

スタートアップ企業です。2022年3月までに東大関連スタート

アップ企業は478社設立され、そのうち本学の特許をはじめ

とした知的財産を活用したスタートアップ企業は全部で132社

（図2）。その中には上場済みの企業もあり、経済的にも大き

なインパクトを生み出しています。

更なる知財の創出にむけた取組

　東京大学では、更なる知財の創出と研究成果の社会実装

に向け、2019年度より経済産業省特許庁による「知財戦略

デザイナー派遣事業」を活用し、民間企業の知財部での豊富

な経験をもつ知財戦略デザイナーを工学系研究科・工学部で

受け入れ、知財活動の活性化を図ってきました。2022年度か

らは、最先端のゲノム編集やAIを活用した品種設計など、気

候変動問題や人口増問題など世界規模の課題解決に繋が

る基盤的研究に強みを持っている農学生命科学研究科・農

学部においても知財戦略デザイナーの受け入れを開始し、発

図1  東京大学の特許ポートフォリオ 図2  東大関連スタートアップ数（累計）
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　大学の研究力、生産力の向

上に必須要素である人材。東

京大学は優秀な研究人材の

確保はできていても、十分な事

務組織の機能に課題がありま

す。大学の機能拡張推進には、

事務組織の高度化、最適化

は欠かせません。そこで、事務

職員の価値の最大化に向けて、

現状の課題と克服するための戦略を、本学事務組織のトップ

で、人事労務担当の今泉柔剛理事に伺いました。

──本学職員の人事制度・育成・雇用に対する方向性をどう

考えていますか。

　大学の価値は知の創造と伝承にありますが、その活動を行

うのは人であり、その人の活動を支えるものが人事・雇用制度

であると考えております。そこでは、組織の発展のために個人

が犠牲になる形では持続可能性がないですし、その逆もまた

組織の発展に繋がりません。「限られたリソースである」という

前提の中で、組織にとってもWINであり個人にとってもWIN

である、そういう両者Win-Winの「最大値」を図っていくことで、

組織の目的達成に向けた取組みが継続的かつ安定的に実施

されつつ、職員が幸福感とやりがいを感じることができるような

形になり、それが「誰もが来たくなる大学」に繋がると考えてい

ます。

PERSPECTIVE 2

人
PEOPLE

ら本部事務組織で先行実施した20%エフォート（※）は、まだ試

行段階ですが、将来的には「学内兼業」のような形にしていき

たいと思います。そうすることで、2年や3年のスパンで職員は部

署を異動しますが、前部署で培ったスキルや人脈がその異動に

よって失われるのではなく、引き続き活かせるような形にすること

で、全体のスキルストックの減少を防止したいと考えています。

　4点目は、業務改革です。人手不足はそう簡単には解消で

きず、時間もかかりますが、それを待ってはいられません。この

点、業務の「DX」を進めることで、なるべくルーティンワーク・リ

ピート業務は自動化し、空いた時間をより創造的な業務に振

り分けられるようにしたいと考えています。その際、業務DXの

重要な点は、トップダウンではなく、現場の職員が自分の発意

で変えられるよう、デジタルツールはできるだけシンプルかつ分

かりやすくし、「草の根開発」できるようにしたいと考えています。

その積み上げが、本当の意味で職員のマインドを変えることに

繋がり、大学全体の業務の効率化に繋がると考えています。

──職員一人一人に求めたい事は何ですか。

　今年3月の卒業式で、藤井総長は「大きな仕事は一人で

はできない」と学生たちに伝えました。本学の仕事は、世界を

視野にその公共性にどう貢献できるかという、大きな仕事で

す。一人ではできないどころか、世代を超えて実現していくべき

ものもあり、そのような形で初めて達成できるスケールのもので

す。今は目に見えなくても、東京大学で働くことが、100年後、

200年後の未来において、少しでも良い成果を生むのであれ

ば、今、東京大学で働いているその時間はとても有効で、より

良い未来に貢献していることになります。そのような、本学で働

くことの意義を是非感じ取って仕事をしてもらいたいと思いま

す。そうすれば、東京大学が、構成員とともに、持続可能な形

で「世界の公共性へ奉仕する」大学に向けて着実に進んでい

けるのではないか、そう思っています。

※職員が自ら所定勤務時間の一部（20%まで）を活用し、所属部署における業務以外の本
学の横断的な業務に関する企画立案や実施に従事することを可能とし、その成果を学内に
還元させる仕組み。

織の発展に貢献する中で仕事へのやりがいを感じることがで

きるようなスペシャリスト集団にする必要があると考えています。

──課題解決に向けて取り組んでいることを教えてください。

　大きく二つあります。

　一つは、国と一緒に国立大学法人法の仕組みを変えていく

努力です。藤井総長のもとで目指している新しい大学モデル

は、東京大学憲章に掲げる「世界の公共性に奉仕する大学」

の実行に向けた取組ですが、現行の国立大学法人法の仕組

みの中ではどうしても限界があります。世界の公共性に奉仕す

るには、6年の中期目標・中期計画を単年度予算の積み重ね

で実行するという短期的な視点と仕組みだけでは困難で、10

年から30年スパンの長期的かつ世界的な視野から戦略を練

る必要があります。そこでは、短期的に「運営」を考えていく仕

組みから、数十年スパンの長期的かつ世界的な視野で様々な

ステークホルダーとの「対話」を通じて「経営」をしていく仕組

みに転換しなければなりません。そのためには、国立大学法人

法の枠を越えた仕組み作りへの提案が必要です。そのように、

大学サイドから提案して、国と対話しながら作りあげていくもの

の中に人事制度の課題も含まれます。

　もう一つは、大学の中でできる仕組みの見直しで、この点は

次の4点があります。

　最初の点は、将来を見越した採用計画のもとで、歪な年齢

構成の是正を図ることで、これにより、将来の大量退職期の

事務局機能の低下の防止策を講じております。

　2点目は、シニア職員の活用です。現在の人手不足と将来

のスキルストックのロスを縮小するために、「新規採用」・「中

途採用」・「シニア職員の活用」の選択肢を考える時、特にシ

ニア職員の活用が重要であると私は考えています。ただし、そ

のためには、職員のマインドを変える必要があります。60歳を

超えた後でも活躍できるような能力・人脈・経験等は、定年間

際で慌てて身に付けられるものではありません。中堅・若手の

頃から10年から20年かけて培っていくことが必要です。また、

シニア職員を活用することで、若手・中堅の業務遂行を助け、

それにより若手・中堅の業務負荷の軽減を図るとともに、彼

らがその時間をより創造的な業務に振り向け、その中でより

専門性を高めていって、職員の高度化・専門化が図れるような

「正のスパイラル」の仕組み作りを考えています（図参照）。

　3点目は、時間管理の在り方の見直しです。現在、職員は勤

務時間管理をされていますが、「創造的」な働き方には裁量労

働制の方が向いており、将来的には、自分で自律的にエフォー

ト管理ができるようにしたいと思います。その関連で、本年7月か

──課題を教えてください。

　課題は3つあると思っています。一つは、全学的な人手不足

の原因である人件費の財源の問題、2つ目は持続可能性の

観点からみた歪な年齢構成の問題、3つ目は、組織の成長に

合致した事務組織の高度化・専門化です。

　1点目は、現在、全ての幹部職員と部局長等に人事ヒアリ

ングを行っていますが、どこも限られた人的リソースの中で慢

性的な人手不足に陥っています。その原因は人件費で、その

財源には安定財源である運営費交付金に頼らざるを得ません

が、限りがあります。結果的に、特任専門職員など有期雇用

の方々に依存せざるを得ず、持続可能な大学経営とは言えな

い現状にあることが大きな課題です。

　2点目は、本学の職員の年齢構成のピークは50歳前後で、

年齢が下がるほど山が低くなる歪な状態です。将来、このピー

ク層がより高齢化することで、給与単価が上がる分、人件費

は増加し、経営を圧迫しますし、そのピーク層が大量に定年退

職する時、仕事に必要な知恵とスキルの伝承が円滑にできな

いという、スキルストックのロスも生じかねません。

　3点目の組織の成長に合致した事務組織の高度化・専門

化も必須です。これまでは、教員と事務職員の間に主従関係

のようなものが生じがちでしたが、本来、両者は「パートナー関

係」であるべきです。つまり、教員は大学の価値の源泉である

教育と研究のスペシャリストですが、職員もそれを支えるスペ

シャリストであるはずです。今後は、職員の育成・雇用において、

これまでのジェネラリスト養成型から、職員自身が、自分の強み

を見つけ、キャリアを選択し、そのための能力開発を行い、組

シニア職員

専門的業務に従事

職員の

専門性向上

若手・中堅

知識・経験の蓄積

パフォーマンス
向上

若手・中堅

業務負荷軽減

事務職員のキャリアパス構築のイメージ

今泉柔剛 理事
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図1  ドナーピラミッドによるファンドレイジング戦略
「ドナー」は「寄付者・寄贈者」を意味します。潜在的な寄付者から高額な遺贈まで、寄付者の規模と金額をグループに分類して分析する「ドナーピラミッド」は、寄付者との関係構築のために世
界中の非営利団体で取り入れられている分析方法です。東京大学では、寄付者の皆様とのより良い関係の構築のために、この考え方を応用しています。

!

対話を通じて

東京大学への応援者を

増やしていきます。

遺贈

大口寄付者

●大口寄付者
●篤志家の対応

●コミュニケーションにより
　継続的な寄付者へ

●新規寄付者の獲得

●情報発信
●接点創出

複数回の寄付者

（毎月・毎年の）継続寄付者

１回目の寄付者

潜在寄付者

 「UTokyo Compass」（2021

年9月公表）において、大学の

自律的で創造的な教育研究

活動と社会還元の継続のため

に、財政基盤の強化は、重要

な柱と位置付けられています。

東京大学では、東京大学という

「場」を、世界の誰もが集いた

くなるような、より創造的なキャ

ンパスへと発展させていくために、様々なネットワークを活かし、

対話と共感の輪を広げながらファンドレイジング（寄付集め）に

取り組んでいます。

150周年キャンペーン

　2022年10月1日、東京大学創立150周年のロゴが発表さ

れました。同月、創立150周年を起点に次の150年への歩み

を見据えて"UTokyo NEXT150"と名付けた寄付募集キャン

ペーンがスタートしました。

　UTokyo NEXT150は、使途を東京大学に一任するご寄付

を示し、平時は東京大学の財政基盤として蓄積され、その運

用益とともに、基礎研究を含む東京大学の自律的で創造的

な教育研究活動に充てられます。次の150年を見定めた様々

な先行投資や、世界の公共性に奉仕する総合大学としての

貢献などに有効活用するとともに、社会に必要とされる時には、

即時利用可能な財源として東京大学の中核となる基盤的な

基金です。

　東京大学が創立150周年を迎える2027年までに、東京

大学基金における非目的指定寄附金（一任

する）の残高200億円達成をめざし、様々なス

テークホルダーとの対話を通じて、東京大学へ

の賛同と支援を広げる活動を展開していきます。

● 新規寄付者を増やすために、全学のコミュニケーションチー

ムや卒業生関連団体との連携を図り、情報発信のチャンネ

ルや新規接点となる場を増やしています。

● 継続的な寄付者を増やすため、お礼や謝意の表明を迅速

にし、活動報告会やウェブサイト、東京大学基金メールマ

ガジン配信などを通じて寄付の使い道や活動成果を届け

ています。

● コロナ禍以降、財産の一部を寄付する"遺贈"の問合せが

増えていることから、パンフレットを作成し、専門スタッフが即

時対応できるようにしています。

ドナーピラミッドによるファンドレイジング戦略

PERSPECTIVE 3

場
PLACE

パンフレット「東京大学への遺贈」と
東京大学基金のWebサイト
https://utf.u-tokyo.ac.jp/kind

遺贈とは、大学・学校や公益法人など法定
相続人以外  に、自分の遺産や相続した
財産の一部または全部を寄付することです。
東京大学では、遺贈に関する情報をWebサ
イトでもまとめ、寄付者の皆様からのご質問
にお答えしております。

社会と大学をつなぐプロフェッショナル

　ファンドレイジングとは、団体のビジョンや活動を発信し、

様々なステークホルダーと対話を続けることで、賛同者や支援

者を増やし、応援の輪を広げながら社会的資源（資金・情報・

協力・ネットワーク等）を集めることです。東京大学基金には、

通称"ファンドレイザー"と呼ばれる専門スタッフ28名が在籍し、

社会と大学の橋渡し役として活動しています。

　ファンドレイザーは法人寄付、個人寄付、学部・研究者サ

ポートを担当するチームに分かれ役割分担をして寄付集めをす

るほか、ファンドレイザー・事務職員・外部アドバイザーで編成

されるチーム横断型のワーキンググループにも参加し、卒業生

ネットワーク拡大やスポーツの振興、東京大学ニューヨークオ

フィス（UTokyo NY）を通じた海外寄付の受入体制整備など

にも取り組んでいます。

戦略的ファンドレイジングの取組

　東京大学基金では、UTokyo NEXT150（一任する）のほか、

学部・学科の基金、奨学金、キャンパス整備、研究・教育活動、

学生活動など、100以上の支援プロジェクトの寄付を募ってい

ます。2021年度の合計寄付金額はおよそ40億円で、その9

割が支援プロジェクトへの寄付（使途指定）です。

　各支援プロジェクトの資金ニーズに対応しながら、さらに

UTokyo NEXT150（一任する）への寄付額を高めていくため

に、以下をはじめとした戦略的なファンドレイジングの計画策定

と体制づくり、そして学内連携をおこなっています（図1）。

● ファンドレイジング戦略策定のため、情報学環・学際情報

学府の渡邉英徳研究室（58-59頁参照）とIRデータ室と

の合同調査分析チームを立ち上げ、既存寄付者の分析を

しました。
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紛争から学ぶ場・研究する場を守る～東京大学緊急人道支援基金

　2022年2月のウクライナ侵攻を受け、東京大学は3月

30日より「学生・研究者の特別受入れプログラム」を開

始し、この特別プログラムを支える東京大学緊急人道

支援基金の寄付募集を開始しました。

　ウクライナの学生・研究者32名の受入が決定し、262

件、合計15,137,488円のご寄付が集まりました（2022

年11月1日現在）。心より御礼申し上げます。

2022年4月に本基金が支援するプログラムによって東京カレッジへの受け入れが
決定した研究者（左）と羽田正 東京カレッジ長（右）

https://utf.u-tokyo.ac.jp/kind


    財務ハイライト
私たちは、国立大学法人として、国の高等教育政策を直接的に体現する役割を担う一方で、自らの機能を拡張し、経営

体として成長する仕組みを内包させることを目指しています。言うなれば、研究・教育の「深化」と、視野を広げて役割を拡

張させる「探索」を同時に進める、東大ならではの「両利きの経営」※1です。それぞれの一年間の財務活動の結果を報告

します。

3

01. 財務経営改革
られます。スーパーコンピュータシステムはリースによる取得の

ため、長期未払金等（固定負債）が49.6億円増え、競争的資

金の拡大により研究機器の取得が増えたため、未払金等（流

動負債）が81.4億円増え（うち一部）、また固定資産等を維持

するうえで「基盤部分」の自己資本が不足しているため、「機

能拡張部分」の自己資本から（仮）組替等調整勘定（純資産）

358.4億円が組入されています。

　関係会社株式（固定資産）の121.8億円の増要因は、東京

大学協創プラットフォーム開発株式会社を通じた2つのファン

ドの投資事業の進捗に伴い（26頁）、政府出資金から追加出

資したことによるものです。

　流動資産においては、現金及び預金97.0億円増が大きい

ですが、これは基盤部分の事業の拡大によって業務上の運

転資金が増えた結果であり、流動負債のうち未払金等81.4

億円増や前受金2.0億円増やその他の流動負債9.4億円増

にも、その傾向は現れています。

 ［財務業績計算書の概況］

 

　業務損益△6.1億円の赤字増の主な要因は減価償却費で

す。これは元々国立大学が単年度の財務運営に偏った考え

方の会計制度を用いているため、営利企業のような複利を前

提とした資金循環よる会計の仕組みとは異なるからです。通

常、営利企業であれば、設備投資には収益性を考慮して回

収可能性の検討がセットなのですが、大学の場合、収入が期

待されるか否かに関わらず、教育研究のための支出があります

（原価回収思考がない）。講義棟で一コマ105分の講義を一

年間行っても、減価償却費に見合う収益はうまれません。そこ

で、国は、教育研究活動の質や継続性を担保するために当

該減価償却費は税金（施設費補助金）で賄う前提で、会計上

も損益計算外で行っておりました。しかし、実態は前述のとお

りです。オリジナル財務諸表では、実態をできるだけ正確に表

すため、企業会計の適用を徹底したため、赤字増の要因とな

りました。今後も、事業規模に合わせて一定の固定資本（有

形固定資産や教職員）を安定して維持していく必要があります

が、収益に価格転嫁が難しいため、規模が拡大すれば、当然

赤字増になる傾向は続くと思われます。

　業務外損益では、財務収益が大きく増収（28.9億円増）し

ました。東京大学協創プラットフォーム開発株式会社が組成

した1号ファンドからの分配金（企業の株式売却）が発生した

ためです。投資の原資が、官民イノベーションプログラムという

政策目的で、2012年に行われた政府出資金であり、財務的

な成果は国に帰属するため、直接的に大学の財務強化へ繋

がる訳ではありません。ですが、ベンチャーファンドへの投資を

通じて、大学の学術・教育研究の成果を社会へ還元し、その

投資が様々な産業分野に波及していくため、スタートアップエ

コシステムの拡大は、停滞した社会・経済の新陳代謝を促す

ために有効な手段でもあるのです。

　特別損益では、特別利益が大きく増収（53.3億円増）とな

りましたが、これは新型コロナウイルス感染症対策のため、国

や東京都から緊急支援された補助金によるものです。本学は、

医学部附属病院と医科学研究所附属病院の二つの病院を

有しています。それぞれ歴史も使命も異なりますが、2病院の

特色を上手く活用して連携し、軽症から中等症重症まで幅広

く対応し地域医療に貢献しています（40-43頁）。

東京大学の機能拡張部分

「機能拡張部分」は、大学が自らの判断で機能を拡張し、社会

との対話の中で広げてきた活動部分を指します。

 ［資産、負債及び純資産の状況］

 

　有形固定資産の中で増加傾向にあるのが、構築物（30.4

億円）です。これは、南米チリが拠点のアタカマ天文台（理学

系研究科）の整備や本郷（病院地区）の共同溝整備があげら

れ、その調達資金の一部は国立大学法人等債（固定負債）、

一部は利益剰余金の増分を充当しています。

　一方で、投資有価証券66.3億円減要因は、株式（寄附

受）の時価評価減と満期保有債券のうち1年以内に償還分を

流動資産へ振り替えた影響です。なお土地と投資有価証券

の時価評価減により純資産の評価・換算差額等は31.4億円

減と大きく減少しました。

オリジナル財務諸表作成の背景

　国立大学法人の財務諸表は、しばしば「分かりづらい」と評

されます。企業の財務報告が利害関係者等に業績（利益）や

財務状態を伝え、意思決定に資することを第一義とするのに対

し、非営利組織の財務報告は、資金提供者に掲げた組織目

的が適切に遂行されたか否かの説明責任を果たすことを第一

義とし、それ故、会計に組織固有の特性が反映されるからです。

　国立大学法人会計の最大の特徴は「損益均衡の原則」※2

と「損益外処理」です。どちらも出資者である国による会計上

の事後評価を簡便にするための処理（前者は、計画通りに教

育研究活動が行われているかの確認、後者は評価に不要な

情報の排除）です。ですが、これはあくまで、大学の教育研究

活動や施設整備が国の予算（運営費交付金、施設整備費補

助金）で賄われることが前提の、法人設立当初（2004年）の

設計。国の財政状況が厳しく、必要額が措置されず、やむなく

大学自身の収益で補填している実態がある以上、適切な説明

に資する会計とは言えません。一方で、サポータのみなさまに、

東京大学が「運営体」から「経営体」へと転換を図り、成長し

ていく過程をお伝えし、意思決定に資することを可能にする報

告でなければなりません。

　そこで、東京大学では、2年前より次の3つのポイントをもと

に、オリジナルの財務諸表（図1、図2）を作成し、統合報告書

上で公表しています。

1. 国際的に比較可能で、海外の資金提供者からも受け入れ

られやすい（＝分かりやすい）財務諸表を目指すため、企

業会計（IFRS）をベースにした国際公会計基準（IPSAS）

の考え方を導入していること

2. 真の経営努力を表すため、事業を「役割」の観点で「基盤

部分（運営体）」と「機能拡張部分（経営体）」の二つに分

けて整理したこと

3. 財務の持続可能性の担保のため、先行投資財源を確保

し、活用できる仕組みをバランスシート上で表現したこと

　国立大学法人会計に準拠した財務諸表※3からの変換作業

（コンバージョン）により作成していますが、学内外の有識者

の意見を仰ぎ、昨年よりさらに改良（精緻化）を加えました。オ

リジナルの財務諸表から読み取れる2021年度の財務状況を、

二つの「役割」に分けて、コロナ禍前の2019年度と比較して

説明します。
※1  「両利きの経営」とは、既存事業を深めていく「知の深化」と、一定の距離があるとこ
ろに視野を広げて、事業を拡張する「知の探索」の2つの軸を両立させて経営していく
手法。

※2 国立大学法人会計基準の改訂により、2022事業年度より損益均衡を図る会計処理
の見直しがはかられた。

※3 法定開示書類は、以下をご覧ください。
 https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/about/public-info/zaimu-2021.html

東京大学の基盤部分

 「基盤部分」は、法令（国立大学法人法第1条）に基づき、国

が求める役割を国立大学法人が果たすために、国が資金を

提供して活動を行わせている部分を指します。

 ［資産、負債及び純資産の状況］

 

固定資産の主な増要因として、Society 5.0社会の実現に向

けたスーパーコンピュータシステムの導入（柏Ⅱキャンパス）、ハ

イパーカミオカンデ実験施設等の整備（84-87頁）等により、

有形固定資産（土地を除く）が127.5億円増加したことがあげ

※事業用の土地の再評価差額金等

（単位：億円）

2020年
3月期

2022年
3月期

増減額 前々期比

固定資産 15,791.9 16,088.4 296.5 101.8%
流動資産 590.3 669.3 78.9 113.3%
固定負債 149.1 190.2 41.0 127.5%
流動負債 330.1 423.6 93.5 128.3%
資本剰余金 1,542.0 1,670.9 128.8 108.3%
利益剰余金 ▲641.0 ▲579.7  61.3 90.4%
評価差額金※ 4,172.9 4,242.0 69.1 101.6%
その他 376.9 358.4 ▲18.4 95.0%

（単位：億円）

2020年
3月期

2022年
3月期

増減額 前々期比

業務収益 1,771.0 1,924.8 153.7 108.6%

業務費用 1,861.1 2,020.9 159.8 108.5%

業務損益 ▲ 90.0 ▲ 96.1 ▲ 6.1 106.7%

業務外収益（財務収益） 0.1 29.0 28.9 29000.0%

業務外費用（財務費用等） 3.8 3.8 0.0 100.0%

経常損益 ▲ 93.8 ▲ 70.9 22.8 75.5%

※事業用の土地の再評価差額金等

（単位：億円）

2020年 
3月期

2022年 
3月期

増減額 前々期比

固定資産 1,126.9 1,054.6 ▲ 72.3 93.5%
流動資産 766.0 1,187.7 421.7 155.0%
固定負債 614.4 756.5 142.0 123.1%
流動負債 136.1 266.7 130.5 195.9%
資本剰余金 139.9 139.9 0.0 100.0%
利益剰余金 1,345.6 1,435.3 89.7 106.6%
評価差額金※ 33.6 2.1 ▲ 31.4 6.2%
その他 ▲ 376.9 ▲ 358.4 18.4 95.1%
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図1  東大オリジナル財務諸表（財政状態計算書） 図2　東大オリジナル財務諸表（財務業績計算書）

単位：百万円 単位：百万円

2019年度 2021年度 増減額 2019年度 2021年度 増減額
資産の部（大学の基盤部分） 負債の部（大学の基盤部分）
Ⅰ  固定資産 1,579,192 1,608,844 29,652 Ⅰ 固定負債 14,918 19,023 4,105
土地 1,286,519 1,291,323 4,804 長期性引当金 852 6 △ 846
建物 177,752 173,081 △ 4,671 資産除去債務 63 49 △ 14
構築物 16,592 16,633 41 長期未払金等 14,002 18,968 4,966
機械装置 819 622 △ 197 Ⅱ 流動負債 33,011 42,366 9,355
工具器具備品 27,621 40,443 12,822 引当金 8 77 69
図書 44,542 45,024 482 前受金 907 1,108 201
建設仮勘定 11,162 14,977 3,815 未払金等 28,368 36,509 8,141
特許権 265 248 △ 17 その他流動負債 3,728 4,671 943
ソフトウェア 89 20 △ 69 負債合計 47,930 61,390 13,460
関係会社株式 9,644 21,827 12,183 純資産の部（大学の基盤部分）
その他固定資産 4,182 4,643 461 Ⅰ 資本金 1,045,213 1,045,212 △ 1

Ⅱ 流動資産 59,038 66,932 7,894 政府出資金 1,045,213 1,045,212 △ 1
現金及び預金 48,247 57,955 9,708 Ⅱ 資本剰余金 154,203 167,090 12,887
未収学生納付金収入 232 201 △ 31 資本剰余金 154,203 167,090 12,887
未収附属病院収入 0 0 0 Ⅲ 利益剰余金 △ 64,103 △ 57,971 6,132
徴収不能引当金 △ 6 △ 4 2 積立金 △ 54,607 △ 55,982 △ 1,375
たな卸資産 16 16 0 当期未処分利益-総利益／総損失 △ 9,495 △ 1,989 7,506
医薬品及び診療材料 0 0 0 Ⅳ 評価差額金 417,291 424,205 6,914
前渡金 269 216 △ 53 その他有価証券評価差額金 △ 570 1,012 1,582
前払費用 499 618 119 （仮）土地再評価差額金 417,862 423,192 5,330
その他流動資産 9,779 7,927 △ 1,852 Ⅴ その他 37,694 35,849 △ 1,845

（仮）組替等調整勘定 37,694 35,849 △ 1,845
純資産合計 1,590,299 1,614,386 24,087

資産合計 1,638,230 1,675,776 37,546 負債純資産合計 1,638,230 1,675,776 37,546

資産の部（大学の機能拡張部分） 負債の部（大学の機能拡張部分）
Ⅰ 固定資産 112,698 105,468 △ 7,230 Ⅰ  固定負債 61,447 75,651 14,204
土地 7,528 6,691 △ 837 長期借入金 57,376 42,284 △ 15,092
建物 68,201 67,603 △ 598 国立大学法人等債 30,000 30,000
構築物 2,421 5,468 3,047 長期性引当金 433 533 100
機械装置 24 17 △ 7 資産除去債務 0 2 2
工具器具備品 10,627 10,116 △ 511 長期未払金等 3,637 2,830 △ 807
図書 231 249 18 Ⅱ 流動負債 13,619 26,678 13,059
建設仮勘定 2,952 1,071 △ 1,881 一年内返済予定長期借入金 4,070 15,433 11,363
特許権 8 17 9 引当金 339 397 58
ソフトウェア 78 23 △ 55 前受金 362 398 36
投資有価証券 20,233 13,599 △ 6,634 未払金等 8,412 9,842 1,430
関係会社株式 247 384 137 その他流動負債 433 606 173
その他固定資産 144 224 80 負債合計 75,067 102,330 27,263

Ⅱ 流動資産 76,600 118,770 42,170 純資産の部（大学の機能拡張部分）
現金及び預金 37,448 69,549 32,101 Ⅰ 資本金 0 0 0
未収附属病院収入 9,262 11,137 1,875 Ⅱ 資本剰余金 13,999 13,999 0
徴収不能引当金 △ 548 △ 544 4 　民間出えん金 13,999 13,999 0
その他未収入金 4,539 3,477 △ 1,062 Ⅱ 利益剰余金 134,565 143,538 8,973
有価証券 2,500 5,600 3,100 積立金 119,754 126,706 6,952
金銭信託 22,246 27,830 5,584 非目的指定基金 8,397 8,516 119
たな卸資産 83 47 △ 36 当期未処分利益-総利益／総損失 6,413 8,315 1,902
医薬品及び診療材料 807 1,433 626 Ⅲ 評価差額金 3,361 219 △ 3,142
前渡金 12 7 △ 5 その他有価証券評価差額金 △ 110 △ 1,820 △ 1,710
前払費用 170 134 △ 36 （仮）土地再評価差額金 3,471 2,040 △ 1,431
その他流動資産 79 96 17 Ⅴ その他 △ 37,694 △ 35,849 1,845

（仮）組替等調整勘定 △ 37,694 △ 35,849 1,845
純資産合計 114,231 121,908 7,677

資産合計 189,299 224,238 34,939 負債純資産合計 189,299 224,238 34,939
（合算）
資産 1,827,529 1,900,015 72,485 負債 122,998 163,720 40,722

純資産 1,704,531 1,736,294 31,763

2019年度 2021年度 増減額
業務収益（大学の基盤部分） 177,107 192,482 15,375
学生納付金収益 16,517 16,527 10
運営費交付金収益 82,223 83,538 1,315
補助金等収益 9,573 10,226 653
研究関連収益 23,095 22,143 ▲ 952
施設費収益 5,871 11,786 5,915
受託研究収益 37,795 45,921 8,126
受託事業等収益 1,189 1,392 203
物品受贈益 784 945 161
雑益 56 0 ▲ 56

業務費用（大学の基盤部分） 186,113 202,098 15,985
役員人件費 210 188 ▲ 22
教員人件費 48,850 49,018 168
職員人件費 25,710 27,296 1,586
教育経費 14,724 13,387 ▲ 1,337
研究経費 57,314 62,134 4,820
教育研究支援経費 4,270 5,134 864
受託研究費 27,296 35,458 8,162
受託事業費 950 1,113 163
一般管理費 6,786 8,367 1,581

業務損益（大学の基盤部分） ▲ 9,006 ▲ 9,616 ▲ 610
業務外収益（財務収益） 12 2,908 2,896
業務外費用（財務費用等） 386 384 ▲ 2
経常損失 ▲ 9,380 ▲ 7,092 2,288
特別利益 1 5,338 5,337
特別損失 116 235 119
当期純損失 ▲ 9,495 ▲ 1,989 7,506
当期総損失 ▲ 9,495 ▲ 1,989 7,506

業務収益（大学の機能拡張部分） 84,281 92,581 8,300
附属病院収益 51,291 53,729 2,438
共同研究収益 13,619 18,217 4,598
寄附金収益 9,553 11,729 2,176
物品受贈益 1,030 995 ▲ 35
雑益 8,786 7,909 ▲ 877

業務費用（大学の機能拡張部分） 78,430 86,539 8,109
教員人件費 6,012 6,697 685
職員人件費 20,083 21,237 1,154
教育経費 2,025 1,994 ▲ 31
研究経費 6,615 8,069 1,454
診療経費 34,718 36,416 1,698
教育研究支援経費 98 133 35
共同研究費 8,623 11,519 2,896
一般管理費 252 471 219

業務損益（大学の機能拡張部分） 5,851 6,042 191
業務外収益（財務収益） 718 585 ▲ 133
業務外費用（財務費用等） 537 904 367
経常利益 6,032 5,722 ▲ 310
特別利益 0 5 5
特別損失 959 171 ▲ 788
当期純利益 5,072 5,556 484
目的積立金取崩額 1,341 2,758 1,417
当期総利益 6,413 8,315 1,902

（合算）経常損益 ▲ 3,348 ▲ 1,369 1,978
　　　　当期純利益 ▲4,423 3,567 7,990
　　　　目的積立金取崩額 1,341 2,758 1,417
　　　　当期総利益／（▲）総損失 ▲ 3,082 6,325 9,407
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　また関係会社株式137百万円増は、2020年8月に大学の

直接出資で東京大学エコノミックコンサルティング株式会社を

設立したこと、及び関係会社の業績を当該株式の取得価額

に反映させた影響のためです。この他に東京大学TLO、東京

大学エクステンションといった直接出資の関係会社を有してお

り、指定国立大学法人のメリットを活かし、大学の学術成果が

営利行為を通じて社会還元されています。

　流動資産は、現金及び預金321.0億円増が大きく目立ちま

すが、ハイパーカミオカンデ計画やキャンパス整備等のため発

行した大学債券による資金調達や満期保有債券の償還資金

を定期預金の運用へ切り替えたためです。金銭信託55.8億

円増は、寄附金を原資とした余裕金での運用額を拡大してお

り、純資産のうち利益剰余金89.7億円増で対応しています。

なおオリジナル財務諸表では、寄附金残高を利益剰余金の

内数（非目的指定基金等各科目）として整理しています。ゆく

ゆくは規制緩和により法制度が整い、大学独自基金（法定基

金）が創設されましたら、組み入れる予定です。

 ［財務業績計算書の概況］

 

　業務損益は、58.5億円から60.4億円と1.9億円の増益に

なりました。コロナ禍から徐々に回復しつつある附属病院収益、

民間資本からの共同研究収益や寄附金収益等が堅調に増

収しています。

　まず病院では、新型コロナウイルス対策にかなりの医療資

源を費やしましたが、同時に高度急性期医療拠点として、ゲノ

ム医療、移植医療拡充、運用効率化による手術数増等に努

めました。（詳細は40頁以降）

　次に共同研究では、「組織」対「組織」型の産学協創研究

を促進しています（図3）。企業側があらゆる分野の研究資源

にアクセスできるメリットを活用して、産学相互のシナジー効果

を高めています。さらに寄附では、海外大学等の取組を参考

に渉外活動やIR活動の強化を図り、中長期的な成長に必要

な自由度が高い財務基盤を築くため規模の拡大を図っていま

す（図4）。

　業務費用では、教職員の人件費が18.3億円増になってい

ますが、増収の堅調さを踏まえると人件費の増加がきちんと収

益性の向上に繋がっており、診療経費や共同研究経費といっ

た活動経費も事業規模に伴って順調に拡大しています。

また研究経費の14.5億円増は、主に南米チリに建設中のア

タカマ天文台整備のための投資であり、資金は利益剰余金の

目的積立金の取り崩しで対応しています。

　業務外損益では、財務収益は1.3億円減。金銭信託の時

価評価減や有価証券売却益の減が要因であり一時的な影響

と言えます。財務費用等が3.6億円増加しましたが、大学債券

の発行で支払利息や支払手数料の負担が増えたためですが、

低金利で超長期的に安定した資金を確保できるメリットは大き

く、今後の中長期的な成長と事業規模の拡大のため使途の

弾力化等は必要なため、国に規制緩和を働きかけています。
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図3  「組織」対「組織」型産学協創研究総額の推移 ※「産学共同研究の総額」はオリジナル財務諸表の数値を使用
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図4  （東京大学基金）累計申込総額と年度別申込総額の推移

（単位：億円）

2020年
3月期

2022年
3月期

増減額 前々期比

業務収益 842.8 925.8 83.0 109.8%

業務費用 784.3 865.3 81.0 110.3%

業務損益 58.5 60.4 1.9 103.2%

業務外収益（財務収益） 7.1 5.8 ▲ 1.3 81.6%

業務外費用（財務費用等） 5.3 9.0 3.6 169.8%

経常損益 60.3 57.2 ▲ 3.1 94.8%
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大学債発行要件のさらなる緩和に向けて

東京大学 ハーバード スタンフォード MIT ケンブリッジ オックスフォード

2022/3/31 2021/6/30 2021/8/31 2021/6/30 2021/7/31 2021/7/31

純資産比率 91.4% 84.9% 79.0% 85.7% 72.7% 74.6%

投資ポートフォリオ価値／総資産 2.3% 82.3% 73.2% 81.8% 45.2% 55.9%

有形固定資産／総資産 88.2% 11.3% 17.4% 10.5% 34.2% 22.7%

総投資収益／経常収益 1.2% 41.9% 12.6% 23.1% 0.1% 4.6%

有利子負債／EBITDA 0.4x 1.1x 0.6x 1.0x 1.0x 0.7x

　下表は東京大学と主要海外大学との財務状況の比

較です。財務構造も会計制度も異なるため、単純な比較

は難しいものの、財務的な見地からの比較を試みました。

　資産運用状況では、米国大学の運用収益率が高い

ことは明らかとして、東京大学の総資産に占める投資運

用資産の比率がそもそも低いことが分かります。その分、

土地や建物等不動産の占める割合が大きいのが特徴

で、その多くは演習林や郊外研究施設とはいえ、本郷、

駒場、白金台と首都圏にキャンパスを持つ東京大学の

場合、法人化時に国から出資を受けた不動産資産は国

際的にも優位な資産と言えます。

　また、東京大学は、大学独自基金（法定基金）の制

度創設後は、デット型資金（借入金や大学債）とエクイ

ティ型資金（法定基金）を戦略的に組み合わせて財務

活動を行うことを宣言しています。そこで、格付け会社が

重視するEBITDA※を用いて、負債の返済能力を表現

するため、EBITDAと有利子負債のバランスを比較して

※1  東京大学の分析値はオリジナル財務諸表（P36、37）の数値を活用
※2  1米国ドル=145円、1ポンド=170円にて計算
※3  EBITDAとは償却費等を除くキャッシュフロー。経常損益に支払利息、減価償却費を加えて算出

みました。主要海外大学が0.6～1.1倍であるのに対し、

東京大学は0.4倍と低く（格付けとしては高く）、資金調

達手法として、大学債の積極的な活用の余地は大いに

あると言えます。

　東京大学は一昨年度から、大学債をソーシャルボンド

債として2度発行しています。大学が行う先行投資財源

の必要性、重要性を市場に訴えかけ、未来社会に向け

て公共的なものを社会の中でどう支えるかの問いを込め

ての発行でした。おかげさまで、市場で歓迎され、1号債

は3つの賞を受賞しています。国の制度改正により可能

になった新たな資金調達手法でありますが、債券発行

条件には施設・設備整備と使途が限定されているなどい

まだ制限は残っています。無から有を生み出す大学では、

無形の知的資産にこそ価値があり、そこへの投資が新

たな価値創造、そして社会的インパクトへと繋がります。

そこで、東京大学では、更なる債券発行条件の緩和に

向けて、現在、国に働きかけています。



施しています。コロナ禍においても、2021年度は過去最高の

126件の臓器移植を実施しており、これは国立42大学病院の

中で1位の実績です（図3）。

　もう一つは、手術支援ロボットによる低侵襲手術の推進で

す。2021年度に2台目となる手術支援ロボット（daVinci）を導

入し、2台体制で実施しています。2021年度の手術件数は428

件（図4）であり、1台当たりの手術件数は全国トップクラスであ

り、現在29の術式でロボットによる手術を実施しています。こう

した「強みと特色」を生かした診療も収益増に貢献しています。

　他方、がん患者の化学療法による医薬品、COVID-19の

患者受入対応に係る検査試薬の増、患者用ベッド等の医療

機器更新等により診療経費が増加（1,265百万円）していま

す。また、医学部附属病院は高度で先端的な医療を安定し

て提供する責務があることから、知識・技術ともに高い専門性

を有した医師やメディカルスタッフによる労働集約型の組織と

なっています。このため質の高い人的資本を維持する上で定

常的な投資が必要であり、またCOVID-19の対応による業務

量の増大等により人件費が増加（1,525百万円）しています。

　この他、補助金等収益が1,139百万円減と大きく減少してい

ますが、これは2019年度に補正予算として、大規模災害に備

えた国立大学病院の医療情報システムバックアップ体制に係

る緊急対策や遠隔管理を目的としたBCP対策のため、国から

補助金の交付があったことによる一時的な影響によるものです。

 「教育研究部門業務損益」は、△23百万円から△96百万円

図1  東大オリジナル財務諸表「財務業績計算書」より

経常収益

2,885億円

附属病院収益
537億円,19%

図2  オリジナル財務諸表（財務業績計算書）医学部附属病院

図3  臓器移植医療への貢献
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図4  ロボットによる低侵襲手術の推進
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科目
医学部附属病院

2019年度 2021年度 増減額

附属病院収益 47,773 49,739 1,965

診療経費 31,125 32,390 1,265

人件費（病院運営等） 21,026 22,552 1,525

一般管理費 902 845 ▲ 57

運営費交付金収益 3,599 3,346 ▲ 253

補助金等収益（病院運営等） 1,412 273 ▲ 1,139

物品受贈益 3 19 16

雑益 1,515 1,402 ▲ 113

　附属病院部門業務損益 1,249 ▲ 1,007 ▲ 2,256

研究関連収益 1,170 1,230 60

受託研究等収益 3,664 5,333 1,669

共同研究収益 1,999 1,419 ▲ 579

補助金等収益（教育研究関連） 852 363 ▲ 488

寄附金収益 1,724 1,727 3

人件費（教育研究関連） 1,850 1,700 ▲ 150

教育経費 56 85 28

研究経費 3,822 2,961 ▲ 860

教育支援経費 236 215 ▲ 20

受託研究費等 2,805 4,193 1,387

共同研究費 661 1,015 353

　教育研究部門業務損益 ▲ 23 ▲ 96 ▲ 73

　業務損益 1,226 ▲ 1,103 ▲ 2,330

業務外収益（財務利益） 0 0 0

業務外費用（財務費用等） 285 169 ▲ 116

支払利息 218 120 ▲ 98

雑損 67 49 ▲ 17

　経常損益 940 ▲ 1,273 ▲ 2,214

特別利益（コロナ補助金等収益） 0 4,443 4,443

特別損失 2 5 2

当期純利益 937 3,164 2,226

（単位：百万円）

附属病院の財務状況

　東京大学には、病院が二つあります。本郷キャンパスにあ

る医学部附属病院と白金台キャンパスにある医科学研究所

附属病院です。両病院とも診療報酬による附属病院収入が、

事業収入の大部分を占めます。この2病院の病院収益は合わ

せて537億円（2021年度）であり、大学全体の収益の19%を

構成していることから、大学全体の経営状況に大きく影響を及

ぼします（図1）。

　図2及び図5は37頁で紹介したオリジナル財務諸表（財務業

績計算書）を元に作成した2病院のセグメント情報です。ここで

は、診療、教育、研究の3つの柱を「附属病院部門」と「教育研

究部門」の二つに整理し、分かりやすく表示し直しました。それ

ぞれの病院ごとに2021年度の財務状況を振り返ります。

医学部附属病院

　医学部附属病院（1,226床）は、高度の医療の提供、高度

の医療技術の開発及び高度の医療に関する研修を実施する

能力等を備えた特定機能病院（全国87病院）として認定され

ています。また、質の高い臨床研究を推進する臨床研究中核

病院（全国14病院）やがんゲノム医療中核病院（全国12施

設）にも認定されています。

　2022年3月には、Newsweek誌による「The Wor ld's 

Best Hospitals 2022」で、世界で第13位（昨年16位）、ア

ジアで第2位、国内で第1位の医療機関として評価されました。

 「附属病院部門業務損益」は、1,249百万円から△1,007

百万円と2,256百万円減となりました。全体的には増収減益

となりましたが、大きな要因としては以下のとおりです。

　附属病院収益は、2020年度当初からCOVID-19の感染

拡大の影響により、一時的に外来患者の受入制限や定例

手術の延期といった診療活動において大きな支障が生じまし

たが、2021年度においては、前年度と比較すれば患者数や

手術件数は回復途上にあり、コロナ禍においても様々な経

営改善活動に取り組みつつ、一般の高度医療の提供及び

COVID-19の陽性患者の受入等にも積極的に取り組んでき

た結果、入院診療単価と外来診療単価がいずれも上昇したこ

とから、附属病院収益が増加（1,965百万円）しています。

　また、本院の「強みと特色」として、臓器移植医療センター

を中心として、心臓、肺、肝臓、腎臓の4分野で臓器移植を実
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図5  オリジナル財務諸表（財務業績計算書）医科学研究所附属病院

へと73百万円減となりましたが、大きな要因としては以下のと

おりです。

　受託研究等収益は1,669百万円増ですが、これはCOVID-19

に関する様々な研究開発を推進するため、日本医療研究開

発機構（AMED）からの委託契約が大きく増えたことが影響し

ています。共同研究収益は579百万円減、これは2020年度

以降にコロナ禍の影響によって民間企業等による経済活動

が大きく停滞したことが要因であり、2019年度の実績には未

だ届かないものの民間企業からの研究開発の受入も徐々に

回復しています。

　補助金等収益は488百万円減ですが、附属病院部門と同

様に2019年度に補正予算として交付されたBCP対策の補助

金（研究目的分）による一時的な影響です。

　人件費150百万円減と研究経費860百万円減は、上記

の2019年度の補正予算による補助金等収益488百万円

減の影響と2020年度以降のCOVID-19の感染拡大による

活動制限等が影響しています。また、受託研究費等1,387

百万円増および共同研究費353百万円増は、医学部附属

病院が有する膨大かつ多様な臨床研究分野の知の蓄積や

学術の成果を活用し、革新的な医療技術と機器等の研究

開発や社会実装を目指した活動の規模が拡大しているため

です。

 「業務外損益」では、リース債務や借入金の返済が進んだこ

とで金利負担が減ったため、財務費用等が116百万円減と

なりました。「特別利益」4,443百万円増は、国や東京都から

COVID-19対応のため交付された一時的な補助金等収益に

よるものです。

　今後の喫緊の課題として、引き続き、コロナ禍でもあること

から、コロナ患者の受入と一般の高度医療との両立に取り組

んでいます。他方、昨年度からエネルギー価格や食材料費の

急激な高騰に伴う財政上の影響が出ています。診療に影響

のない範囲で節電対策等を実施しているところですが、現実

的には厳しい財政状況が続いており、個々の医療機関での対

応は限界を超えている状況です。

　さらに、2024年4月から医師の残業上限を年960時間とする

「働き方改革」が始まることから、労働時間短縮計画の策定

とその実行に取り組んでいるところです。

　加えて、アフター・コロナを見据えて、新たに「腫瘍センター」

を開設する予定です。これまでコロナ中等症病棟において、

全内科系・外科系医師による応援派遣、全部署から看護師

の応援派遣に取り組んできたスキームを生かして、入院時の

がん薬物療法を一元的に実践する病棟を設置予定です。集

学的ながん薬物療法実践の「場」、オンコロジストやメディカル

スタッフ育成の「場」として、集学的・先進的ながん診療の実

践・強化に取り組んでいきます。（67頁参照）

　今後も特定機能病院でもある大学病院として、「よりよい医

療」の実践、世界にも誇れる最高水準の大学病院を目指して、

「オール東大病院」で取り組んでまいります。

医科学研究所附属病院

　医科学研究所附属病院（122床）は、国立大学法人唯一

の研究所附属病院です。臨床現場では、がん・感染症・免疫

疾患の領域において、標準治療では治りにくい病気や他の病

院では診療経験の少ない希な病気を積極的に受け入れるプ

ロジェクト診療を行っています。一方で、感染症診療協力医療

機関として、COVID-19の患者（主に軽症患者）の受入をかな

り早い段階から行ってきた病院です。

 「附属病院部門業務損益」は、△274百万円から△307

百万円と33百万円減となりました。全体的には増収減益とな

りました。大きな要因は以下のとおりです。

　まず附属病院収益に関してです。医科学研究所附属病院で

は、長年の課題である病床稼働率の向上のため、近隣病院・

クリニックの訪問（2020年9月～）や医療連携登録制度（2020

年12月～）を開始し、紹介患者数を増加させるように努めまし

た。また、さらに新規患者数を伸ばすため、新たにロボット手術

を導入して手術件数の増加を図りました。このような取組の結

果、病床稼働率は、2019年度平均35.6%から2021年度平均

42.6%へと改善の傾向に繋がり、附属病院収益471百万円増

の要因となりました。ただ2020年2月に新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）が疑われる患者の受入が始まり、すぐ3月に

は専用フロア（当初19床）を設置し、以降は感染拡大への対応

を引き続き行っているため、病床稼働に少なくない影響が生じ

ています。なおCOVID-19には、診療報酬上の特別措置がある

ため、診療単価にはプラスの要因となっています。

　診療経費は432百万円増ですが、これは病床稼働率の上

昇に比例するように医薬品や医療材料等の消費量が増大

し、またロボット手術を導入するに際して手術機器等に投資を

行ったため、設備等の減価償却費の負担が増えた影響です。

また人件費は285百万円増ですが、これは上記の診療機能

強化策の実施に向けて、新たに医師やメディカルスタッフの

採用や増員を行ったためです。

　ここ数年は、病床稼働率の上昇、COVID-19対応など診

科目
医科学研究所附属病院

2019年度 2021年度 増減額

附属病院収益 3,517 3,989 471

診療経費 3,592 4,025 432

人件費 1,550 1,835 285

一般管理費 10 13 2

運営費交付金収益 1,332 1,480 148

補助金等収益（病院運営等） 5 4 ▲ 1

物品受贈益 0 0 0

雑益 23 91 68

　附属病院部門業務損益 ▲ 274 ▲ 307 ▲ 33

研究関連収益 0 0 0

受託研究等収益 16 90 73

共同研究収益 19 28 9

補助金等収益（教育研究関連） 63 21 ▲ 42

寄附金収益 8 18 9

人件費（教育研究関連） 50 41 ▲ 9

教育経費 0 0 0

研究経費 103 76 ▲ 26

教育支援経費 0 0 0

受託研究費等 11 24 12

共同研究費 19 23 4

　教育研究部門業務損益 ▲ 76 ▲ 6 69

　業務損益 ▲ 350 ▲ 314 36

業務外収益（財務利益） 0 0 0

業務外費用（財務費用等） 19 12 ▲ 6

支払利息 16 10 ▲ 6

雑損 2 2 0

　経常損益 ▲ 369 ▲ 327 42

特別利益（コロナ補助金等収益） 0 647 647

特別損失 0 0 0

当期純利益／（▲純損失） ▲ 370 319 689

療部門の活動量が拡大する傾向がありますので、運営費交

付金収益は148百万円増加し、東京都からの感染症体制確

保のための医療従事者向けの謝礼が助成されたことで、雑益

が68百万円増となりました。

　教育研究部門業務損益は、△76百万円から△6百万円と

69百万円増となりました。元々教育研究の業務は医科学研

究所が主体であるため病院で実施する規模は大きくないです

が、COVID-19に係る臨床治験等により受託研究等収益73

百万円増、移動や活動の制限により研究経費26百万円減な

ど、感染症拡大は教育研究の数値にも影響を及ぼしています。

 「業務外損益」では、リース債務や借入金の返済が進んだ

ことで金利負担が減ったため、財務費用等が6百万円減と

なりました。「特別利益」647百万円増は、国や東京都から

COVID-19対応のため交付された一時的な補助金等収益に

よるものです。

　COVID-19の蔓延により急速な減収を伴う中で、一定の財

政支援を得られたことにより2021年度においても大幅な経営

悪化に陥ることなく病院経営の維持が可能となりました。しか

しながら、今後も引き続き多くの陽性患者の受け入れや予期

せぬ対応を迫られるなど厳しい経営状況が続くことが予想され

ます。これまでに得た知見、財政支援を活用し、COVID-19に

対応しつつ大学病院としての役割を果たすべく、安心安全な

医療を提供するため経営基盤の強化、充実に努めていく所存

です。また、医療機器の更新を順次行っているものの、老朽化

した医療機器等、耐用年数を超過し使用している機器が多数

あり、更新が遅れることで本来大学病院が果たすべき高度先

進医療の提供が十分に行えなくなる可能性があるため、それら

の資金調達が喫緊の課題です。

（単位：百万円）
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    世界のSystem Changeへの挑戦

人類社会の繁栄は、過去1.2万年（完新世）の安定した地球環境の賜物であり、それこそが人類が協調して守るべき最重

要の共通利益、グローバル・コモンズです。しかし、今日の人間活動は巨大な環境負荷によってグローバル・コモンズを壊し、

人類社会の持続可能性を危うくしています。この課題に対し、東京大学で進めている具体的な取組を紹介します。

1

02. 価値創造戦略

ンの研究等に取り組み、その成果を国際社会に向けて発信し

ています。

　国連の気候変動に関する政府間パネル（ IPCC）第6次評

価報告書（2021年8月公表）も、地球温暖化を人間活動によ

るものと断定しました。顕著になりつつある地球温暖化や生

物多様性・生態系の劣化は、人類社会に大きな困難をもたら

しつつあります。環境負荷を大幅に削減して地球環境の安定

を守るには、エネルギー、食料、生産・消費、都市など主な経

済システムの根本的な転換が必要です。

　東京大学はこの人類の喫緊の課題解決に貢献するため、

2020年に東京大学グローバル・コモンズ・センター（Center 

for Global Commons ： 以下、「CGC」）を設置しました。以

来、CGCでは広く産業、金融、政策担当者、国際機関などと

連携しながら、グローバル・コモンズの保全に必要な社会経済

システムの転換について、戦略的枠組みや具体的なアクショ

　2021年にCGCは、国連持続可能な開発ソリューション・ネッ

トワーク（SDSN）やイェール大学と共にグローバル・コモンズ・

スチュワードシップ・インデックス（GCSi ： 各国に起因する国内

外での様々な環境負荷の程度を示す指標）を発表し、特に先

進国が消費を通じて地球に大きな負荷をかけていることを明ら

かにしました。先進国には、グローバル・コモンズを守るための

社会経済システム転換を主導する責任があります。

　CGCはまた、2022年5月、英システミック社、独ポツダム気

候影響研究所、SDSNとともに、グローバル・コモンズ・スチュ

ワードシップ・フレームワークを発表し、グローバル・コモンズの

責任ある管理のための科学的かつ実践的な枠組みを提示し

ました（図1）。ここでは、（1）エネルギー、産業、輸送の脱炭素

化、（2）持続可能な都市、（3）循環型の生産と消費、 （4）持

続可能な食料、森林、土地、水、海洋、という4つの経済シス

テムの転換と同時に、それを推進していくには政策、金融、社

会、技術の転換もアクションレバーとして必要であることを示し

ており、多くの国際機関や国際企業家から賛同の声が寄せら

れています。

　CGCがこれまでに国際機関等と連携して発信してきた研究

の成果はCGCのWebサイトにて全文を公開しています。
https://cgc.ifi.u-tokyo.ac.jp/resources/
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システム転換の推進方法 Action Levers

ガバナンス　政策 経済制度　金融
社会的調和

（包摂、公平、公正な移行）
信頼できるデータと
デジタル技術

グローバル・コモンズ

気候システム

オゾン層

陸域生態系

海洋

氷床・氷河

エネルギー 脱炭素化

都市 低環境負荷の都市デザイン

生産／消費 サーキュラーエコノミー

食料 持続可能な土地・水・海洋利用

"SDGs Wedding Cake", Stockholm Resilience Center より
SDGsの17の目標をプラネタリーバウンダリー（地球の限界）の概念を用いて3層に分けたも
の。持続的に発展する社会や経済のためには、安定した地球環境が欠かせない。

持続的に発展する経済

包摂的な社会

安定した地球

グローバル・コモンズ・スチュワードシップ（GCS）─地球環境の管理責任─

　日本が脱炭素（温室効果ガス排出量実質ゼロ）を実現す

るにも、抜本的な社会経済システムの転換が必要です。そ

こでCGCでは、日本企業有志の13社とともに、日本が脱炭

素を達成するための経路と政策を議論する産学協創プラッ

トフォーム、ETI-CGC（Energy Transi t ion In i t iat ive – 

Center for Global Commons）を設立し、2021年11月5

日、英国グラスゴーで開催されたCOP26（第26回気候変動

枠組条約締約国会議）においてオフィシャル・ローンチを行い

ました。

　以来、ETI-CGCでは、日本における2050年の脱炭素実現

に向けたエネルギー転換戦略、それに密接に関わる2050年

未来構想戦略、そしてそこに至る産業構造・ライフスタイル転

換など課題解決の道筋をテーマに、東京大学の学知や資源

を広く活用しながら、参加企業のリーダーとともに議論を進め

ています。2022年11月、エジプトにて開催されたCOP27では、

2050年の日本のエネルギーシステムの脱炭素化シナリオ分析

の中間報告によって再生可能エネルギーや水素などの重要な

役割を示すとともに、参加企業や海外のリーダーたちを交えて

脱炭素を達成するための課題やアクションについて議論を行

い、大きな反響がありました。

　またCGCでは、国内の様々な分野のトップ企業とともに、

グローバル・コモンズ・スチュワードシップの実践

図1  地球環境の管理責任の実現に向けた社会経済システム転換の戦略的枠組

「システム転換」に向けた産学連携研究を進めています。

　2021年4月より実施している三菱ケミカル株式会社との

共同研究では、サプライチェーンの上流に位置する化学産

業自らの環境負荷削減に加えて、他の産業や消費者による

環境負荷を減らすために化学産業が果たすべき役割や解決

すべき課題を検討し、エネルギー、食料、生産・消費、都市の

4つの主要経済システムの転換に化学産業が貢献できるこ

とを研究してきました。その成果は報告書『Planet Positive 

Chemicals』としてまとめられ、「グローバル・コモンズを守るた

めの化学産業の役割」をテーマにCOP27の会場で開催され

たセミナーでは、国内外から現地およびオンライン参加をあわ

せ70名超の参加者を集め、活発な議論が行われました。

　2021年6月からは、株式会社三菱UFJファイナンシャルグ

ループと日本の脱炭素化へのパスウェイとその実現におけ

る金融の役割について、議論と研究を進めています。そして、

2022年3月からは、日本の食料システムを持続可能なものへ

転換する道筋を明らかにすることを目的に、農林水産省およ

び農林中央金庫と連携した研究を進めています。

　CGCでは引き続き、アカデミアの境界や国境を超えた幅広

い分野のリーダー達との協創を通じ、人類が直面する地球規

模の課題解決について研究と実践を進めていきます。

AGC
JERA
住友化学
ソフトバンク
ダイキン工業
東京電力ホールディングス
トヨタ自動車

日立製作所
三井住友フィナンシャルグループ
三井物産
三菱ガス化学
三菱ケミカル
三菱UFJフィナンシャル・グループ

（50音順）

ETI-CGC参加企業

COP27会場でのセミナーに登壇するCGCダイレクター・石井菜穂子 理事（右から2人目）
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SINETを活かしたリアルタイム収集・集積・解析環境の動的な構築

    データ利活用で日本全体の研究力強化に貢献

持続可能な社会の実現には、医療、気象、社会、材料等あらゆる分野でのデータ活用が欠かせません。東京大学は、国

立情報学研究所（NII）と連携し、全国の研究者のための研究基盤構築を先導しています。その名は、「mdx（データ活用

社会創成プラットフォーム）」。誰もがデータ利活用の恩恵を享受できる、インクルーシブな社会の実現に貢献します。

2

02. 価値創造戦略

　第5期科学技術基本計画においては、我が国が目指す

べき未来社会の姿として、「サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ

り、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心

の社会（Society）」として、Society5.0が提唱されています。

Society 5.0では、IoT（Internet of Things）・人工知能（AI）・

ロボットや自動走行車などの技術・社会変革（イノベーション）

等を通じて、これまでの社会の問題であった情報の共有不足

やリテラシー不足、地域・年齢等を原因とした「格差」の解決を

　mdxは、全国の研究機関同士を接続する高

速学術ネッワークSINET（国立情報学研究所

が運営）と連動し、リアルタイムに収集・集積し

たデータを、セキュアな環境で解析することを

可能にしたプラットフォームです。2022年4月か

らは、従来の学術情報基盤であるSINET5を

発展させたSINET6が本格運用されており、約

1,000機関に及ぶ大学・研究機関等が世界最

高水準の400Gbps回線ネットワークで有機的

に繋がれています。

可能とする知識集約社会を目指しています。

　そこでは、あらゆる分野で、データの収集・集約に基づいた

知の抽出・データ活用が必須のものとなりますが、その新たな

情報基盤となるべく東京大学の先導により構築されたシステ

ムが「データ活用社会創成プラットフォーム mdx」です。

　2021年3月に柏第2キャンパスに整備された「データ活用社

会創成プラットフォーム mdx」は、9大学2研究所が共同運用

し、全国共同利用に供している高性能仮想化環境で、産官

学連携の下で全国のデータ利活用を促進しています。

Society5.0の実現へ向けて

　mdxは用途に応じてオンデマンドで短時間に構築・拡張・融合できるデータ収集・集積・解析機能を提供するプラットフォーム（高

性能仮想化環境）で、次の三つの特徴を持ちます。

mdxの三つの特徴

　mdxは現在試験運用中でありながら2021年度には既に

約50プロジェクトの利用がありました。また、東京大学先端科

学技術研究センターが代表機関となっている「地域気象デー

タと先端学術による戦略的社会共創拠点（ClimCORE）」も、

今後mdxを用いてデータの幅広い利活用を促進するための

プラットフォームを構築していく予定です。ClimCOREは、気

象庁が保有する過去の多様な観測データと最新の数値予報

システムをもとに、情報基盤センターのスーパーコンピュータ 

Wisteria/BDEC-01を用いて日本域における近年の大気状

態を4次元的に高い時空間解像度で再現する「日本域気象

再解析データ」の作成に取り組んでいます。この新しい大気

データとその作成に伴い再処理された降水データは、近年日

本各地で起きた気候変動・異常気象の詳細な分析や、地球

温暖化対策などに関わる様々な課題解決に役立つほか、防

災・減災から保険、再生可能エネルギーの運用改善などにも

役立ちます。我が国の重要な社会課題に産学官公連携で取

り組むための基盤データとして、広く利活用されることを目指し

ています。

mdxを活用して創出される成果

　国内最高の高性能計算環境を整備することで、データ科学、

計算科学の手法を融合し、他には無い高精度の予測をおこな

えるようにします。データ処理、機械学習、シミュレーションなど

において、従来は不可能だった大規模計算を可能にします。

　mdxは、様々な分野のデータ保持者、解析者、利用者のコ

ミュニティを形成し、分野を介した共同研究や産学連携を促進

して新たな価値創造につなげます。それぞれのコミュニティに

最適な形で仮想化環境が構成され、あたかも専用基盤のよう

に使用することが可能です。

モバイル
SINET

外部接続ルータ
（400GbEx2）

Ethernet Network （100GbE/25GbE）

RDMA/ストレージ/仮想ディスクストレージネットワーク（100GbE、RDMA通信用）

x368

1.0PB

x40

16.3PB 10.3PB

汎用CPUノード
Intel IceLake x2ソケット x368ノード
理論ピーク性能(FP64): 2.1PFLOPS
総メモリバンド幅: 150.7 TB/s

GPU 演算加速ノード
Intel IceLake x2ソケット+NVIDIA A100 x8 x40ノード
理論ピーク性能(FP64): 6.4PFLOPS
理論ピーク性能(FP16): 100.7PFLOPS
総メモリバンド幅: 496.3 TB/s

高速 NVMe ストレージ
Lustre Filesystem
1.0 PB (NVMe SSD)
252 GByte/sec 

大容量HDDストレージ
Lustre Filesystem
16.3 PB (HDD)
157.5 GByte/sec

外部共有オブジェクトストレージ
S3 Data Service
10.3 PB (HDD)
63.0 GByte/sec

2
高性能計算環境による 

データ科学と計算科学の融合

3 異種データ・異種知識の融合活用の推進と利用者支援
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IR-Cubed

気象庁では、地球全体についてはJRA-3Qと
呼ばれる40km四方の分解能の再解析を計算中

最新の技術で過去の観測データを用いると、
高品質の過去の解析が得られる（再解析）

東大の最先端スーパーコンピューターで
日本周辺域を５km四方の
細かさで再解析を実施して、
日本付近の詳細な気象を再現

気象庁における日々の数値予報の処理の流れ

データ同化

数値予報モデル 天気予報警報等の発表観測データ

仮想プラットフォーム

モバイル
SINET

パブリック
クラウド

インターネット

共有オブジェクト
ストレージ

コールド
ストレージ

AIST ABCI

スパコン
（東大Wisteria/BDEC-01等）

セキュア・
高速ストレージ



    地球規模課題に挑戦する人材の育成3

02. 価値創造戦略

　東京大学は、2021年秋より、「グリーントランスフォーメー

ション（GX）を先導する高度人材育成」プロジェクト（以下

「SPRING GX」）を開始しました。SPRING GXは、600人

規模の博士課程学生に一人あたり年間250万円以上の経

済的支援を行い、GXを先導する高度人材として育成するプロ

ジェクトです。国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

の次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）事業の

採択事業ですが、59ある採択事業の中でもトップの規模であ

り、SPRING事業で支援する学生全体の1割にあたります。

　SPRING GXの目的は、社会のGX実現に向けて活躍する

人材を、あらゆる分野に規模感をもって輩出することです。そこ

で、本プロジェクトではGXを、人類の共有財産である地球環境

をよりよく管理し、将来世代に引き継いでいくための「社会の

GXにおける各課題に対峙する力、コンピテンシーの育成、トランスファラブルスキルの養成
コロナ禍における東京大学のオンライン施設を活用し600人をオンラインで繋ぐ

グリーン未来交流会はGXにおけるトランスファラブルスキルを実践する場

じて自らの研究とGXの関係を見出していく「グリーン未来交流

会」、③様々な分野の最先端研究とGXの関わりを気付かせる

「GXインスパイア講義」の3つからなり、これらのプログラムを

通して、個々の学生が自らの意識にGXの種を見出すことをサ

ポートします。一方、高度スキル養成プログラムは、海外派遣

や産学連携、トランスファラブルスキル習得支援などで構成さ

れます。東京大学が10年近くにわたって積み重ねてきた、リー

　2021年度に工学系研究科で立ち上げた、アントレプレナー

シップ教育デザイン寄付講座では、最新の研究成果を活かし

た科学技術の分野におけるアントレプレナーを育成する講座

を、学部生・大学院生向けに提供しています。東京大学発ベ

ンチャーや日本国内のスタートアップにおいて、最新の研究成

果を活かした科学技術の分野である「ディープテック」におけ

る起業はまだ少なく、十分なエコシステムも確立できていない

ことが課題とされています。本講座が焦点を当てる「ディープ

テック」とは、①新規性・先端性、②産業へのインパクト、③グ

ローバル展開へのポテンシャルという3つの要素を持つ技術

のうち、特に大学のような研究室で研究される分野を指します。

例えば、ハードウェア・バイオ・ヘルスケア・化学素材・環境エネ

ルギー・宇宙開発などがありますが、こうした分野の起業モデ

ルを確立するためには、高いレベルの技術開発的要素に加え、

事業計画、資金調達やM&A・IPOといったファイナンス視点、

社会ニーズの洞察など、求められる要素が多岐に渡ります。さ

らに、国内市場に閉じず、グローバル市場も見据えた視野の

重要性は高まるばかりです。

　こうした視点を踏まえ、本講座は、寄付企業や著名起業家・

研究者などによる講義、研究室訪問や企業訪問を含むフィール

ドワークによる現場での学び、"Bridging Tutor"によるサポート

SPRING GX 3つの基幹プログラム

変革」と位置付け、支援対象とする学問分野を、科学技術を担

う理工系のみならず、法整備や哲学などの人文・社会系を含め

た人類の営みと関連する分野、すなわち全ての分野を専攻す

る博士課程学生を対象としています。深い専門性と高い研究

力を持つ本学の博士課程学生が、好奇心をもって自由に挑戦

的・創発的研究ができる環境の中で、学生自身が、GXは社会

の将来ビジョンの全体像そのものであることを理解し、自らの研

究が社会課題にどう関連し、貢献できるかという"気付き"の場

を提供するとともに、社会のどの業界・職種においても発揮で

きる、高いトランスファラブルスキルの養成を行います。

　そのためのプログラムとして、基幹プログラムと高度スキル

養成プログラム提供しています。基幹プログラムは、①GXに

関する「俯瞰講義」、②分野を超えた学生達同士の交流を通

ディング大学院や国際卓越大学院事業等、分野横断型のプ

ログラムの教育コンテンツをさらに発展させ、600人のプロジェ

クト生に対して、個々の専門性・事情に合わせた多様なプログ

ラムを提供していきます。

　将来、社会において、GX人材として専門的な能力をいかな

る分野においても存分に発揮しうる能力を身に付けるためのプ

ログラムです。

体制、そして選抜者による、藤井総長や講座関係者全員の前

での最終発表、さらに修了生コミュニティでの学びの進化・深

化の後押しをする仕組みが整えられていたりと、工夫が凝らされ

ています。現在は学部生向け・大学院向けにハイエンドのコース

を一つずつ、単位を付与する講義として開講しており、それぞれ

100名ほどの学生が受講しています。また、学年や所属を問わ

ず多くの聴講生がいること、講義動画をYouTubeで発信し、知

の共有が行われていることも特徴的です。

　先に触れたコミュニティ" D I C E "（D e e p  I n n o v a t i o n 

Creation Ecosystem）では、学生同士での自発的な勉強

会、教員との合宿、関係者とのメンタリング、教職員によるヒア

リングや見学先の紹介などを実施しているほか、2022年11月か

らは、授業動画を用いたリスキリングプログラムも開始しました。

受講生にとっては、研究を基に事業化するための知見を大学で

学ぶことで、研究の社会実装のスピードやインパクトを高め、ま

たキャリアの広がりをもたらすものと考えています。また、東京大

学には多数のアントレプレナーシップ教育講座・プログラムがあ

りますが、本講座を皮切りに、学内様々な講座の体系化・連接

を通し、シームレスでより効果的なアントレプレナーシップ教育

の提供を目指すとともに、研究と起業を本格的に両立させた起

業家育成を通して、地球規模課題の解決に貢献していきます。

グリーントランスフォーメーション（GX）を先導する高度人材育成─SPRING GX─

アントレプレナーシップ教育デザイン寄付講座

東京大学は、地球規模の課題解決に挑戦し、未来を築く卓越した人材の輩出を目指しています。そこで現在、特に力を入

れているのが、グリーントランスフォーメーション（GX）を先導するための高度人材育成と、新しい産業を生み出すイノベー

ションの担い手としての起業家教育です。東京大学ならではの多用で卓越した知的アセットをふんだんに投入した取組を

紹介します。

藤井総長と受講生全員

左：フィールドワーク（量子コンピュータ見学）／右：チームでプレゼンテーションをする学生

講義は、本講座公式YouTubeチャンネルで公開しています。
https://www.youtube.com/channel/UCCOFVgIq83ubpjuydE3NQjw 検索UTokyo_アントレプレナーシップ教育デザイン寄付講座
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東京大学のガバナンス

教育、研究の自律性を確保し、そのうえで研究力を深めていくガバナンスのあり方は何か。東京大学は、現在、新しい大学

モデルに組み込まれるべきガバナンス体制の基本となる考え方を明らかにし、詳細設計に向けた議論を進めているところで

す。その現在地と、大学のサステナビリティを巡る二つの課題への取組について報告します。

03. ガバナンス

東京大学のガバナンス体制

教育・学生支援部、研究推進部、
産学協創部、社会連携部、産学連
携法務部、環境安全衛生部、情報
システム部、経営企画部、総務部、
人事部、財務部、施設部、資産活
用推進部

経営協議会

本部事務組織

未来社会協創推進本部

国際オープンイノベーション機構

特別教授室

特命教授室

百五十年史編纂室

財務経営本部

内部監査室

法務本部

総長室総括委員会

学術推進支援室
学術運営戦略部門／財務戦略評価部門

IRデータ室

監事 教育研究評議会

産学協創・社会連携協議会
アドバイザリーボードミーティング

（2005年1月設置）

未来社会協創推進本部
アドバイザリーボード
（2018年5月設置）

UTokyo Global Navigation Board

（2022年4月設置。前身は東京大学
グローバル・アドバイザリー・ボード）

執行役・副学長

副学長

副理事

総長特別参与

総長特任補佐

附属図書館、文書館、研究科・学
部（15）、附置研究所等（11）、学
内共同教育研究施設（4）、国際高
等研究所、学際融合研究施設（4）、
全国共同利用施設（3）、連携研究
機構（42） ※2022年4月1日現在

教育研究部局等

総長選考・監察会議

役員会

理事・副学長

理事

総長

総
長
室

　民間企業のコーポレートガバナンス（企業統治）は、優れた

経営陣が効果的な意思決定を行うように管理・統制する仕組

みです。それに対し、国立大学法人には教学と経営の二つの

体系があり、学長（東京大学では総長）が双方の最終責任を

負います。

　国立大学法人は教育研究の自由に基づき、自主的自律的

に経営を行う必要があります。一方で、憲法で保障された教育

研究の自由が担保されなければなりません。そして、公共的な

役割を担い、国費に支えられる存在として、社会に開かれ、社

会に対して責任を果たすことのできる経営体制が求められてい

ます。これらを全て担保するための現在の体制が左図です。

　東京大学では、こうした国立大学法人共通の大学自

治の観点でのガバナンスのあり方に加え、東京大学憲章、

「UTokyo Compass」、海外大学の先行事例等を基に検

討した結果、新しい大学モデルに組み込まれるべきガバナン

ス体制の基本となる考え方には、以下の5つがあると考えま

した。

　左図にあるように、役員会は総長及び理事で構成され、大

学の重要事項や業務について意思決定を行います。現在、

本学の理事は9名。2021年4月の藤井総長の就任を機に、

各役割・責務が実効的に果たされるために、知識・経験・能力

をバランスよく備え、多様性にも配慮した布陣となるよう選任し

ました。その構成は次頁をご覧ください。

　役員会の両翼にある経営協議会は、経営に関する重要事

項を審議する機関、教育研究評議会は、教育研究に関する重

要事項を審議する機関です。経営協議会は、委員の過半数を

学外委員とし、14名（全体27名）を学外の多様な立場から起

用しています。経営面での貴重な助言・提案を得る「場」として、

多様な立場や価値観に基づく意見が担保されるよう、学外委

員には、ジェンダーや職業のほか、世代の多様性も求めていま

す（図1）。教育研究評議会は、総長・副学長と部局長・教員の

代表者の意見交換を通じて、教育研究面の総長の決定に資

する「場」で、学問の自由の理念が体現されています。

　法令で定められている以外にも、東京大学では、多様な意

見を取り入れる「対話の場」を複数用意しています。左図では、

「UTokyo Global Navigation Board」、「未来社会協創

推進本部アドバイザリーボード」、「産学協創・社会連携協議

会アドバイザリーボードミーティング」が該当します。

● 東京大学の総合大学としての研究力・教育力を遺憾なく引

き出し、伸ばせるガバナンス

● 研究・教育の担い手である学内構成員の信頼に支えられた

ガバナンス

● 社会からの信頼・支援を確保・増進できるガバナンス

● 大学の機能拡張を支え、安定した大学運営を可能にするガ

バナンス

● 大学組織全体としてバランスがとれ、自律的で適切に機能

するガバナンス

　そして、新しい大学モデルにおいて、現行の機関設計に補

うことが求められる要素は次の4つと整理しました。

● 組織アイデンティティの継承・発展、学長任期を超える組織記憶

● 世界の公共性の把握、多様なステークホルダーとの対話

● 経営・国際展開に関わる専門性・スキル

● 業務執行への監督、建設的・協働的な組織間関係

　現在、上記5つの基本的な考え方に基づき、上記4つの要

素を取り入れたガバナンス体制の詳細設計を進めています。

　その中の一つ、「未来社会協創推進本部アドバイザリー

ボード」は、地球と人類社会の未来への貢献に向けた協創を

効果的に推進するために設置された未来社会協創推進本部

（2017年）の諮問委員会です。学外の識者から構成される

委員の男女比は同率。企業人、起業家、国際機関の幹部、

SDGsやスポーツの専門家等、非常に多彩なメンバーから構

成され、本学の事情にも詳しく、国際経験が非常に豊富な委

員が多く占めています（図2）。さらに特徴的なのが、学生代表

が意見を述べる機会を設けている点。今年7月のミーティング

では、全学体験ゼミナール「ディープテック起業家への招待」

の運営を担当する職員と、TA（ティーチング・アシスタント）を務

める学生チームから起業家教育及び起業支援体制等におい

て4つの提言があり、藤井総長やその他の委員と活発な対話

が行われました。

　こうした「対話の場」は学部・研究科でも行われています。工

学部・工学系研究科の染谷隆夫研究科長は自らの諮問委員

会として「工学部アドバイザリーボード」を設置しています。工

学と異分野の知識融合を進め、大学の総合知の社会への還

元というミッション達成のためのサポーターとして、自らが人選

した多様なメンバーから構成されています。
https://www.t.u-tokyo.ac.jp/foe/researchandeducation/advisoryboard

東京大学に相応しい意思決定のメカニズムを目指して

対話と多様性を重視
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女性経営協議会の構成 男性

男性
60代
4名

女性
60代
3名

女性
50代
1名

女性
70代
1名

男性
70代
1名

女性
30代
2名

女性
40代
2名

女性未来社会協創推進本部アドバイザリーボードの構成 男性

男性
60代
7名

女性
30代
2名

男性
40代
1名

男性
70代
2名

男性
80代
2名

女性
50代
5名

女性
60代
3名

名前 役職

石山志保 大野市長

岩田喜美枝 東京都監査委員

遠藤信博 日本電気株式会社取締役会長

国谷裕子 東京藝術大学理事
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授
自然エネルギー財団理事

國土典宏 国立国際医療研究センター理事長

小林いずみ ANAホールディングス株式会社社外取締役
三井物産株式会社社外取締役
株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役
オムロン株式会社社外取締役

酒匂真理 株式会社miup会長

佐藤康博 株式会社みずほフィナンシャルグループ特別顧問

鈴木蘭美 モデルナ・ジャパン株式会社代表取締役社長

関根千津 株式会社住化技術情報センター代表取締役社長
EMP倶楽部会長

高橋祥子 株式会社ジーンクエスト代表取締役

板東久美子 日本赤十字社常任理事

程 近智 ベイヒルズ株式会社代表取締役

森田 朗 東京大学名誉教授
一般社団法人次世代基盤政策研究所代表理事 
協和キリン株式会社社外取締役

氏名 所属

有馬利男 一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）
代表理事

江口真理子 アフラック生命保険株式会社 執行役員

菊池 昇 株式会社コンポン研究所代表取締役所長

岸 輝雄 新構造材料技術研究組合 理事長

国谷裕子 東京藝術大学理事・慶応義塾大学特任教授

酒匂真理 株式会社miup 代表取締役

関 荘一郎 公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター 理事長

谷家 衛 あすかホールディングス 株式会社 取締役会長

武田晴夫 株式会社日立製作所 技師長

田口亜希  （公財）日本財団パラスポーツサポートセンター 推進戦略部

為末 大 一般社団法人 アスリートソサエティ 代表理事

冨山和彦 株式会社 経営共創基盤 IGPI グループ会長

西村英俊 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA） 事務総長

野田由美子 ヴェオリア・ジャパン 株式会社 代表取締役会長

程 近智 ベイヒルズ株式会社 代表取締役

村上由美子 MPower Partners ゼネラル・パートナー

米良はるか READYFOR 株式会社 代表取締役CEO

安井公治 三菱電機株式会社 
主席技監：FA システム事業本部 産業メカトロニクス事業部

安永裕幸 国連工業開発機関 東京投資・技術移転促進事務所
（UNIDO 東京事務所）マネージング・ダイレクター

山崎直子 宇宙飛行士

＊岡村和美 最高裁判所判事

＊根本かおる 国連広報センター 所長

＊櫻井玲子 NHK 解説委員

 
氏名 藤井輝夫 相原博昭 大久保達也 齊藤延人 太田邦史 藤垣裕子 林 香里 今泉柔剛 石井菜穂子 岩村水樹

役職 総長 理事・副学長  理事・副学長 理事・副学長 理事・副学長 理事・副学長 理事・副学長 理事 理事（非常勤）※1 理事（非常勤）※2

担当 -
経営企画､財務､

社会連携・産学官協創
総務､施設 研究､懲戒､病院  教育､情報

 学生支援、入試・高大接続、
評価、研究倫理

国際、ダイバーシティ
事務組織、法務、

人事労務、コンプライアンス
経営改革特命 総長ビジョン推進

部局経営 ● ● ● ● ● ● ●

起業 ● ● ● ●

特許取得 ● ● ● ● ●

産学共同分野融合 ● ● ● ● ● ● ●

民間企業 ● ●

公的機関 ● ● ● ● ● ● ●

営業等 ● ● ● ●

D&I推進 ● ● ● ● ● ●

GX推進 ● ● ● ●

DX推進・情報セキュリテイ ● ● ● ● ● ●

研究倫理コンプライアンス ● ● ● ● ● ● ●

国際プロジェクト ● ● ● ● ● ● ● ●

地域貢献 ● ● ● ● ● ●

専門分野 応用マイクロ流体
システム

高エネルギー物理学、
素粒子物理学実験

化学工学、
ナノ材料化学

脳神経外科学 遺伝・ゲノム動態
科学技術社会論、
科学計量学

メディア・ジャーナリズム研究
教育行政、
スポーツ行政

グローバル・コモンズ
マーケティング、
ブランドマネジメント

総長・理事のバックグラウンドの多様性

経
歴
・
活
動
経
験

図2  未来社会協創推進本部アドバイザリーボード委員（2022年7月時点）＊オブザーバー

※1 未来ビジョン研究センター 教授、グローバル・コモンズ・センター ダイレクター ※2 グーグルバイスプレジデント アジア太平洋地域・日本マーケティング担当、株式会社ローソン社外取締役　

図1  経営協議会学外委員 
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新たに採用する研究者のうち女性の割合
大学教員（特定有期雇用教職員のうち卓越教授及び特任教員を含む。）における女性比率（各年5月1日現在）
教職員の女性管理職割合（各年4月1日現在）
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2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを達成するため

の行動計画『UTokyo Climate Action』を策定しました。計

画では、Scope1、2、3における温室効果ガス排出量を算定

し、各Scopeにおける2030年、2040年、2050年までの削減

目標を設定しています。

　Scope1は、学内での燃料の使用等による直接的な排

出、Scope2は、大学が購入した電気などによる間接的な排

出が該当します。そして、Scope1､ 2以外の全てが該当する

Scope3には、大学が購入した商品、サービス、資本財等の

製造に係る排出や、他の事業者に委託した輸送に係る排出、

教職員の通勤や出張に係る排出等あらゆるものが含まれます。

Scope3-1と3-2（ともに、購入した製品・サービスや資本財

に起因する間接排出）が特に大きいことが分かりました（図1）。

Scope３まで踏み込んで算定している大学は、世界的にもま

だ少なく、先進的な試みです。

 『UTokyo Climate Action』では、2030年までに排出量を

半減、2050年までにネットゼロを目指す方針を掲げています。

Scope1､ 2では、本郷、駒場、白金の主要キャンパスで太陽光

パネルの設置等、創エネに向けての準備を始めました。Scope3

では、学内から排出される様々な廃棄物の減量策として、ペット

ボトルにかわるウォーターサーバーの積極的な設置を計画してい

ます。また、文京区内の4大学（東洋、日本薬科、お茶の水女子、

日本女子）とGXを軸にした協力体制の構築も進めています。

　一方、今回の算定により、日々の大学活動における物品の

購入、資材の生産にいかに多くのCO2を排出していたことが

分かりました。この達成は容易ではありません。そもそも、温室

効果ガス排出量実質ゼロは東京大学だけが目標を達成しても、

地球規模では大きな貢献にはなりません。本学が目標を達成

することで、行動変容が促進されれば、社会が変わり、一般家

庭や社会全体の排出量も

大きく変わります。加えて、

東京大学はこれまで以上

に、研究成果、人材輩出

を通してGXを推進し、大き

な経済の流れをつくり、社

会を活性化させていくこと

に貢献していきます。

東京大学におけるGXの現在地と未来

　地球温暖化のリスクとして、温室効果ガスの影響が一般に

認知され始めたのは1980年代後半になってからです。東京大

学では、1994年にマサチューセッツ工科大学（MIT）、スイス

連邦工科大学（ETH）とAlliance for Global Sustainability

（AGS）を発足し、人間地球圏の存続を求める大学間国際

学術協力としてスタートさせました。世界の大学におけるサス

テイナビリティ関連の初めての挑戦だったと言えます。その

後、1998年には、大学院新領域創成科学研究科が新設さ

れ、環境学が据えられました。2005年に、サステイナビリティ

学連携研究機構（IR3S）が発足（2019年、未来ビジョン研究

センターに改組）。2008年には、サステイナブルキャンパスプ

ロジェクト（TSCP）が開始しています。

　東京大学の基本方針「UTokyo Compass」で、GXが大き

な柱として据えられた背景には、長年にわたり積極的に展開さ

れてきた研究・教育活動による知の蓄積がありました。

　東京大学は、2021年10月、日本の国立大学として初め

て、国連気候変動枠組み条約事務局（UNFCCC）が展開す

る、国際キャンペーン「Race to Zero」に加盟し、今年10月、

図1  東京大学のScope1、2、3における温室効果ガス排出量の算定状況（2022年10月
段階 暫定版）
※Scope 3の算定においては、各年の財務データより活動量を推定。LCAデータベース
IDEAv2.3を用い、GHG排出量を算定。一定の不確実性を有する算定結果。　
※北海道や秩父など全国に7ヵ所にある演習林のCO2吸収分は 119,794 t-CO2/y 相当
（2020）（Race-to-Zeroではカウント不可）

東京大学におけるD&Iの現状 アカデミアとしての挑戦

事業体としての挑戦

　東京大学は、構成員の「多様性（Diversity）」が本質的に

重要な意味をもつことを認識してきました。2003年の国立大

学法人化の前には、東京大学の理念と目標を明らかにし、組

織・運営の基本原則となる「東京大学憲章」を制定しました。

その前文では、すべての構成員が国籍、性別、年齢、言語、

宗教、政治上その他の意見、出身、財産、門地その他の地位、

婚姻上の地位、家庭における地位、障害、疾患、経歴等の事

由によって差別されることのないことを保障し、広く大学の活

動に参画する機会をもつことができるように努めることを定め

ています。

　それから20年近く、社会が急速に変化していく中で、性自認

や性的指向などの性に関する多様性、価値観の多様化を反映

したライフスタイルなど、多様性の概念自体も拡大しました。大

学においても、構成員の多様性を一層尊重するために、「包摂

性（Inclusive）」のさらなる推進が求められるようになりました。

ングデイでは制定記念シンポジウムを

開催し、学内構成員にリーフレットを配

布（図2）するなど、一層の意識啓発に

努めています。

図1 「東京大学ダイバーシティ&インクルージョン宣言」
の詳細はこちら

図2 「東京大学 ダイバーシティ&インクルージョン宣言」
リーフレット

UTokyo CompassとD&I

　UTokyo Compass（2021年9月）では、様々な背景を有

する多様な出自の構成員が相互の交流・対話によって視野

を広げ、新たな価値の創出につなげることができる魅力あるイ

ンクルーシブキャンパスを実現することを目標に掲げています。

そのために、構成員の多様性やコミュニティの多元性を高め

ると同時に、誰もが安心して学び、働き、活動することのでき

るよう、雇用システムや相談体制をはじめとする人的・物的環

境整備を進めています。そして、対話を実践し相互信頼をはぐ

くむ文化の形成の実現に向けて行動しています。

　その一つが、2022年3月から実施している「UTokyo D&I 

キャンペーン2022」です。2022年6月には、「東京大学ダイ

バーシティ&インクルージョン宣言」を制定し（図1）、多様性が

尊重かつ包摂される公正な共生社会の実現を促していけるよ

う、東京大学の活動に関わるすべての方々に向けて発出しま

した。多様性と包摂性を推進していくことは、東京大学が学

術における卓越を達成し、知のイノベーションを生み出し、グ

ローバルに活躍する人材を輩出するためにも、極めて重要で

す。そこで、策定にあたり、総長と学内構成員との対話イベン

トを開催し、全構成員を対象とするアンケートを実施し、可能

な限り多くの構成員の声を反映しました。公表後のホームカミ

D&Iに向けた目標と取組

　東京大学は、具体的な目標として、2027年度までに、新た

に採用する研究者のうち女性の割合を30%以上（2021年

度実績25.6%）、大学教員（特定有期雇用教職員のうち卓

越教授及び特任教員を含む。）における女性比率を25%以上

（2022年5月1日現在16.7%）、教職員の女性管理職割合を

25%以上（2022年4月1日現在19.3%）（図3）とすること、ま

た、外国籍研究者数を2019年度比で20%増加（2022年5月

1日現在15.4%増加）させることを目指しています。次世代育

成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律に基づく「一般事業主行動計画」においても、

女性教員採用比率（30%）の目標を掲げ、取組内容等を策定

し、公表しています。

　また、D&I意識啓発セミナーをはじめとする研修を定期的に

実施し、2020年12月から2021年1月にかけては本学構成員

全員を対象に「東京大学におけるダイバーシティに関する意識

と実態調査」を行うなど、将来にわたって、世界の誰もが来た

くなる活気あふれるキャンパスづくりを目指しています。

図3  D&Iに向けた数値目標と推移

東京大学におけるD&Iの現在地と未来
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対話と信頼の相互連関から 

ひらかれる価値創造への歩み
大学の特性である中立性に対する社会からの信頼と、

長い時間軸の中で積み重ねてきた卓越した知があるからこそ、

私たちは解決の難しい様々な課題解決に貢献できます。

また、人類普遍の真理の探究は、大学という場を通して、世代を超えて受け継がれ、発展していきます。

東京大学が担う二つの役割と多様な時間軸に沿って、主な取組について紹介します。

Ⅲ  成果報告



機能拡張

短期

社会へのインパクト

　安藤忠雄特別栄誉教授が設計した現代建築の一室に設け

られたマルチディスプレイシステム「Liquid Galaxy」。55インチ

サイズのディスプレイを縦使いで7台連結したこの大画面の中

に現れるもう一つの地球（以下、「デジタルアース」）。そこに描

かれた戦争の記憶や震災の記録は、観る者に「データの向こう

側には人が存在している」ことを想起させ、距離的・時間的に離

れたものごとを自分と地続きに感じさせる力で、揺さぶります。

 「パソコンの小さな画面では、ゲームのように感じられて現実

感が乏しくなりがちです。でも、このサイズでみると、本当に目

の前で起きている出来事だと感じられます」と、渡邉英徳情

報学環・学際情報学府教授は、自らは「作品」と呼ぶデジタル

アーカイブ映像を、大画面に描き出すことの意義を説明します。

そして、「ぜひ一人ではなく、複数で観ていただきたい」と続け

ます。感想や発見を語り合い、そこに「対話」が生まれることを

期待しての言葉です。

　デジタルアーカイブとは、文字通りデジタル技術により作成

協働により、ばらばらに存在してきた複数のデジタルアーカイブ

を、仮想空間の「もうひとつの地球」の上で融合することで、よ

り深い知識を提供できるのです。自らを「情報アーキテクト」と

称する渡邉教授の情報デザイン手法には、人々の行動を分析

して空間を作り、建築作品を通じてより良い未来を社会に語り

続けた建築家・小嶋一浩（1958-2016）のもとで学んだ学生

時代の経験が活かされています。

　このようにして創り出されたのが、広島・長崎の被爆体験の

証言や東日本大震災の記録をデジタルアース上に集約して

保存する「デジタルアーカイブズ・シリーズ」（図1）、AIとヒトの

コラボレーションによりモノクロ写真をカラー化し、SNSユーザ

や専門家、ときには当時の様子を知る人々との対話をもとに

されたアーカイブ（貯蔵庫）のこと。保存対象は、博物館や図

書館などの収蔵物から有形・無形の文化・産業資源など多岐

にわたります。デジタルアーカイブの目的は、それらの情報を保

存・蓄積し、データベース技術等を用いて活用していくことです。

さらに渡邉教授は、そこに「多元的デジタルアーカイブズ」とい

う概念を取り入れます。国境や世代を超えた多様な人々との

色を補正しながら、より鮮やかに「過去の記憶」を蘇らす「記憶

の解凍」プロジェクト（図2）、そして、インターネットで結ばれた

世界中の人々との協働により、ウクライナ侵攻による破壊状

況を共有する3Dモデル・マッピングプロジェクト（図3）などから

生まれた「作品」です。2022年8月には、米国・国連本部にお

けるNPT（核兵器不拡散条約）再検討会議の開催に合わせ

て、現地の東京大学ニューヨークオフィスにLiquid Galaxyを

設置し、アーカイブ作品を紹介する「テクノロジーでつながる平

和活動」展を開催しました。被爆者との「対話」の場も設けら

れたこの展覧会は、わずか2日間の開催にも関わらず、国内外

から10件以上のマスメディアの取材を受け、大変な関心を集

めました（図4）。

　渡邉教授は、2022年4月から広報戦略本部副室長も務めて

います。「◯◯年前の今日」に起きた歴史的な出来事と、東京

大学との関係を掘り起こして発信する「#今日は何の日」ツイート

企画は、東京大学のもつ無形の価値を多くの人々に伝えて大

きな反響を呼び、新しい「対話」を次々に生み出しています。

　企業の経営判断や行政の施策決定に用いられるデータ

も、もとは人間が生み出しているものです。渡邉英徳研究室

では、デジタルアーカイブの研究で培った情報デザイン・可視

化の手法を用いて、企業経営や行政での意思決定に貢献

する研究も進めています。例えば物流会社との共同研究で

は、「生きた人」であるドライバーそれぞれにボトムアップな交

通情報を提供するナビゲーションシステムの構築に取り組ん

でいます。また、大手出版社・電子書籍の配信企業と進めて

いる寄付講座では、未来社会における"新たな読書体験"を

提供する「新しい本」の開発・社会実装の研究を、多くの専門

家・学生たちとともに進めています。「未来の社会は若い人の

もの。その人たちが主体となって作り上げられていくことが大

切です」と語る渡邉教授は、この寄付講座と教養学部（前期

課程）学生向けの総合科目を連動させ、若者たちの自由な発

想を引き出しています。

渡邉英徳研究室所属の大学院生によるスタートアップ・株式会社Eukaryaが開発したデジ
タルアース・プラットフォーム『Re:Earth』を用いて、学生たちが自由な発想でコンテンツをつ
くり「新しい本」を提案した作品群。2022年度前期、この科目には理系・文系あわせて約50
名の履修があった。

図4  東京大学ニューヨークオフィスで開催された「テクノロジーでつながる平和活動」展。デ
ジタルアーカイブを触媒にして、被爆者と多様な人々の交歓が生まれた。

Liquid Galaxyに表示されたデジタルアーカイブを説明する渡邉英徳 教授（撮影：中島みゆき）

図3  Satellite Images Map of Ukraine
https://cesium.com/ion/stories/viewer/?id=8be6f99c-0d4c-46ce-91a3-313e3cac62fe
ウクライナの被害状況を伝える衛星画像を収集し、現地の市民が収録した3Dデータなどと
組み合わせてマップ化したもの。

図1  ヒロシマアーカイブ （https://hiroshima.archiving.jp/index_jp.html）
デジタルアースに再現された1945年の広島。地元の高校生が聞き取りした被爆者の顔写真が、被爆した場所にプロットされ、
赤い球が原爆の火球を表現する。俯瞰的な視点から対象にユーザをいざなう「シークエンス」は、建築的な視点でデザインされ
たもの。

図2  カラー化された長崎原爆のきのこ雲の写真。渡邉教
授は、ソーシャルネットワーク上で毎日、その日に起きた過
去の出来事に関連するモノクロ写真をカラー化して紹介し
ている。ユーザとの対話を経て、カラー化写真はバージョ
ンアップし続ける。

国境や世代を超えた多様な人々との協働によって紡がれた多元的デジタルアーカイブズ。情報デザインとアーカイブの方法

論を用いて、最新のテクノロジーによって仮想空間に構築された進化し続ける「記憶の貯蔵庫」は、より良い未来へ向けて、

人々の想いをつなぎます。

情報デザインとアーカイブの方法論
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化は限界に達すると予想されて

いました。では次の半導体に求

められるものは何かと考えた際、

柔らかさを活かした有機半導体

の時代が来るのではという期待

がありました」と染谷教授は語り

ます。曲がるディスプレイなど世

界中で柔らかいトランジスタの研

究がされる中、ある時、染谷教

授は「大面積かつ曲がる特徴は

まさに人間の皮膚の特徴そのものだ」と気付きます。カメラな

ど代替品がある視覚や聴覚と異なり、皮膚感覚には代わりが

ありません。その実現に向けたプロジェクトが始まりました。

　これまで染谷教授の研究チームが開発してきた有機デバイ

スは四つの世代に分けることができます。一番初めは下敷き

のようにしなるセンサーをロボットの表面につけ、ロボット用の

皮膚になるもの。第2世代が伸び縮みして皮膚に貼れるよう

になったもの。この人工皮膚はアメリカ『TIME』紙の表紙に

もなり、2005年のinvention of the yearとして特集され、広

く知られるようになりました。さらに第3世代ではそれを世界最

薄1マイクロメートル厚の高分子基材上に作ることによって、

複雑な表面上でも貼り付けが可能になり、機械から人へと対

象が移行しました。第4世代では、生体を長期間測定するた

めに、フィルムに通気性を持たせ生体と親和性のあるデバイ

スを開発しました。一週間続けて貼っても蒸れや炎症などのリ

スクが低減されることが実証され、安心して皮膚に貼り付けて

計測ができるようになりました。今後はさらに期間を延ばし、心

電、体温、脈以外の計測も可能にし、複合的に解析すること

を目指します。

　一方で、「どんな技術でも良い面・悪い面があるので、我々

は技術の持っている性能と、社会的な受容性について注意

深く考察し、社会との対話の中でコンセンサスを得ながらうま

く使っていく必要があります」と染谷教授は語ります。半導体

を皮膚に着けるということは身体への侵襲度が低くても、サイ

ボーグのように人体と機械が一体化していくような世界。本来

人間が持っているパフォーマンスを超えたサポートを機械がす

る可能性もあります。倫理面や社会的コンセンサスに十分に

配慮しながら、例えば老化によって衰えた身体機能を機器の

サポートで健康な状態と同じような状態まで回復できる可能性

もあるので、メリット・デメリットを理解した上で使っていくことが

重要になります。

 「束縛条件をなくすことにより装着時の負荷を軽減し、人間の

活動を阻害せず長期間正確なデータを計測できるデバイスを

開発するというのが我々の研究です」と語る染谷教授。個人

差が大きい人間の体調に踏み込み、人の健康寿命を延伸す

ることを目指してデバイスの開発を続けています。

　皮膚に直接貼り付けるデバイスはまだ実用化されておらず、

安全性を確認する基礎研究の段階ですが、人体にセンサーを

貼り付けると、動いてもずれず、正確かつ長期的に人の生体

の情報を計測できることが分かりました。

　そこから研究室発のスタートアップとして、服に直接つける

伸び縮みセンサーの商品化に成功しています。例えば、その服

を着るだけで3誘導の心電が計測できるもの。服の適切な場

所にセンサーが縫い付けられているからで、患者は、自宅に届

いた服を装着し、心電を計測して医師に返すだけ。宅配便で

行える心電計測が可能になりました。患者は病院に行かずに

医療サービスを受けられ、待ち時間なく必要な時に必要な分だ

け検査することができるようになっています。

　今後、心拍数、心電、呼吸、脈、血中酸素濃度などのバイ

タルサインをウェアラブルなデバイスで計測することが普及す

れば、医療の面ではもちろんのこと、スポーツ分野などでも活

用されることが期待できます。

社会へのインパクト

工学系研究科
染谷隆夫 教授

「医学分野」と「工学分野」が垣根を越えてコラボし、より高度な医療環境の実現に貢献するのが、医工連携研究（医工学）

です。薄くて軽くて曲げても壊れず叩いても壊れない、非常に耐久性に優れた「皮膚に貼り付けられる新しいデバイス」が、

未来の医療に革命を引き起こす様を紹介します。

医工連携研究 皮膚に貼れるウェアラブルデバイス

　工学系研究科長を務める染谷隆夫教授の研究チームは

これまで一貫して、皮膚に貼れるほど柔らかく、ウェアラブルな

大面積有機電子デバイスの研究・開発を続けてきました。有

機デバイスは薄く軽くて、曲げても壊れない、柔らかくて非常に

耐久性に優れた新しいデバイスとして期待が高まっています。

染谷教授は生体とエレクトロニクスを調和・融合させ、医療へ

と応用していくことを目指しており、これまでに世界最軽量かつ

最薄の柔らかい集積回路や発光素子、有機太陽電池の開発

に成功しています。

 「半導体研究のメインストリームはシリコンでしたが、その微細

第4世代のデバイスには通気性を持たせているため、貼り続けても長期間生体の情報を計
測可能になった。

患者自ら装着可能な着衣型心電計測システム。あらかじめ電極位置を正確に設定している
ため、服を着るだけで3誘導の心電が計測できる。

第2世代の有機デバイス。伸び縮みして皮膚に貼れるようになり、世界に広く知られるようになった。

© 2022 Xenoma Inc.
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機能拡張

短期

や研究分野を、稲見教授は「人

間拡張工学」と呼び、様々な装

置を開発しています。例えば、足

を使うことで阿修羅像のように

第3、第4の腕を操ることができ

る装置である「MetaL imbs」。

離れた場所の人と二人羽織が

できる「Fusion」は、ロボットアー

ムをVRで遠隔操作できるシステ

ムで、共同作業をしたり、手首を

掴んで動きをコントロールすることで離れたところから楽器やス

ポーツを教えることができます。

　このようなデバイスを用いて身体拡張することにより、道具

身体だけではなく人間の心理面に、どのような影響が生じるの

でしょうか。「人間拡張の技術に対し、初めて体験された方は

皆、まず驚き、その後は笑顔になります。『できる』が増えると、

人はうれしくなるようにできているようで、たとえ新しい身体で

あっても、それを動かせること自体が楽しいと思えるのです」と

稲見教授は語ります。

　一方、デバイスにより新しい身体部位を拡張した後に、それ

を外しても元に戻れず、不可逆的な変化が起きる可能性も想

定されます。例えば自転車を身体拡張の一例と捉えたとき、一

度自転車に乗れるようになると、乗れなくなるようにすることは

とても困難です。さらに、テクノロジーの役割は行動の可能性

を広げることなので、悪いことができる可能性を広げてしまうこ

とも考えられます。テクノロジーの導入にネガティブな影響も想

定しておくべきと、研究者としての責任を問う稲見教授は、実

際に、メタバースをトライアルが可能な実験室として使い、技

術が現実の世界に登場する前に、悪影響の可能性を発見で

きる場を作ろうとしています。

 「皆さんが技術の力を使えば、昨日できないことが今日できるよ

うになり、今日できないことも明日はできるようになるかもしれま

せん。そう信じることができるなら、未来に対してポジティブにな

れるのではないかと思っています」と自らの研究の意義を語る

稲見教授。「できる」を増やし、身体の自在化、さらには心の自

在化を求めて研究を続けています。

以上に自分の身体と思えるものができた際、私たちはその機能

を学習し、最適な拡張度合いを見出し、限界点を探ります。そ

のような新しい身体性と、それを制御する脳の関係性を情報

学的なアプローチを使いながらモデル化し、「身体情報学」と

いうサイエンスとして明らかにすることを稲見教授は目指してい

ます。

　ではこのようなデバイスで、人間が何かを新たに知覚した際、

　身体自在化のための技術や装置を開発することによる工学

的なインパクト、さらにそれが身体や脳にどのような影響を及ぼ

し、どのような関係を持つのかを明らかにするサイエンスとして

のインパクトが期待されます。稲見教授はさらにサイエンスと社

会をつなげる文化的な側面でも貢献をしたいと述べ、その背景

には自身が大きく影響を受けてきたSFの存在があると言いま

す。「良いSFは95パーセントのリアルと5パーセントのフィクショ

ンから成ると言われていますが、私たち研究者の仕事は、その

5パーセントをリアルにする方法論を考えることです」と語る稲

見教授。実際に「光学迷彩」の技術を使った透明なマントを開

発し、それが著名な漫画で取り入れられるなど、既に文化面へ

の影響も与え始めています。

社会へのインパクト

先端科学技術研究センター
稲見昌彦 教授

「人間がやりたい作業」を、機械やコンピュータを駆使して、より心のままに行えるようになる。高度情報化社会にふさわしい

身体像を求め、さまざまな技術を駆使して人間本来の能力を飛躍的に高める研究が人間拡張工学です。「身体の自在化」、

「心の自在化」を求め、誰もが活躍できる社会の創出を目指します。

人間拡張工学による身体の自在化支援

　先端科学技術研究センターの稲見昌彦教授は、機械によ

る「自動化」と並立する概念として、身体の「自在化」を提唱し、

さまざまな技術を駆使して人間の能力を高める研究を続けてい

ます。

　身体の「自在化」を稲見教授は次のように定義します。「例

えばただ遠くへ行くという目的を果たすためならば、自動運転

の車で十分です。しかしそれだけでは、車を自分の身体のよう

に操ってみたいとか、うまく走れた感覚を体験してみたいとか、

そういう部分は失われてしまう。そこで、まるで自分の体を動か

すように自由自在にやりたいことを助けてくれる技術体系もあ

るべきと『自動化』に対比・並立する言葉として『自在化』とい

う言葉を用いて、研究を始めました」

　その「自在化」を実現するための人間の能力を高める技術

 ［Fusion］   提供 ： 東京大学 稲見・門内研究室&KEIO MEDIA DESIGN
遠隔操作により、離れた場所の人と二人羽織ができる。二人羽織している人とされている人の親密感が高まるため、コミュニケーションメディアでもあるという。

 ［光学迷彩マント］  撮影： Ken Straiton
入射した光を漏らさず真っ直ぐ返す再帰性反射材を使って透明になるマントを開発。SNS上
の東京大学公式アカウントで紹介されると話題を呼び、アカウント史上最大のヒットとなった。

 ［MetaLimbs］  提供  ： 東京大学 稲見・門内研究室&KEIO MEDIA DESIGN
足を使うことで阿修羅像のように第3、第4の腕を操ることができる装置。より使いやすく、身
体化しやすい装置の開発が続けられている。
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二つの附属病院におけるがんへの挑戦①

学術的知見の蓄積による

がんゲノム医療の高度化

院内完結型の最大のメリットは、自ら確認しておきたいデータを直接見て、検証することができるこ

とにあります。外注で得られる規定のレポート記載内容の範囲以外にも、参考所見として実際の

解析データからきめ細かく情報を得ることができる、さらに、院内の臨床情報や生体試料（腫瘍組

織など）と連結可能であるため、学術的に極めて価値が高い情報の蓄積に繋がり、研究の促進

やゲノム医療の発展に寄与します。

ゲノム解析技術の

臨床実装の推進

将来的には、本院だけでなく、がんゲノム医療中核拠点病院を中心に同じような院内完結型の

体制をもつことが理想であると考えています。本院の経験やノウハウを他機関と共有したり、共同

実施したりすることを通して、国内のゲノム医療の人材育成にも貢献していきます。

機能拡張

短期

近年、遺伝子情報に基づくがんの個別化治療により、治療の幅がこれまで以上に広がっています。医学部附属病院では、

がんの専門的かつ先端的な診療としてがんゲノム医療にも力を入れており、このたび、遺伝子のプロファイリング検査を外

注メインから病院内で完結できるようにしました。がんゲノム医療の加速化に貢献します。

医学部附属病院──院内完結型がんゲノムプロファイリング検査

　2022年7月、東京大学医学部附属病院は、国内の医療機

関で初となる、院内完結型の保険収載がんゲノムプロファイリ

ング検査（右頁参照）の実施体制を構築しました。日本におい

ては、2019年にがんゲノムプロファイリング検査が保険適用

となり、指定された医療機関において検査を実施する体制と

なっています。現在までに4万人を超える患者に対して保険診

療としてがんゲノムプロファイリング検査が行われていますが、

ゲノム解析の工程については、全ての検査が海外の検査機

関もしくは国内の限られた検査機関に外注して行われてきまし

た。そのため、病院の現場で治療方針を決めるエキスパートパ

ネル（専門家会議）は、検査機関が出した解析レポートの結果

にしかアクセスできず、生データを確認することができないため、

データに関する様々な疑問点が解決されないジレンマがありま

した。今後は、各地の医療機関が自前でゲノム解析検査を行

う形が望まれます。医学部附属病院はその先鞭をつけたとい

うことになります。

　今回、医学部附属病院では、検査室にゲノム解析の設備

である次世代シークエンサー（以下「NGS」）を導入し、検査実

施に関して国際的な第三者認定（ ISO 15189）を受けたこと

で、このゲノム解析を含め、全て院内で実施できる体制を整え

ました。これにより、自ら検体のチェックからシークエンス解析ま

で、一連のプロセスを院内で統括することで、エキスパートパネ

ルの議論を深め、より患者への還元につなげることが可能とな

りました。既に医療の現場で治療にも適用されています。ゲノ

ム診療部長の織田克利教授は「今後、日本においてゲノム医

療を安定的に提供していくためには、がんゲノム医療中核拠

点病院の指定を受ける東京大学医学部附属病院が、国内の

ゲノム医療をリードしていけるよう、院内検査室体制を整備す

ることが必要と考えました」と話します。

　体制構築を可能にしたのは、ハイレベルな検査部のスタッ

フたちによる尽力です。彼らは通常の検査項目のみならずゲ

ノム解析にも精通しています。一般的な血液検査等を行って

いる病院の検査室にNGSを設置し、元からの病院検査スタッ

フが対応しているのです。「欧米では当たり前のことですが、

NGSを病院の検査部門で使い、実臨床に還元できているの

は、国内では本院だけです。検査部長として、先端的な検査

室運営を行いたいと以前より考えていたところ、検査部のス

タッフが前向きに取り組んでくれた結果です」と矢冨裕教授は

話します。

　こうした保険診療のゲノムプロファイリング検査の院内実

施だけでなく、独自にTodai OncoPanel（トウダイ オンコパネ

ル）検査を開発し、自由診療で患者に提供しています。Todai 

OncoPanelはDNAパネルのみでなくRNAパネルも搭載した

多機能型のがんゲノムプロファイリング検査であり、DNAと

RNAの両方を調べることで、DNAパネルのみで分からない融

合遺伝子など、非常に詳細な情報を得ることができます。これ

までに500例以上を解析した実績があり、保険診療という軸に

なる検査と、東京大学ならではの先駆的なゲノム検査とを組

み合わせることで、より高度ながんゲノム医療の提供に努めて

います。こうした画期的な取組は他の医療機関からも注目を集

めており、今後は、他院からの検査の受託を開始し、保険診

療のがんゲノムプロファイリング検査の提供体制を拡充するた

めのロールモデルとして、診療・教育・人材育成・研究への貢

献を目指します。

 ［がんと遺伝子］
　がんは遺伝子の異常がもとで起こる病気ということが分かっ

ています。これまでの研究で、異常を起こしやすい遺伝子が特

定されてきており、また、遺伝子異常の種類によって、がん細胞

の特徴や治療薬の効果が異なることも明らかにされています。

 ［がんゲノム医療］
　近年、同じ種類の遺伝子異常があれば、違う臓器で認められ

ている治療薬の効果が期待できることが分かってきており、臓

器ごとではなく、がんの原因となる遺伝子異常ごとに薬剤を選

択できるようになることが期待されています。このように遺伝子

異常の情報に基づいた治療を「がんゲノム医療」と言います。

 ［がんゲノムプロファイリング検査］
　がんと関係する遺伝子は数百種類以上あると言われてい

ますが、これまでの保険適用で認められている遺伝子検査で

は、あらかじめ狙いを定めた遺伝子異常を一つ一つ検査する

方法であるため、時間がかかり、また検査できる遺伝子異常

の数も限られていました。現在、がんゲノム医療において、検

査結果を活用して実際に治療に到達できるのは1割弱と言わ

れています。新しい遺伝子検査である「がんゲノムプロファイ

リング検査」では、1回の検査で数十～数百種類の遺伝子を

調べることができるため、遺伝子異常の検出率が上がり、自

分のがんにあった治療薬が見つかる可能性が高まることが

期待できます。

院内完結型がんゲノムプロファイリングの検査実施体制

医学部附属病院検査部
矢冨裕 部長／教授

医学部附属病院ゲノム診療部
織田克利 部長／教授

がんゲノムプロファイリング検査とは

社会へのインパクト

ゲノム診療部

クラウド環境

院内診療科

連携病院

病理部

エキスパートパネル

遺伝子検査室

FFPE 血液検体
検査依頼

解析プログラム

※医療機関向けクラウドサービス利用
　セキュリティリファレンスに準拠

生データ
解析データ
IVDレポート

測定データ（BCL）

導入コストや
サーバー専用室が不要

シークエンシング
核酸抽出
ライブラリー調整

IGV目視確認
レポート確定
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第Ⅲフェーズ第Ⅱフェーズ第Ⅰフェーズ

高度な抗がん剤

治療の提供

日本人の2人に1人ががんになると言われており、これはつまり、半分の人が人生のうち1回は抗が

ん剤治療を受けるかもしれないということです。抗がん剤専門医と消化器の専門医が連携し、最

も重要な疾患の1つであるがんの診療に注力します。他大学・病院のモデルとなるようなチーム構

築を目指します。

不足する専門医の育成

高いポテンシャルを持つ研修医たちが、専門的に抗がん剤治療を学び、実践する拠点となること

で、抗がん剤治療専門医を輩出します。将来的には、がん医療の発展に貢献できるような人材育

成を目指します。

がん治療における

国際的プレゼンスの向上

国際的な臨床試験や臨床研究に声がかかる日本の医師の数はまだまだ限られています。診療と

研究の実績を増やし、世界全体の抗がん剤治療の発展に貢献します。

高齢化社会で、がんは誰にでも起こりうる身近な病気です。そして、「手術、放射線、化学療法」は、がんの三大治療法です。

昨年医科学研究所附属病院を含めて、東京大学に初めて固形がんの化学療法を専門とする診療科が設立されました。な

ぜ現在の医療で化学療法専門医が必要なのか、朴成和診療科長に伺いました。

医科学研究所附属病院──東京大学初の腫瘍専門科開設

　東京大学医科学研究所附属病院（以下「医科研病院」）は、

1894年に伝染病研究所の附属病院として、当時脅威であっ

た感染症の研究と治療をつなぐための医療機関として設立さ

れました。125年という長い歴史をもつ医科研病院は、現在、

国内唯一の国立大学附置研究所附属病院でもあります。現

在も、設立当時の使命を受け継ぎ、難しい病気に対する画期

的な診断や治療法を開発し、実際の医療につなげることを使

命としています。

　この医科研病院に、2021年7月1日、腫瘍・総合内科が新

設されました。これは固形がん（血液のがん以外）の化学療法、

いわゆる抗がん剤治療を専門的に行う腫瘍内科です。がんの

診療にこれまで以上に注力するとともに、従来の総合内科の

機能を併せ持つことで、消化器疾患などの複数の診療科の

専門家と協力して、副作用・合併症への対応や患者の生活を

大切にした治療を提供していきます。

　腫瘍内科新設の背景には、日本の医療において、腫瘍内

科の歴史が浅く、抗がん剤治療の専門医を育成する機関が

少ないという課題があります。今、日本人の2人に1人ががん

になるという状況の中で、抗がん剤治療の専門医は日本に約

1,000人程度と言われています。診療科長を務める朴成和教

授は、「実は医学生の間は、抗がん剤治療について学ぶ優先

度は高くありません。研修医として実際に医療の現場に出たと

きに、がん患者の数の多さに驚きます。そこで初めて抗がん剤

治療のニーズの高さに気付くのですが、抗がん剤治療を専門

的に勉強できる場所がないのです。世界的にも、抗がん剤治

療は日々進歩していますが、日本のプレゼンスは高くありません。

我々はプロフェショナルとしての専門医を育てたい。まずは東

京大学が人材輩出のモデルとなり、日本の抗がん剤治療の

発展に貢献したいと考えています」と語ります。

　腫瘍・総合内科では、既に確立された治療法の最適化だけ

ではなく、新たな治療の臨床研究にも取り組みます。その一つ

が、ポストゲノム時代を視野にいれた、プロテオーム解析など

の新たな診断技術を用いた治

療法です。がんは遺伝子（人体

の設計図）の異常によって引き

起こされますが、実際には、この

設計図の情報に基づいてタンパ

ク質が生成され、そのタンパク

質ががん細胞の内外で働くため、

ゲノムだけではなくタンパク質を

調べるプロテオーム解析も必要

となります。がんの増殖は、その

信号を伝達する物質（リン酸化）が受け渡されることで生じます

が、この伝達経路を特定し、抗がん剤を使って伝達を止めるこ

とで、がんの増殖を抑える治療を行います。発がん過程がシン

プルな場合は、一つの経路を特定できれば、ゲノム治療で効

果的な治療ができますが、消化器のがんは、発がん過程が多

段階で、複雑な経路を持つため、多数の増殖経路の一つ一

つを順番に断っていく必要があります。「がんも細胞ですから、

最初の経路を断てば、生き延びるために第2、第3の道を探し

ます。そこで、抗がん剤投与後の相手の出方に応じて戦略を

立てる。詰将棋のような治療法を確立していくことが私たちの

目標です」と朴教授は語ります。

　このたび東京大学医学部附属病院では、2022年12月に、

腫瘍センターを新設します。朴教授がセンター長を併任し、附

属病院における抗がん剤治療の集約化することで、より高度

な治療を提供することを目指しています。医学部附属病院の

各診療科の医師や看護師と連携し、化学療法の患者を対象

に診療システムを構築していきます。
※この取材は2022年10月に行いました。

腫瘍・総合内科 
朴成和 診療科長／教授 

詰将棋のような治療（Adaptive Precision Medicine）

二つの附属病院におけるがんへの挑戦②

腫瘍センターの新設

社会へのインパクト

腫瘍センター構想

医師だけでなく、看護師や薬

剤師、栄養士など様々な専門

家が参画し、抗がん剤治療を

効率的に且つ安全に行う体

制を構築します。

患者の検体血液検体や組

織検体のバンキングやデータ

ベースの構築により、得られた

情報を研究に活用します。

左記Ⅰ診療とⅡ研究の両面で

の人材育成及び研修を実施

し、抗がん剤治療を学びたい

医学生や研修医の受け皿に

なります。

チーム編成 研究基盤の構築
抗がん剤専門医の
人材育成拠点へ

 腫瘍センターの概要

※センター長、副センター長、
　病棟看護師、病棟薬剤師等を配置

※実施診療科から
　医師の人員支援

コロナB9病棟での経験を生かしたスキーム
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培養肉とは、動物から採取した細胞を人工培養により増やし、組織形成することにより作られる、新しい食肉です。まさに無

から有を生み出す、細胞を使った究極のものづくり。食肉1.0（狩猟文化）、食肉2.0（家畜文化）につぐ、食肉3.0の時代が

未来の食卓に革命を起こします。

食肉3.0時代の到来「培養肉研究」

環境保護
培養肉が実用化された場合、牛肉と比べて、必要なエネルギー量は5割減、温室効果ガス・水は9割減、
土地は100分の1になると言われています。

食料危機の解決
気候変動に左右されない生産が可能になります。また、輸入に頼らずに地産地消ができるため、食料安
全保障の観点でもメリットがあります。

安全性
無菌状態で培養できるため、大腸菌等の汚染リスクが少なく、生食や、常温保存も可能になるかもしれま
せん。さらに、鳥インフルエンザや豚熱といった人獣共通感染症、また、それを防ぐために家畜に投与され
る抗生物質が引き起こす耐性菌の問題への懸念がありません。

フードロスの解決
世界全体で、牛換算にすると年間約7,500万頭分の牛肉が食べられずに捨てられている現状があります。
牛を育てるのには2～3年かかりますが、培養肉は1～2ヶ月のスパンで生産できるため、社会情勢の変化
等に応じて、生産量をコントロールしやすくなります。

動物福祉
現在の畜産の課題として、動物の命が奪われることだけではなく、飼育方法についても、効率最適化が重
視され、動物の快適性が二の次になっている問題があります。培養肉は少量の細胞から作製できるため、
食肉のために犠牲になる動物を減らすことができます。

培養肉の製造プロセス

社会へのインパクト

　2022年3月、情報理工学研究科の竹内昌治教授と日清食

品ホールディングスの研究グループは、産学連携の培養肉研

究において日本で初めて、食用可能な培養肉の作製に成功

しました。人口増加や人々のライフスタイルの変化により、地

球規模で将来的に食肉消費量の増加が見込まれている近年、

食肉の供給不足や、畜産による環境負荷への懸念が高まる

中、食肉の新たな選択肢の一つとして注目を集めているのが、

培養肉です。畜肉の細胞を体外で組織培養することによって

作る培養肉は、家畜を飼育するのと比べて省スペース・省資

源で生産でき、さらには厳密な衛生管理が可能になるといった

利点があることから、環境保護や食料の安定供給だけでなく、

食中毒の発生抑制や動物福祉も含めた様々な世界的課題を

解決できるのではないかと期待されています。

　ミンチ状の培養肉は、既に実用化されている国もありますが、

厚みのあるステーキ状となると、作製に高い技術力が必要で、

まだ誰も実現できていません。その前人未到の壁に挑むのが、

竹内教授です。機械工学の「ものづくり」を研究する中で、鉄

やプラスチック等の人工物ではなく生物を素材にした「いきも

のづくり」も研究するようになった竹内教授が、技術の応用先

として培養肉の作製を思いつき、企業に声をかけ始めたのは、

2008年頃のこと。当時は、その先進性から、なかなか企業側

究を前に進めてくれているのだと思います」と、竹内教授は語り

ます。

　研究グループは、2025年までに、100g台の「培養ステーキ

肉」を作成する技術の確立を目指しています。分厚い肉を作る

ためには、組織の中までどのように養分を供給し続けるか、そ

して、その実験系をどう組み上げるか等、クリアしなければいけ

ない課題は多くあります。また、培養だけで牛肉本来の味を出

すには何が必要なのかを突き止めるのも、基礎研究の面白さ。

からの理解が得られませんでした

が、日清食品ホールディングスと

の出会いにより、「培養ステーキ

肉」の実用化を目指した共同研

究が2017年度から始まりました。

その後、研究グループは、2019

年に世界で初めて、牛肉由来の

筋細胞を用いたサイコロステー

キ状（1cm×0 .8cm×0 .7cm、

重さは約1g）の培養肉の作製に

成功しています。

　ただ、これまでの培養肉は、牛

肉由来の筋細胞と、食用ではない研究用素材で作られてい

たため、味や食感については、機器による分析はできても、実

際に食べて確認することはできませんでした。今回、独自開

発した食用可能な素材のみで作製できるようになったこと、ま

た、東京大学の倫理審査専門委員会より、培養肉を試食して

評価する実験の実施について承認を受けたことで、「素材」と

「制度」の2つの課題を遂にクリアし、「食べられる培養肉」が

できたのです。「新しい研究や新しい試みに対して、様々な分

野の人がそれを支えるという東京大学の風土が、このような研

2022年3月の初めての試食会での竹内教授の感想は「歯ご

たえは割とあり、噛んでも口の中に残るくらい。ただ、牛肉その

ものの味はまだ出ていなかった」とのこと。研究室では、定期

的に試食を重ねながら、「体内でできる肉が、体外ではどう作

り込めば、体内と同じようになるのか」という大きなクエスチョン

に迫る研究を続けています。本物の牛肉のように美味しい、サ

ステナブルな「培養肉ステーキ」が私たちの食卓に並ぶ未来

は、そう遠くないかもしれません。

情報理工学系研究科 
竹内昌治 教授
「（東大には）出る杭は打つのではな
く、皆で支えようという文化がある」

湯せん調理後の「食べられる培養肉」。食用色素で赤色に着色することで、見た目は既に本物の牛肉のようです。

出来上がったサイコロステーキ状
の培養肉

出来上がった細胞のシート（筋芽
細胞モジュール）を積み重ねる

培養液を交換しながら7日間培養
を続け、組織の中で細胞を成長
させる

培養した牛の筋細胞とコラーゲン
ゲルを混ぜたものを型に流し込む

STEP 1 STEP 2 STEP 3 STEP 4

機能拡張

中長期
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人工知能（AI）の判断は、本当に客観的で公平で正しいのだろうか。AIが社会に貢献する存在となるには、技術だけでなく、

AIモデルに混在する「無意識のバイアス（偏見）」の克服が必要です。アカデミアの中立性という特性が、「対話の場」を通

して、AIと社会の問題解決に貢献します。

責任あるAIの実現に向けて

社会へのインパクト

　私たちの生活は、人工知能（以下「AI」）によって便利に

なっている一方、AIが使われることで逆に不利益を被ることも

あります。世界では、顔認証システムの誤判断による黒人男

性の誤認逮捕が起きたり、女性を低く評価する採用判定AIが

物議を醸し、開発が中止されたりと、AIが社会の差別や偏見

を再生産してしまう問題が起きています。未来ビジョン研究セ

ンターの江間有沙准教授は、著作『絵と図でわかる AIと社会 

――未来をひらく技術とのかかわり方』（2021年）において、そ

の原因を、①データの偏り、②アルゴリズムの問題、③設計者

の偏り、④社会の偏り、の4つだと述べています。設計者がこ

の4つの問題に気付きさえすれば、学習データやアルゴリズム

を修正する等、技術的に解決できる可能性がありますが、そも

そも社会に内在する偏りの存在自体に気が付くことが難しい

のが現状です。

　悪意や意図ではなく、自分の考え方の偏りに気が付かない

ゆえの「無意識のバイアス」の克服には、AI開発の上流から

様々なステークホルダーを巻き込んで議論をすることが重要

だと、江間准教授は考えています。2017年に開催された、市

民参加型の対話イベント「人工知能社会のあるべき姿を求め

て」では、情報系だけでなく法学、哲学・倫理学、社会学の研

究者、そして、弁護士や新聞記者、囲碁棋士等、多様な背景

をもつ登壇者と、集まった市民の方々とで、「AIは人間を幸福

にするか」等の議論が行われました。江間准教授は、「AIの社

会的課題の分野は、競争領域ではなく協調領域だと思います。

常に中立性が問われる大学が開催するからこそ、様々な分野

の人が協力してくださるのです」と指摘します。そして、アカデミ

アならではの強みはもう一つ。このイベントでは、東京大学の

学生やその友人の他大生が、企画・準備から、当日のファシリ

テータ・記録係、報告書の作成まで携わりました。新しいもの

に問題意識や熱意を持って取り組む学生の存在が、イベント

を成功に導いたのです。

　2020年に設立された、「人間中心」の考えに基づく責任あ

るAIの開発・利用の実現を

目指すGlobal Partnership 

on AI（GPAI）は、OECD等

が事務局を務める国際的な

ネットワーク組織ですが、こ

こでも学生たちが主体的

な役割を果たしています。4

つある分科会のうち、「仕事の未来」のワーキンググループで

は、昨年度、AIと働き方に関する事例調査として、東京大学と

同志社大学の学生が、企業や自治体におけるAI利活用の目

的や課題についてインタビューを実施しました。その根底には、

未来の仕事の担い手である学生の意見を抜きに進めていくこ

とは問題の本質を捉えない、という課題意識があったからです。

学生自らが調査を行うのは、学生も、サポートする教員も大変

ですが、「そこには労力も予算もかける意義があります。この

ような取組が、今まで声を上げられなかった人や、声が届かな

かった人々の意見も取り入れる仕組みを作っていくことに繋が

ると考えています」と、江間准教授は、「当事者」が議論に参

加すること、かつ「当事者」の声を意思決定に反映させること

の重要性を強調します。

　対話の場づくりに力を入れてきた江間准教授が、次に計画し

ているのは、「安心して炎上できる場」。最近は、製品やサービ

スが世に出た時、賛否両論がSNS上で一気に拡散されて炎上

し、サービスの提供自体が中止に追い込まれることがよくありま

す。そのような残念な事態を防ぐため、例えば、新商品やサービ

スについて、多様性や公平性といった観点から見落とされがち

な論点を、倫理、法、社会、技術等の様々な観点から予防的に

議論できる場を、大学内に作る構想です。そして、「安心して炎

上できる場所の一つに、私自身もなれたらと思います」と語る江

間准教授。「気軽に話ができる距離感にいながら、自分とは少

し異なる価値観を持つ存在」として、日々、AIと社会の問題で

壁に直面した人々からの相談を受け止めています。

　AIを用いたサービスや製品の社会実装が拡大する中、AI

の信頼性や透明性の確保のため、国や企業によって原則や

ガイドラインが策定されていますが、その原則を実践に落とし

込んでいく方法として、未来ビジョン研究センター技術ガバナ

ンス研究ユニットのAIガバナンスプロジェクト研究グループが

開発したのが、「リスクチェーンモデル（Risk Chain Model: 

RCModel）」です。RCModelは、クリエイティ

ブ・コモンズ・ライセンスの下で、誰でも自由に

利用できるよう、同センターのウェブサイトで公

開されています。
https://ifi.u-tokyo.ac.jp/projects/ai-service-and-risk-coordination/

　採用AIや、無人コンビニ等、11種類のケース事例について、

想定されるリスクシナリオごとに、リスクチェーン（リスク要因の

関係性）と、リスクコントロールのために各関係者（AIシステム

開発者、サービスプロバイダー、ユーザー）が取るべき対策が

提案されています。「このRCModelを回答として思考停止を

するのではなく、あくまでこれをヒントとして、自分たちで改めて

関係者を集めて議論をしていただけると非常に嬉しいです」と

江間准教授。開発者だけでなくサービスの提供者や利用者も

一緒に、「社会的に実現したい価値は何か」をスタート地点と

して、リスクを洗い出し、そのリスクを最小限にする方法を考え

ることが重要です。

採用AIの公平性のリスク（特定の国／地域／人種／性別／年齢に対して不公平な予測結果を生じさせる）について、リスクチェーンを引いた例。

出典：人工知能社会のあるべき姿を求めて─人工知能・ロボットについて語る参加型対話イベント─　https://ai-dialogue.mystrikingly.com/
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Effectiveness

AwarenessUser Ability

AI System
AppricationAI Model

Accuracy Generalization

Robustness Interpretability

Process 
Integrity

System Environment

TraceabilityCapability Confidentiality AvailabilityStability

Connectivity

Data

Data 
Quality

Data 
Balance

Accessibility

①データの偏りを見直す

②特徴量の重要性を見直す

⑥期待精度・利用範囲の認識

⑦人事における最終決定プロセス

⑧適切な合否判断を実施

⑤判断傾向についての合意

③公平性の留意点を踏まえ、
　モデルの判断傾向に問題が
　ないことを確かめる

④データ不足などの理由で
　ネガティブな判断を除けない
　対象を明確にする

「人工知能社会のあるべき姿を求めて」の議論の様子。初対面の参加者同士の対話が円
滑に進むよう、学生のファシリテータと記録係が各テーブルにつきます。

「グラフィックカタリスト・ビオトープ」のグラフィックファシリテータが作成した、議論のまとめの
一部。

未来ビジョン研究センター
江間有沙 准教授

機能拡張

中長期
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https://ifi.u-tokyo.ac.jp/projects/ai-service-and-risk-coordination/
https://ai-dialogue.mystrikingly.com/


気候変動を含む様々な地球観測データを統合し、防災、エネルギー、農業等、様々な分野
の社会的課題を解決する共通基盤技術として活用されています。

系や人間社会にどう影響し、それに対して人間社会がどう応

答するかという複合的な問題ですから、その解決には工学、人

文・社会科学など、自然科学を超えたあらゆる分野との連携・

協働が必要です。そこで、東京大学では2022年7月に学内10

の研究科・研究所が参画する「気候と社会連携研究機構」を

設立しました。ここでは、変わりゆく気候のもとで持続可能な

社会を実現するため、自然科学・社会科学・人文学の学際的

研究が展開されるとともに、広い視野を持つ次世代人材の育

成にも取り組みます。さらに、全球気候モデルが生成する膨

大なデータを、海洋研究開発機構が代表機関を務める「地球

環境データ統合・解析プラットフォーム事業」において、本学

EDITORIA（地球観測データ統融合連携研究機構）が中心と

なって運用を行っているデータプラットフォーム「DIAS」に提供

し、社会課題の解決に取り組むための基盤整備に貢献してい

ます。渡部教授は、東京大学の潜在的な強みとして、組織と

しての余力が分野横断的な研究に取り組みやすい環境に繋

がっている点を挙げています。

　「今後は、人間活動が引き起こす気候変動だけではなく、『気

候変動が社会システムや人の行動意識にどのような変革を及

ぼし、それが気候システムにどうフィードバックするか』を視野に

モデル化を進めていこうと考えています。私は学生の頃からずっ

と気候変動や異常気象の研究を行ってきました。しかし、その頃

（1990年代）、気候変動問題がこのような世界的なムーヴメン

トになるとはとても予見できませんでした。研究をやっている最

中には、それが将来、どのような影響を社会に与えるようになる

かは分からないものです。ですから、若い人々には『自分の専門

を究めながらも広い視野を持ち続けてほしい』と思っています」

機能拡張

中長期

　近年、世界各地でみられる猛暑や豪雨などの異常気象の増加

は、温室効果ガス排出増加に伴う地球温暖化が原因の一つだと

考えられており、東京大学でも様々な視点で異常気象や温暖化

の研究が行われています。国連IPCC（気候変動に関する政府間

パネル）第６次評価報告書（AR6）の執筆者でもある大気海洋研

究所の渡部雅浩教授は、全球気候モデル（コンピュータの中で

の仮想地球）の開発とそれを用いた数値シミュレーションという研

究手法でこの大きな問題に取り組んでいます。

 「AR6が結論付けたとおり、産業革命以降の人間活動が地球温

暖化を引き起こしてきたことに疑う余地はありません。一方で、10

～20年ほどでみたときには、自然要因（気候システム自身に内在

する自発的な変動）と人為的要因（人間活動の影響）の両方が

気候変動をもたらしていると考えられます。私たちは、シミュレーショ

ンに基づく『数値実験』を繰り返して、それぞれの作用・影響を切

り分け、気候システム変動のメカニズムを解明するとともに、将来

の様々な社会経済的変化を想定して『気候がこれからどうなって

ゆくのか』を明らかにするための研究を行っています」

　たとえば、2 0 0 0年頃に

「ハイエイタス」と呼ばれる、

地球の気温がほとんど上が

らず温暖化が停滞していた

時期がありました。温暖化の

原因である人為起源の温室

効果ガス排出は増え続けて

いるのに、なぜ温暖化が停

滞しているのか。その原因を探るため、全球気候モデルでハイ

エイタスを再現したところ、自然要因によるの十年規模の気候

変動が人間活動による温暖化と相殺された結果、温度変化が

小さくなっていたことが明らかになりました。このように、地球温

暖化を含む気候システム変動のメカニズムを正しく理解すること

で、現在世界的に取り組まれているカーボンニュートラル（ネット

ゼロ）の科学的根拠を強固なものにしてゆきます。

　現在の人類が直面しているのは、温室効果ガス増加による

気候の応答という物理的な問題だけでなく、気候変動が生態

大気海洋研究所
渡部雅浩 教授
「新しいことを始めるために必要な「遊
び」が東大にはある」

DIAS（Data Integration and Analysis System）とは

データ統合・解析システムDIAS（Data Integration 

and Analysis System）とは、地球に関する膨大な
データを収集、蓄積、統合、解析するとともに、データ
を地球規模の環境問題や大規模自然災害等に対す
る危機管理に有益な情報へと変換することを目的と
したプロジェクトです。統合イノベーション戦略におい
て、データ連携基盤(地球環境)に位置づけられてお
り、気候変動に伴う様々な社会経済活動への影響
対策等に貢献することを目的としています。

地球温暖化の停滞現象（ハイエイタス）の要因が究明され、2000年代の気温変化の約3割
は自然の変動で説明されることが明らかになりました。

気候と社会連携研究機構では、学内のさまざまな部局と協力し、グローバルな気候変動問
題の解決を目指した研究が進められています。

正しい知識の共有
気候変動に関する研究結果が社会に発信されることで、国家や企業や一般の人々が正しい認識を持
ち、科学的根拠に基づいて行動を決めることに繋がります。

環境保護
人間の活動による温暖化の影響を明らかにすることで、環境保護の必要性や、具体的な対処の方法
を示すことに繋がります。

国際政治への影響
政府系機関に向けて、世界の気候科学界が協力して評価報告書を作成することで、国際政治や外
交、政策に影響が及ぼされることとなります。

社会課題の解決 気候変動のモデルを応用して、他分野と連携した研究を行い、様々な社会課題の解決に活用されています。

データベースへの寄与
気候変動に関するデータを、様々なデータを蓄積したプラットフォーム（DIAS）に提供し、世界中で共
有することで、自然災害に関する危機管理などに役立てられています。

社会へのインパクト

いまや、地球温暖化対策は待ったなし。平均気温が2度上昇すると、熱波や干ばつ、豪雨、台風の巨大化などの異常気象

が深刻化するとされています。この温暖化のメカニズムにおいてどこまでが人類の活動の影響によるものなのか。解明された

データはDIASによって広く研究者に共有されていきます。

全球気候モデルの開発と気候変動─人間社会の相互作用理解
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　美しいオーロラ姫にかけられた恐ろしい呪い。16歳

の誕生日に糸紡ぎの針で指を刺した姫は、長く深い眠

りにつきます。その後、姫に魅せられた王子様のキスで

眠りから目覚め、二人は幸せに暮らしましたとさ。めでた

し、めでたし。ヨーロッパから古くから伝わる『眠れる森

の美女』（Sleeping Beauty）は、バレエやディズニー

映画でも広く知られる有名なおとぎ話です。このおとぎ

話、実は研究が持つある特性にぴったり当てはまるので

す。それは、研究を生み出した知見が社会で活用される

までの「多様な時間軸」。

　データサイエンスの専門家でもある工学系研究科

の坂田一郎教授のチームは、「Scopus」に収録され

ている7,000万もの学術論文と12億件の引用（つなが

り）のネットワーク解析から、「スリーピング・ビューティ」と

「プリンス」の関係を研究しています。坂田教授らによ

ると、ソーシャルメディア内で話題にされる頻度などのオ

ルトメトリクス（学術論文の社会的な影響度を評価する

指標）とサイテーション（学術論文の引用数指標）は必

ずしも相関しないのだとか。というのも、非常に面白いけ

れど、長い間、学会で注目を浴びるまでに至らなかった

萌芽的研究（スリーピング・ビューティ）が、あるプリンス

論文の出現を境に一気にブレイクする、そのような事例

は多々あるのだそうです。

　古くはメンデルの遺伝学。1866年の論文発表から、

1900年に3人の学者により再発見され、一気に脚光

を浴びるまでの30年弱の間、20回ほどしか論文引用さ

column

スリーピング・ビューティとプリンスが紡ぐ
奇跡の出会い

れていませんでした。また、生物学者の下村脩先生が

発見された緑色蛍光たんぱく質（GFP）は発見されてか

ら長い間注目されていませんでしたが、米国の2人の研

究者がその研究を目覚めさせるプリンスの役割を果たし、

2008年に3人でノーベル化学賞を共同受賞しています。

　オーロラ姫が眠りについていたのは100年ですが、こ

の研究によると、後に社会に大きなインパクトを起こす

研究が日の目を浴びず、眠り続ける期間は平均して30

年ほど。そして、7,000万の学術論文から抽出された「ス

リーピング・ビューティ」と「プリンス」の奇跡の組み合わ

せは、3万件以上もあるそうです。また、王子様は姫と

意外と近いところにいた場合が多いけれど、その出会い

を予測するのは難しいとも。

　学術はみな時間的多様性を持っていますが、その価

値創出の時間軸もまた多用で曖昧です。東京大学に

も、まだ眠りについたままで、王子様との奇跡の出会い

を待っている研究が沢山あります。論文の引用数だけ

が研究の価値を表す指標ではなく、多様性をもった苗

床から育って花開く研究が多数あることを是非ともご理

解いただきたいと思います。

※1 Scopus……オランダ・アムステルダムを本拠とするエルゼビア社が提供する
世界最大級の抄録・引用文献データベース
※2 バックデータ……分析対象論文数：7300万件、引用数：12億件（Scopus全
体）／スリーピング・ビューティとプリンスのペア数：36,847ペア／このデータでの
出版らバーストまでの平均期間：27.9年
※3 元論文……T. Miura, K. Asatani, I. Sakata, "Large-scale "analysis 
of delayed recognition using sleeping beaty and prince", Applied 
Network Science 6（1） （2021）:48.

75IR-Cubed 74



イノベーション人材の育成に向けて、STEAM教育が注目されています。生産技術研究所では、25年前から次世代の研究

者、技術者育成のための中高生向け科学教育活動を行ってきました。またその発展形として、自らテーマを設定し、研究成

果を生み出す中高生向けプログラムを実施しています。未来を担う人材はここから育まれていくのです。

未来の社会をデザインする次世代の人材育成

ワークで行うことが主流ですが、他のメンバーと意見をぶつけた

り、協調したりしながら取り組むことも、今までの学校の現場で

はなかなか機会がなかったこと。これからのグローバルになって

いく社会で、様々なバックグラウンドの人と働く未来に向けての

予行練習となるといいなと思っています」。

※Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学・ものづくり）、Arts（芸術・リ
ベラルアーツ）、Mathematics（数学）の頭文字をとり、理数教育に創造性教育を加えた、
分野横断的な学びを表す

基盤

短期

　ITの技術革新や深刻化する環境問題など、社会の変化が加

速し、不確実性が高まる中、これからの社会課題を解決していく

には、イノベーションを創出できる次世代人材の育成が不可欠

です。近年、STEAM教育※が注目を集めていますが、東京大

学生産技術研究所では、25年も前から「次世代育成オフィス」

を立ち上げ、中学生や高校生に対して、最先端の科学技術や、

企業の活動に触れる機会を提供する多彩な教育活動を行って

きました。室長を務めている生産技術研究所の大島まり教授は、

次世代育成オフィスの活動について次のように語ります。「イノ

ベーションを創出する次世代人材を、産学民の連携で育成する

ことを目的に活動しています。生産技術研究所の教員の協力

のもと、高校生に講義を行う出張授業や企業と共同で行うワー

クショップなどの参加型の企画、企業と共同で開発した映像教

材の配信などを行っています」。

　さらに発展的なプログラムとして、東京大学グローバルサイエ

日本航空と共同開催の「飛行機ワークショップ」にて、飛行機の翼の設計に取り組む中学生。

次世代育成オフィスで実施している教育プログラムの概要。研究に触れる体験から、実際に創造する活動まで、多段階でプログラムを展開する。

ンスキャンパス（科学技術振興

機構協定事業・UTokyoGSC）

を開講し、約 1年半の期間を

かけて創造性を育てています。

UTokyoGSCには、全国から50

名以上の高校生が集まり、基礎

的な講義やワークショップを受講

したのち、参加者内の選抜を経

て、最終的には20名ほどが、自ら

テーマを設定し、指導教員のもと

で研究を行います。自ら学び、考え、成果を形にする体験は、受

講生の自信や向学心に繋がるのはもちろんのこと、学会やコン

テストで発表した受講生が受賞するなど、UTokyoGSC受講生

たちの成果は外部からも高く評価されています。

　少数の高校生に高度な研究体験を提供する一方で、次世

代育成オフィスでは初等中等教育の現場における試みも行っ

ています。2022年4月からの学習指導要領の改訂により、生徒

の主体的な課題発見と解決を狙いとする「総合的な探究の時

間」が始まりました。次世代育成オフィスでは、UTokyoGSCで

の研究テーマの設定をヒントに、総合的な探究の時間に活用

できる「探究学習デザインメソッド」を開発し、埼玉県、広島県

の高校でパイロットスタディを実施しています。これまでの学校

教育にはない「探究」という取組に戸惑う現場の声も少なくない

なかで、このメソッドを体験する生徒たちからは「『自分で考えて

学ぶ』ということを、今までこんなに突き詰めたことはなかった」と

いった好意的な感想を得ています。また、生徒たちが楽しんで

課題に取り組む様子は、高校教師の「総合的な探究の時間」

に対する自信に繋がっているようです。

　大島教授は、探究の時間の意義を次のように語ります。「探

究活動を通して、日々学校で取り組んでいる教科の勉強をどの

ように統合していくかが重要です。自分で設定した課題の解決

のために、数学の知識が必要だ、文献を読みたいのに英語が

分からない、と思ったら、教科の勉強に立ち戻って、自分なりに

深めてほしい。そうすることで、教科の勉強も探究の力も相互

に深め合うことができると思います。また、探究活動はグループ

次世代育成オフィス室長 
大島まり 教授（生産技術研究所）

社会へのインパクト

生徒も多く、「普段無口な子供が夢中で授業の説明をしてくれ

た」「自分のやりたいことが明確になったようだ」と保護者の方

から感謝の連絡をいただくこともあるそうです。次世代育成オ

フィスが育てる「探究心や創造性に富む人材」は20年後30年

後の社会を大きく動かしていくことでしょう。

 「今は、アプリによるシミュレーションや3Dプリンターといった、

『考えたことを形にできる技術』が身近にたくさんあります。若

い人たちは、自分の考えていること、思っていることを形にして、

新しいものを作っていってほしい。それが、大学や社会でのイノ

ベーションに繋がると思います」と大島教授は語ります。

　実際に、出張授業では新しい学びの視点に刺激を受ける

主体性（興味・関心）

知識・技能
高い

※UROP： Undergraduate Research Opportunity Program
（東大教養の学生を対象とした研究入門授業）
青文字は次世代育成オフィス以外が主催する事業

低い

積極的

消極的

発展レベル
（創造性を形にする）

Utokyo GSC

未来の科学者のための駒場リサーチキャンパス公開

映像教材・貸出教材

ジュニアドクター
UROP※

成長レベル
（創造性を育む）

萌芽的レベル
（創造性に触れる）

電気自動車普及協会WS
鉄道・飛行機WS

経産省STEAM ライブラリー
STEAM STREAM

女子中高生理系選択支援事業
研究室見学

出張・受入授業

サマーサイエンスキャンプ
Google Women in Tech

大漁旗プロジェクト

Q. UTokyoGSCの受講によって、自分が変化したと思うことがあれば教えてください

「教科書のように課題や解答が与えられていないため、自分で見つけ、考える力が身についたと思います。

 また、常に様々な情報にアンテナを張るようになりました」

「わからないことには正直に向き合い、研究室の方々のサポートが必要であれば自ら行動する習慣がついたことで、

 学校の学びでも新たな発見を常に求めるようになりました」

UTokyoGSC受講者の声
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や芸術といった創造性が発揮できるようになったのです。単に

「人間は賢い」と捉えるのではなく、豊かな創造性をもって多

様な表現ができる点にこそ人間の本質がある、と酒井教授は

指摘します。人間本来の自然な姿を見失うことのないよう、脳

科学の研究成果を積極的に発信していきます。

脳科学を通じた多様性への啓蒙

基盤

中長期

　人間特有の知性の一つに、言語があります。言語は脳にお

ける最も高度な情報処理システムと言え、話したり考えたりす

る際に、「普遍文法」に基づく言語情報処理を意識下で行っ

ています。自然言語（乳幼児が生活の中で自然に獲得でき

る言語）が共通して則っている普遍文法によって、基本的に

二股の枝分かれだけからなる木構造が作られます。語順など

は、日本語と英語のように言語によって異なることもありますが

（図1）、どの言語の文法もこの木構造をもとに説明できます。

母語は幼少の時に獲得されますが、子供は文法知識を親から

教えられて身に付けるわけではないため、普遍文法は後天的

な能力ではなく、生まれつき脳に備わるという言語生得説※が

正しいと言えます。

　発話を通して文に構造を与えるのが、まとまりの外に間を入

れるフレージングと、抑揚や緩急の変化でまとまりを作るアー

ティキュレーションです。「みにくいあひるの子」を例にすると、

文字上では判断できませんが、音声であれば「みにくい／あひ

るの子」あるいは「みにくいあひるの／子」といった間の位置を

変えることで両者を区別し、異なる意味を持たせることができま

す。この時、話し手と聞き手の間で木構造の一方が共有され

るのです（図2）。ここに言語と音楽の共通性があります。例え

ば、バッハの無伴奏曲のように抽象的な音楽作品であっても、

適切なフレージングと、抑揚や緩急の変化というアーティキュ

レーションによって「構造」が生まれ、そこに楽曲の確かな表現

が可能になります。

　総合文化研究科の酒井邦嘉

教授らは、2021年に発表した脳

機能イメージングの実験から、こ

の「言語と音楽の共通性」を発

見しました。

 「私たちは、音楽の聞き比べの

実験を行い、MRIを用いて脳の活

動を測定しました。すると、脳の使

い方が言語と共通しており、特に、

音楽の抑揚（アーティキュレーショ

ン）の判断では、音楽経験の差によらずに、言語を司る『文法中

枢』の周辺に活動が見られることが分かったのです（図3）」

　この研究成果は「言語と同時に音楽を習得することの相乗

効果」と「音（音声）を基礎とした自然習得という考え方」の可

能性を示しています。赤ちゃんが接する言語表現は音声や手

話であり、文字から言葉を身に付ける訳ではありません。しかし

日本の学校では、アルファベットを重視して英語教育が行われ

るため、カタカナのルビやローマ字読みによって英語の音声が

脳に入らず、単語をいくら覚えても文の木構造が作れないとい

う状況に陥ります。すると、ネイティブに話しても通じず、聞い

ても全く分からないといった困難が生じるのです。最近は多言

語の習得に関して研究を続けている酒井教授は、自身の経験

を振り返り、次のように語っています。

 「ドラマでも歌でもいいので、諳んじることができるくらい、とに

かく音声を繰り返し聞くことです。そうすると、そのフレージング

やアーティキュレーションの把握から、自然に文の構造が理解

できるようになります。辞書のない音楽でも、音や主題（モチー

フ）の組み合わせから構造が生まれ、表現や思想を持たせるこ

とができます。そうした人間の脳が自然に持っている能力を引

き出し、創造性を伸ばすような教育が理想だと感じています」
※言語生得説…アメリカの言語学者ノーム・チョムスキーが、言語獲得に必要な普遍文法
は生まれつき人間の脳に備わるという学説を提唱した。

総合文化研究科
酒井邦嘉 教授

図1  普遍文法による文の木構造 図2  「みにくいあひるの子」の木構造

図3  音楽の抑揚を判断する際の脳活動
中高生98人を対象として、音楽経験により以下の3群に分けて調査を行った。
S群：スズキ・メソード※でヴァイオリン前期中等科以降の生徒33人
※母語の獲得を楽器演奏習得に応用した教育法。楽譜を用いるよりも、優れた音源を聴く
ことを重視して楽器を習得する。
E群：東京大学教育学部附属中等教育学校の生徒で8歳以前に楽器（主にピアノ）の習
得を始めた36人
L群：同校の生徒で9歳以降に楽器習得を経験した者および未経験者29人

　酒井教授が行ったマルチリンガル（多言語話者）に関する研究

では、バイリンガル（二言語話者）と比べて、新たな言語の習得に

おいて文法中枢などの活動が一層活発になることが明らかになっ

ています。このことから、より多くの言語に触れた方が、普遍文法

を引き出しやすくなると考えられます。音楽家も異なるジャンルに

精通することは、新たな音楽の創作に資することでしょう。

 「ゴッホが日本画から大きな影響を受けたように、多様性が創造

性に繋がることは、文化や芸術に共通して言えることだと思いま

す。世界の人々が交わり、異なる価値観や考え方を共有し、そこ

から普遍的なものを探していく。内向きで排他的になりがちな現

代だからこそ、多様性を受け入れることは益々大切だと思います」

（酒井教授）

　世界の文化が多様なように、人々の能力も本来多様であるも

のです。若い人たちが、「自分にはプロフェッショナルになる能力

がない」と簡単に諦めてしまうことなく、「自らの能力を引き出して

最大限に発揮すればいい」と考え直して、互いを尊重できるような

社会が築けるよう、脳科学の視点から多様性への啓蒙を発信し

ていきます。

社会へのインパクト

社会に氾濫する脳科学に関する誤解の解消 ─研究発信を通して─

　世の中には脳科学に関する誤解も多くあります。例えば、

「人間の脳は、複雑な思考や社会生活をするために、他の動

物より発達して大きくなった」という説明に納得してしまいがち

ですが、これは誤った目的論であり、科学的な説明ではありま

せん。正しくはその逆で、脳が大きくなって言語野という領域

ができたことで、人間は高度な思考ができるようになり、言語

日本語

S 主語

私は

目的語O

りんごを

動詞V

食べた

英語

S 主語

I

動詞V

ate

目的語O

an apple

みにくい あひるの 子

みにくい あひるの 子

脳の言語地図に見る「文法中枢」

私たち人間は、言葉を発し、音楽を奏でるという創造性を持っています。私たちが思い通りに発話し、他者の言葉を理解す

るのと同様に、音楽を聞き比べたり、楽器を習得したりできるのはどうしてか。それらを可能とする脳の働きについて、言語脳

科学の視点から探ります。

脳科学から見た言語と音楽の共通性─人間の創造性とは─
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北海文化研究常呂実習施設は、オホーツク海に面した北辺の町・北海道北見市常呂町にあります。国内有数規模の古代

文化遺跡群近くの拠点には研究者が常駐し、東北アジア地域の考古学を中心とした教育・研究活動と地域連携活動を半

世紀以上にわたり続けています。

国指定史跡「常呂遺跡」内 北見市栄浦第二遺跡の空撮
樹木の間に点在する白いくぼみ部分が竪穴住居跡

　東京大学と常呂町との出会いは、1955年に遡ります。樺

太アイヌの言語学調査のため常呂町を訪れていた東京大学

教授・服部四郎（1908-1995）のもとを、遺跡保全に努めて

いた考古学愛好家・大西信武さん（1899-1980）が訪ねます。

翌年、大西さんの案内で常呂遺跡を訪れた服部は、同僚の考

古学者・駒井和愛（1905-1971）にその様子を伝えます。当時、

北海道におけるアイヌの歴史の考古学的調査をはじめていた

駒井は、すぐにその重要性を認識し、翌1957年より文学部考

古学研究室による本格的な発掘調査が始まりました。

　1965年、東京大学による研究成果公開のために常呂町

が郷土資料館を開設すると、東京大学はその熱意に応え、

1967年に考古学研究室所属の研究者が常駐する「常呂研

究室」を資料館内に開設。さらに北海道の支援も受けて、発

掘資料を保存公開する常呂資料陳列館を設立します。翌

1968年には学生宿舎（現在は資料保管庫として利用）が完

成し、実習施設としての形が整います。そして、1973年には

文部省（当時）の認可を得て、「東京大学文学部附属北海文

化研究常呂実習施設」が正式に設置されました。2010年に

は、これまでの実績を踏まえて北見市との間に「地域連携に

関する協定書」を締結し、より一層の連携強化に取り組んで

います。

　この調査対象の近くに研究拠点があるという恵まれた研究

環境は、多くの成果を産み出します。例えばサロマ湖東岸から

常呂川河口までの海岸部一帯に拡がる竪穴群遺跡（背景写

真）の調査では、3,000を超える住居跡の分布を正確に把握

し、縄文文化からアイヌ文化期に至る各時代の遺跡を発掘す

ることで、古代の人々の営みを明らかにしました。特にアムー

ル河口部からサハリン、オホーツク沿岸、千島列島と、広大な

地域に栄えた北方の異民族「オホーツク文化」（5世紀～9世

紀頃）に関しては、道内最大規模の発掘調査となり、生活や

儀礼の様子を伝える遺物が多数発掘され、後のアイヌ文化に

も影響を与えていることが分かりました。研究者が、その地域

に根を下ろして導き出していく成果は、世界の学術を支える貴

重な知見となっていくことでしょう。

オホーツクに眠る文化資源の発掘と価値の発信

人文社会系研究科・文学部附属
北海文化研究常呂実習施設

地域との「対話」と「信頼」によって生まれた研究拠点

基盤

中長期
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　現在、常呂実習施設は、史跡公園「ところ遺跡の森」に建

設された「ところ埋蔵文化財センター」内に移転し、北海文化

の考古学的研究に加え、博物館実習や体験型教育プログラ

ムのフィールドとして、また国際的地域・社会連携の推進拠

点としても役割を広げています。常呂実習施設に助手として

着任して以来、地域社会にとけこみ、25年以上にわたり北

海文化研究の発展と地域連携を担ってきた熊木俊朗人文社

会系研究科教授にお話を伺いました。

──常呂実習施設によって生み出された研究成果について

教えてください

　考古学は、発掘から成果が表れるまでに時間を要する研究

ですが、長期的な視野で計画が立てられ、安定して研究を継

続できました。北海道東部には竪穴群遺跡が多数存在します

が、東京大学による常呂地域の学術調査では3,000軒を超

える竪穴を全数記録しており、この調査方法はその後の竪穴

群遺跡研究のモデルケースとなりました。また、一つの地域の

中で、旧石器時代から、オホーツク文化、アイヌ文化の時代ま

で続く北海道の歴史的変遷を把握し、記録できたことは「1万

年以上に及ぶ地域史の構築」という意味でも大きな成果です。

（図1,写真1）

──他には、どのような成果や地域への貢献がありますか

　研究や研究人材の育成だけでなく、地域の社会教育にも

貢献しています。野外考古学実習の際には、市民を対象に

図1  北海道と本州の時代区分

学生たちによる企画展示も常呂資料陳列館で一般公開して

います。実は、かつて常呂実習施設で学んだ学生2名が、い

までは北見市に埋蔵文化財担当職員として勤務しており、地

域との社会教育事業を円滑に進めてくれています。

── 2022年のノーベル生理学・医学賞で注目された「古ゲノ

ム学」のように、現代の考古学研究は理系分野との融合が

進んでいますが、常呂実習施設では自然科学的手法を用い

てどのような研究を進めていますか

　例えば炭素・窒素の同位体比分析です。常呂の遺跡から発

掘された擦文文化とオホーツク文化の土器に付着した「おこげ

（炭化物）」の炭素・窒素同位体比を測定し、調理されたもの

の状態を調べた結果、両方から海洋生物由来の同位体比が

得られましたが、擦文文化の方がより多くの「雑穀類」が入っ

ていた可能性が高いことが分かりました。理論的な予測を、理

化学的な分析で裏付けることができました。また最近では、土

壌から検出されるDNAを分析し、遺構の用途を調査する共同

研究も進めています。

──常呂実習施設の教育研究活動・社会連携活動を進める

上で課題と考えていることは何でしょうか

 「常呂には、素晴らしい遺跡がある」ということが、地域にはま

だなかなか浸透していないもどかしさがあります。65年にわたり

蓄積してきた研究成果を、分かりやすい形で包括的に、道内外

にも広がる形で発信していくことが直近の課題です。そして今

後は、更にもっと広い視野に立った

「常呂の遺跡は、世界史的に見て

どういう位置づけにあるのか」という

ことの学術的な整理が求められてく

ると思います。また、常呂資料陳列

館や資料保管庫など研究施設の

老朽化も大きな課題です。

──今後の教育・研究活動や地域

連携活動の展望を教えてください

　学術面でのさらなる研究と普及

活動も進めていきます。海外大学

との交流は、高い教育効果が得られ、また常呂遺跡の歴史的

価値を海外の視点から相対化して捉える機会にもなるため、教

育プログラムとして正式に発展させていくことが肝要です。

　地域連携活動では、令和6年（2024年）の公開に向け、北

見市と協力して「トコロチャシ跡遺跡群」の史跡公園整備を進

めています。東京大学は、長年にわたりこのオホーツク文化の

遺跡群を発掘調査してきましたが、今後は「史跡を核としたま

ちづくり」という観点から、大学の枠を越えて、北見市や地元

で活動するまちづくり関係者と連携をしながら、地域が地域の

ために史跡を活用する地域振興のあり方を目指していきたい

と考えています。

　森や川、湖に恵まれた常呂は、生物学や地学の研究フィー

ルドとしても魅力がある場所です。考古学的な地域史は、自

然環境とも密接に関わっています。常呂という土地に生きる

地域の方々の意識の中で、先住民たちが紡いできた地域史

が、自分たちの歴史として結合していくことを思い描いていま

す。そして、常呂実習施設で行っている活動も、「東京大学

が実施している」のではなく、「常呂という地域が行っている」

活動として受け止めて頂けるように、これからも尽力していきた

いと思います。

人文社会系研究科による地域連携の試み ──人文学応用連携の促進を目指して

人文社会系研究科では、常呂実習施設に
よって実践されてきた地域・社会貢献活動と
教育機能強化の経験を、他の地域にも拡大
して活かしていくことを「人文学応用連携」
の一環として推進しています。2021年には
和歌山県熊野地方の中核都市・新宮市とも
地域連携協定を結び、「新宮分室」を設置し、

人文学の応用・活用による地域の文化振興
に寄与する試みにも取り組んでいます。
日本には、文化や自然に恵まれながらも、少子
高齢化や人口流出・過疎化等に苦悩する地域
が少なくありません。そうした地域間に、人文学
の叡智を傾注し、共通の人文学的課題を見出
し、文化振興に資することを志向しています。

東京大学ホームカミングデイ（2022年10月15日）に開
催されたシンポジウム『文学部による地域連携の試み
̶̶ 人文学応用連携の促進を目指して』の様子。

北海道の
時代区分 旧石器時代 縄文時代

続縄文時代 擦文時代
アイヌ文化期

オホーツク
文化期

（トビニタイ
文化期）

本州・四国
・九州の
時代区分

旧石器時代 縄文時代 弥生時代 古墳時代 江戸時代平安時代
室町・
安土桃山
時代

奈
良
時
代

飛
鳥
・
　
　

鎌
倉
時
代

紀元前14,000
～13,000年頃

紀元前
400年頃

紀元1年 600年頃 1,300年頃

写真1  2021年10月から2022年3月
にかけて、人文社会系研究科と開催
館の共催で実施した「オホーツク文
化」展のフライヤー。横浜ユーラシア
文化館および大阪府立近つ飛鳥博
物館にて開催し、好評を博しました。

遺跡見学会を実施していますが、北見市外からも参加者があ

り、なかなか人気があります。2000年からは毎年継続して「文

学部常呂公開講座」を開催し、常呂高校の生徒や地域の

方々に対して、東京大学の様々な分野の研究者が研究成果

を分かりやすく紹介しています。また、博物館実習に参加した

（写真上）復元された擦文時代の竪穴住居／（写真下左）遺跡発掘や測量調査はこれまで
80回以上実施されており、参加した学生・研究者の数は延べ1,000人超／（写真下右）常
呂資料陳列館内に展示された2022年度博物館実習の成果

（写真左）トコロチャシ跡遺跡より発掘されたクマ骨偶（紀元8-9世紀）／（写真右）トコロチャ
シ跡遺跡（左）および栄浦第二遺跡（中・右）より発掘された弓弭形角製品（紀元8-9世紀）

「考古学研究では、いろいろな
人々とコミュニケーションをとりなが
ら調査研究を進めていくことが重
要です」と語る熊木俊朗教授。東
京都出身。

常呂実習施設の現在地と今後の展望
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「ハイパーカミオカンデ」は、これまで2回のノーベル賞に繋がったカミオカンデとスーパーカミオカンデの後継となる超巨大素

粒子観測施設です。5年後の観測開始に向け、知恵と最先端の技術を集結させ、建設が進められています。前代未聞の深

さの地下空洞から、宇宙の謎に挑み、新たな知の地平を切り拓きます。

138億年前の真実に迫るハイパーカミオカンデ計画
──スーパーカミオカンデ

の運用を開始して成果も

出ている中で、なぜさら

に大きなハイパーカミオ

カンデを建設することに

なったのか、その経緯を

教えてください。

　この研究の歴史はカミ

オカンデから始まりました。当初陽子崩壊を探すという目的も

あったのですが、成果として超新星爆発からニュートリノを検出

でき、小柴先生（故・小柴昌俊特別栄誉教授）のノーベル賞

受賞に繋がります。その後スーパーカミオカンデが作られ、こ

こでの成果は、ニュートリノが振動・変身すると発見したことで、

これが梶田先生（梶田隆章特別栄誉教授）のノーベル賞受

賞に繋がります。スーパーカミオカンデでは種類が違うニュート

リノ振動をすべて発見でき、ニュートリノの性質の理解が大き

く進んだのですが、研究課題や調べるべきことはさらに増えま

した。さらに大きな装置で精度を高く観測を行うため、ハイパー

カミオカンデを作ることとなりました。

──スーパーカミオカンデと比較して、ハイパーカミオカンデの

違う点はどのようなところにありますか。

　大きさとしては深さが40mのものから70mのものになります。

そもそも地下に70mの空洞というのは世界に作った例があり

ません。前代未聞の地下空洞を掘り、崩れないものを作るとい

うことになり、技術的な課題も多く大きな挑戦となります。

　それ以外にも水槽を満たす大量の水の透明さなどの質を保

つためには大変な労力が必要ですし、観測のための光センサー

（光電子増倍管）についてもスーパーカミオカンデの2倍の感

度のものを準備し、光をたくさん捉えられるようになります。ただ

装置を大きくしてニュートリノを観測しても、新しい成果は上が

りません。ニュートリノの観測数を増やすと同時に一つ一つの

測定精度もあげて、初めて今までの成果を超えることができる

ようになります。

──ハイパーカミオカンデが完成した際には、どのような成果・

学問的インパクトが期待できるのでしょうか。

　まず質量を持つニュートリノを正確に測定することで、宇宙

の進化の謎を解明できるかもしれません。宇宙のビッグバンで

同数生まれたとされる粒子と反粒子のうち、なぜ粒子だけが今

の宇宙に残っているのか。そこにニュートリノが関わっている可

能性が高いので、ニュートリノと反ニュートリノを正確に調べて

この2つに違いがないかを調べる必要があります。次にカミオ

カンデから未解決の問題になりますが、陽子崩壊の発見です。

陽子崩壊は、新しい世代の素粒子の理論に繋がる期待があ

る非常に大きな研究テーマです。さらにニュートリノ天文学を

発展させることも目的の一つです。

──このプロジェクトにはどのようなメンバーが参加しているの

ですか。

　基本的に素粒子の研究者ですが、世界中の研究者が参加し

てくれて20の国・500人規模になっています。同じ目的を持つ研

究者が、それだけ集まってくれたのは奇跡的に思えます。参加す

る学生にとっても、世界中から集まる優秀な研究者から刺激を

受けながら、国際感覚を身に付けることができる環境になります。

──プロジェクトを継続するにあたりどのような困難がありますか。

　今までになかった装置を作るということは新しい技術的な挑

戦があるということで、それがなければ新しい発見は生まれな

いはずです。そこには様々な困難が生じます。例えばスーパー

カミオカンデでは光電子増倍管を半数以上失う大きな事故が

ありましたが、この時は水圧に負けてガラス管が割れてしまい

ました。ハイパーカミオカンデではさらに高い水圧がかかるこ

とになりますので、このような事故を防止し、今までの経験も

踏まえ失敗しない装置を作るというのは大きな課題になります。

一度装置を作って水を入れてしまうと簡単に直すことは困難

ですので、徹底的に実験・試験などをして準備をすることが必

要です。

──ニュートリノや素粒子の研究をすることの社会的な意義・

価値はどこにあると考えますか。

　この研究がすぐ何かに役立つことはないかもしれません。た

だ、「我々は何からできているのか」「その法則は何か」「どうい

う仕組みか」というように、自然界を理解しようとする基礎科学

の価値は強調しておきたいです。宇宙がどのようにできて、こ

のような世界になったのか。そこに思いを馳せるというのは一

般の方を含め多くの人がすることだと思いますが、それを楽しん

でもらうのが一番だと思います。その上で、日本が世界のトップ

を走っている基礎科学分野があること、世界に貢献していると

いうことを知ってもらうという点でも役に立てればいいですね。

──今後の展望と、読者へのメッセージをお願いします。

　ハイパーカミオカンデの観測開始は2027年の予定です。ま

ずは計画通り、事故なく装置を完成させたいと思います。きち

んと装置を作れば、必ず何か新しい発見があると信じています。

この研究は、138億年前に起きたことをサイエンスとして明らか

にしようとしており、私たちは日本に限らず、人類共通の資産

だと思ってやっています。このような大型の科学プロジェクトを

一大学である東京大学が主導するというのもすごいことで、ア

メリカではフェルミ国立研究所、ヨーロッパでは欧州原子核研

究機構CERNなどの大規模な研究所が推進してきています。

皆さんぜひ応援してください。

神岡宇宙素粒子研究施設長
塩澤真人 教授

基盤

超長期
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カミオカンデ スーパーカミオカンデ ハイパーカミオカンデ
観測期間 1983～1996年 1996年～現在 2027年観測開始を目指す
大きさ 19m直径×16m高さ 39m直径×42m高さ 68m直径×71m高さ
純水質量
（うち有効質量）

4,500トン
（680-1,040トン）

50,000トン
（22,500トン）

260,000トン
（190,000トン）

光電子増倍管 50cm直径　948個 50cm直径　11,146個 50cm直径　40,000個相当
主な成果／
期待される成果

超新星爆発からのニュートリノの
世界初観測および太陽ニュート
リノの観測による、ニュートリノ天
文学の創生

ニュートリノが質量を持つことを示
す、ニュートリノ振動の発見

1 ニュートリノと反ニュートリノの振動
の違い（CP対称性の破れ）の発見
と精密測定により、宇宙の物質の
起源の謎を探る。

2 ニュートリノ天文学のさらなる展開
3 陽子崩壊の発見による「素粒子の
統一」と「電磁力、弱い力、強い力
の統一」の証明

主な受賞 2002年ノーベル物理学賞、
小柴昌俊

2015年ノーベル物理学賞、
梶田隆章

　ハイパーカミオカンデプロジェクトは実際にどのように進めら

れ、どのような意義があるのか。エレクトロニクスを担当されて

いる早戸良成准教授にお話を伺いました。

　エレクトロニクス開発だけでも日本を含め7か国で進めてお

り、海外からの貢献も大きいです。グループの担当を決めた

り、予算や進捗の調整をしており、文化の違いや国際情勢

なども考えながらバランスを取る必要があります。ハイパーカ

ミオカンデを作るにあたっては、これまでスーパーカミオカン

デで蓄積してきたノウハウを活かせるため、国際競争の面か

ら見ても優位性は高いです。一方、新たな観測装置として

当然スーパーカミオカンデより性能の良いものを作る必要が

あります。

　スーパーカミオカンデとは違い、ハイパーカミオカンデでは電

子回路のかなりの部分を、装置を満たす水の中に置くことにな

ります。これはタンクが大きくなった分、電線が延び、重く長く

なるので、コストや建設の手間、信号の劣化などのファクター

を考えると水の中に入れた方が有利となるからです。しかし一

度水の中に入れてしまうと10年くらいは修理ができません。水

深は約70mなので一番下で8気圧。その状況でも長期間安定

して動く、信頼性の高いものを開発するのは容易でなく、技術

的にチャレンジングです。

　この研究は、「なぜ宇宙がこうなったのか」「宇宙はこれから

どうなっていくのか、最後

にどうなるのか」という日

常生活のスケールを超え

た話になるので、社会的

な意義としてすぐみなさん

に見えてくるものは少ない

かもしれません。そんな中

でも比較的短期間で社

会に目に見えるものとして、

人材の育成があげられます。素粒子や原子核の実験では、用

いる数多くの装置は新たに作る必要があるため、学生にとって

は物理だけでなく工学的側面を含めて幅広く学べるチャンスに

なっています。実験で目的とする成果を得るためにどのような

検出器が必要なのかということを自ら考えながら、実際に検出

器本体、電子回路やセンサーなどの装置を作る経験は、社会

でも大きく役立つことに疑いありません。最近、経験のある技

術者不足が議論されていますが、大きな実験プロジェクトとそ

のための最先端の実験装置の開発は、こういった社会で求め

られている人材を育てられる場であるとも言えます。このように

新しい実験プロジェクトがあることで、次の世代を育てることに

繋がります。宇宙のことはスケールが大きく、夢があるものです。

この夢を現実のものとするための技術開発がここでも積極的

におこなわれています。

素粒子と宇宙の謎に挑むハイパーカミオカンデ計画

神岡宇宙素粒子研究施設
早戸良成 准教授

開発中の電子回路基盤ハイパーカミオカンデに設置予定の光電子増倍管

日本における大型ニュートリノ実験装置

φ39000

φ19000 
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　東京大学憲章において、東京大学は世界の公共性に奉仕

する大学として、文字どおり「世界の東京大学」となることが、

日本国民からの負託に応えて日本社会に寄与する道と謳われ

ており、高度専門職業教育や社会人再教育など社会の要請

に応じて社会と連携する教育を積極的に進めることも明記さ

れています。そして、UTokyo Compassにおいてもその流れ

は踏襲されています。生涯にわたって学びを繰り返すリカレント

教育の場は、複雑に変化する現代社会に対応するために欠

かせない仕組みです。急速に発展する科学・技術や激動する

社会変革の最先端についていくことはもちろんのこと、さまざま

な経験を積んだ社会人が人文・社会科学の核心に触れ直し、

新たな気付きや学びを得ることもまた重要です。市民がリカレ

ント教育を通じて知識や考え方を常に更新し続けることは、市

民によって支えられる社会を豊かにしていくためだけでなく、ひ

とりの人間としてその生を豊かなものにしていく上でも大きな力

となります。

　

　現在、全学で行われているリカレント教育としては、社会

人向け学位プログラム（大学院）、東京カレッジ、東京大学

公開講座、グレーター東大塾、大規模公開オンライン講座

（MOOCs）、東京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラム

（東大EMP）等があり、関連プログラムとしては東京大学エク

ステンション株式会社が行うデータサイエンスに関するプログ

ラムがあります。また、部局が主体となって行っているプログラ

ムにも学び直しや先端課題に対応するものが多数あります。さ

らに、各部局は市民講座等の教養プログラムを数多く提供し

ており、その総数は100以上となります。本年10月から、新た

なリカレント教育の拠点(八重洲アカデミックコモンズ)もスター

トしました。これらの多様な教育プログラムは、幅広いリベラル

アーツ教育に裏打ちされ、本学創立以来の学問的蓄積を教

育によって社会に還元することを目的としています。

　世代やセクターを超えた市民が参加するリカレント教育プロ

グラムは、大学が社会に対して一方的に知を提供する場所で

はありません。社会を構成するさまざまなステークホルダーから、

大学が社会課題を学ぶ場でもあります。また、リカレント教育

の場を通じて、大学と市民が相互理解を深め、信頼を醸成し

ていくための仕組みとしても重要な意味を持っています。さらに、

生涯にわたって学びを繰り返すリカレント教育における世代の

ひろがりは、高校卒業直後の学生が大多数を占める新入生の

シティズンシップ教育にも貢献が期待されます。そのような双

方向の交流の場としてリカレント教育プログラムをデザインし、

多様なコミュニティを形成していくことが、大学の重要な社会

貢献となると考えています。学問に壁があるように我々も、言

語、国境、社会制度など多くの壁に囲まれています。そして、日

本では一度作ってしまった組織や制度の壁を所与と考える傾

向が強いのも事実です。それに対し、急速に発展する科学・技

術や激動する社会変革に対応するためには、壁を所与と考え

ずに新たなものを創り出す力が不可欠です。東京大学の提供

するリカレント教育プログラムが、これらの壁を乗り越え打ち破

るための力となり、より良い社会が実現することを約束します。

東京大学のリカレント教育

　2022年10月、東京ミッドタウン八

重洲の4階に開設された「東京大学

八重洲アカデミックコモンズ（UTokyo 

Yaesu Academic Commons）」は、

三井不動産との産学協創協定に基

づいて誕生した、新たな教育研究や

情報発信の拠点です。日本経済の中

心で、圧倒的な交通利便性を誇る八

重洲は、現代の社会課題解決に向け

た人材育成プログラムを実施するの

にふさわしい場所。記念すべき第1号

は、2022年4月から新領域創成科学

研究科で開講していた社会人教育プ

ログラム「スマートシティスクール」の

秋季コース（第2期）です。

 「スマートシティスクール」は、東京大

学がこれまで提供してきた学位プロ

グラムや教養講座といったリカレント

教育とは異なり、スマートシティ構築

のために必要な、ものの考え方や仕

事の進め方の修得に焦点を絞った

プログラムであることが特徴です。関

連専門分野の第一線で活躍する講

師陣による講義と討論、先端研究

の現場における技術体験、先進例

である柏の葉スマートシティ（千葉県

柏市）等の現地視察を通じ、都市・地

域のデジタルトランスフォーメーション

　リーダーは、先頭に立つ者として

誰もが経験したことのない未知の事

象と対面します。誰よりも早くその事

象の本質を捉え、解くべき課題の形

に落とし込み、解決の方向を指し示

（DX）やまちづくりのイノベーション

の担い手の育成を目指しています。

　八重洲アカデミックコモンズでは、

今後、社会人だけでなく、幅広い層

の受講生を対象とした、様々な分野

のプログラムを提供する予定です。

東京大学が創出する学知と、様々な

バックグラウンドを持つ受講生の実

践知が融合することで、これからの時

代に向けた新しい価値についての議

論が深まることが期待されます。

す。これこそが、現代のリーダーに

必要とされる課題を設定する力です。

東京大学エグゼクティブ・マネジメン

ト・プログラム（東大EMP）は、東京

大学の知的資源を最大限に活用し、

この課題設定能力を鍛える場を提

供する唯一無二のプログラムです。

　東大EMPでは2008年に開講し

て以来、民間企業やベンチャー、官

公庁等で活躍する社会人を受け入

れ、これまでに600名を超える修了生

を輩出しています。プログラムは半年

間をひとつの期とし、毎週金・土に開

講。東京大学のあらゆる分野の最先

端で活躍する研究者たちによる150

コマに及ぶ講義、研究現場の見学、

論文の作成、グループによる知の統

合演習など多彩なカリキュラムの中

で、濃密な議論を重ねていきます。そ

こで重視されるのは、知識の習得で

はありません。さまざまな分野の研究

者が、どのように知を生み出している

のか。対話を通じてそのメカニズムを

学び取り、自分でも使いこなせるよう

にしていくことが期待されています。

新たな都心サテライト拠点

「東京大学八重洲アカデミックコモンズ」

次世代のリーダーを育成する

「東京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラム」

スマートシティスクールのコース詳細はこちらから
https://smartcity-school.k.u-tokyo.ac.jp/

東京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラムの

詳細はこちらから https://emp.u-tokyo.ac.jp/

2022年10月に行われた27期の開講式

図1  修了生の内訳

八重洲アカデミックコモンズの開設日に行なわれたス
マートシティスクール第2期の開講式

企業
345

個人
94

省庁
81

行政法人
18

プロフェッショナル 31

地方自治体 35
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https://smartcity-school.k.u-tokyo.ac.jp/


になりました。出張や旅行先、仕事や勉強の合間の

気分転換などにも気軽に手に取っていただける食品とし

て、発売以来ご好評いただいています。

研究活動から生まれた商品や大学ゆかりの商品を楽しむ

東京大学コミュニケーションセンター（UTCC）

営業日、営業時間は変更の場合もあります。お電話にてお確かめの上ご来店下さい。

IMTブティック 東京丸の内 KITTE 3F
インターメディアテク内
営業時間 ： 12：00～16：00
定休日 ： 月曜（月曜が祝日の場合は翌日）
 年末年始、館が定める日
http://www.intermediatheque.jp/ja/boutique

オンラインストア  　　 https://utcc.u-tokyo.ac.jp/

　薬学系研究科の関水和久名誉教授が、カイコのメ

カニズムを活かした独自の測定技術を用いて自然免

疫を高める物質を探す研究の中で発見した「乳酸菌　

11/19-B1株」は、キウイフルーツの果皮から採取した

菌種であり、市販のヨーグルトから採取した乳酸菌より

高い免疫促進活性が確認されています。

　東日本大震災による被害を目の当たりにして、「研究

を研究で終わらせず、世のために活かしたい」との想い

で活動していた関水名誉教授は福島の乳業メーカーと

出会い、「研究室のヨーグルト」が生まれました。冷蔵品

のヨーグルトは、ハードタイプ、ドリンクタイプともに定番

の人気商品となっています。

　この「乳酸菌 11/19-B1株」を使用して、職場や外出

先などにも持ち歩くことができるケース入りのヨーグルト

味のタブレットと個包装のキャンディを発売し、より多くの

方々に「乳酸菌 11/19-B1株」をご活用いただけるよう

研Q室のヨーグルト

研Q室のヨーグルト（ハードタイプ）145円（85g）※

研Q室のヨーグルト（ドリンクタイプ）155円（85g）※

研Q室のヨーグルトタブレット 1,000円（45粒入）

研Q室のヨーグルトキャンディ 500円（約24粒入）

※冷蔵品のため、コミュニケーションセンター、IMTブティックでは販売していません。

短縮
営業中

　UTCCは2005年に東京大学が社会と相互に交流する場と

して誕生し、大学の研究成果を活用した商品や大学にゆかり

のあるモチーフをデザインしたものなど、様々な商品を販売して

います。また、2019年からは、学内の建物やイベントの情報な

どを提供するインフォメーションの役割も果たしています。

　2021年夏にはオンラインストアをリニューアルし、店舗で

購入していただくだけでなくより多くの方々に大学の研究成果

から生まれた身近な商品を知っていただき、ご利用いただけるこ

とを期待しております。

　このページでは、UTCCで購入していただける、大学の研究

活動などから生まれた商品をご紹介いたします。いずれの商品

もオンラインストアからもご購入いただけます。

コミュニケーションセンター
本郷キャンパス赤門北隣
営業時間 ： 10：30～17：00
定休日 ： 日曜、祝日
東京都文京区本郷7-3-1
TEL 03（5841）1039

店舗の
ご案内

優れたワインを生み出す、日本の風土

に適した品種の開発によって日本の

ワインの礎を築いていきました。近年で

は、世界中で日本産のワインが高く評価

されるようになりましたが、まさに日本人

が生み出したぶどうで醸造した、日本の

ワインです。

　例年にない豪雪に見舞われた1927年、新潟県上越

市のブドウ園で、新たな品種が交雑されました。日本の

ワインブドウの父・川上善兵衛が生み出したこの品種は、

交雑番号3986、後に「マスカット・ベーリーA」と名づけら

れました。東京大学名誉教授で応用微生物学の指導的

研究者だった坂口謹一郎博士は、現在の上越市出身で

この川上善兵衛と姻戚関係にあり、ワインの分析や評価、

論文の助言など、公私にわたって善兵衛を支えました。

　目指すのは、「日本のぶどうでつくる日本のワイン」。

　安田講堂、総合図書館、赤門といった東京大学

本郷キャンパスを代表する建物をかわいらしくデザインし

た東京大学のオフィシャルグッズです。ハンカチーフから

スタートしたこのデザインが、トートバッグ、マグカップ、

クリアファイルにも採用され、次々とシリーズ展開してい

ます。

　これらは本郷キャンパスを訪れた記念のお土産や贈り

物に大変ご好評いただいており、今後さらに同シリーズ

の折りたたみエコバッグ、シャープペンシルも発売の

予定です。

赤ワイン UTokyo

本郷建物柄シリーズ

赤ワイン UTokyo 1,980円（720ml）

UTCC

ハンカチーフ 各1,300円（48cm×48cm）綿100%／A4サイズトートバッグ（大）3,620円（32cm×26cm×9cm）綿100% 塩化ビニール加工／
トートバッグ（小）3,500円（19cm×30cm×10cm）綿100% 塩化ビニール加工／マグカップ 1,980円／クリアファイル 各350円
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そして、

知の空 間は開かれ、

人びとは繋がり続ける




